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１．調査研究の目的 

 

身体拘束の廃止・防止の取組をさらに推進することが不可欠であり喫緊の課題と捉えて

おり、昨年度当協会において施設系・居住系調査への調査を行った。また、養護者及び養

介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報・判断件数は、依然として増加傾向にあ

り、身体的虐待に該当する適正な手続きを経ていない身体拘束についても継続して発生し

ている現状がある。今年度は、厚生労働省とともに在宅系・多機能系まで対象を広げ身体

拘束廃止、高齢者虐待防止について調査研究を行う。 

本研究により、サービス提供の違いによる身体拘束となる利用者の状態像を把握すると

ともに、身体拘束を防ぐための工夫や不足する社会資源等を調査研究することを目的とし

ている。 

また、昨年度の「身体拘束ゼロの実践に向けて介護施設・事業所における取組手引き」

に引き続き、高齢者介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止、虐待防止に関する

周知ツールを作成する。 

 

２．調査研究の方法 

本調査研究では、全国の居住系サービス（認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者

生活介護、短期入所生活介護）、多機能系サービス、在宅系サービス（訪問看護、居宅介

護支援）の中からそれぞれ無作為に抽出した計 2,400機関を対象とするアンケート調査を

実施し、うち 746機関（回収率 31.1％ うち 2件 属性無回答）から回答を得た。また、

各事業種別を対象としたインタビュー調査を実施した。 

居住系、多機能系、在宅系の 3種の調査票を作成、それぞれ施設管理者等が回答する施

設調査票と身体拘束に該当する利用者すべてを記入する利用者調査票の２タイプの調査票

にて調査を行った。 
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３．調査研究の主要結果 

（１）身体拘束の実施状況 

身体拘束を実施している事業所割合（利用者調査回答割合）は、多い順に短期入所生活

介護（16.1％）、居宅介護支援（15.5％）、特定施設入居者生活介護（12.3％）、訪問看護

（12.1％）の順であった。定員に対する身体拘束者数割合は、認知症対応型共同生活介護

（以降、グループホーム）が最も多く 11.5％、次いで短期入所生活介護が 9.7％、看護小

規模多機能型居宅介護が 8.2％、その他事業では、5.0％以下であった。 

 

（２）在宅系の傾向 

在宅系では、サービス担当者会議で状況を把握するものの、本人家族への説明はケアマ

ネジャーではなく、サービス提供事業所が行う場合が多い傾向にあった。短期入所生活介

護においては施設で承認後、ケアマネジャーへ報告する流れであった。このことから複数

の事業所が関与していても特定のサービス提供事業所の判断が大きく影響している可能性

のあることが推察される。 

 

図表１ 身体拘束の実施承認を行う体制（在宅系） 

■ 訪問看護、居宅介護支援       ■ 短期入所生活介護 

 

 

（３）身体拘束をしないための工夫 

居住系では傾向が類似しており、⑥見守りしやすい場所に移動してもらう、③床マット

や超低床ベッドの利用、⑪排せつリズムの把握、⑫ベッド周辺へのセンサー導入が上位を

占める。居住系での工夫で上位にあげられるものに対して、在宅系に照らしたときの問題

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合

①サービス担当者会議で身体拘束に関す

る「切迫性」「非代替性」「一時性」を

確認している。 85 75.9% 69 88.5%

②身体拘束等適正化検討委員会で確認を

している。 45 40.2% 34 43.6%

③医師から「切迫性」「非代替性」「一

時性」の判断を得ている。 55 49.1% 34 43.6%

④専用の記録用紙（態様（状態、様

子）、時間、心身の状態、緊急やむを得

ない理由）を用いている。 43 38.4% 25 32.1%

⑤本人・家族に身体拘束に関する説明

は、主にサービス提供事業所が行い、同

意を得ている。 75 67.0% 42 53.8%

⑥本人・家族に身体拘束に関する説明

は、主にケアマネジャーが行い、同意を

得ている。 37 33.0% 28 35.9%

⑦緊急やむを得ない場合で身体拘束を行

う場合は、専用の記録用紙を用いて記録

している。 32 28.6% 31 39.7%

無回答 12 10.7% 5 6.4%

合計 384 342.9% 268 343.6%

有効回答事業者数 112 100.0% 78 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業

所
１）身体拘束の実施承認における居宅介

護支援事業所の担当ケアマネジャー
との連携体制 

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合

①他事業所での実施状況を担当ケアマネジャー

から聴取してその内容をもとに承認している。 47 40.2%

②担当ケアマネジャーからの意見を事前に聴取

してその内容をもとに承認している。 65 55.6%

③担当ケアマネジャーに委員会や会議へ参加し

てもらい協議をして承認している。 31 26.5%

④事前に利用者・家族に説明・同意後に施設で

承認し、その後、担当ケアマネジャーへ報告を

している。 90 76.9%

⑤他事業所でも実施しているため、承認する際

には担当ケアマネジャーへの報告はしていな

い。
1 0.9%

無回答 44 37.6%

合計 278 237.6%

有効回答事業者数 117 100.0%

短期入所生活介護

（単独）
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点を以下に整理した。在宅介護においては、居住環境や介助できる時間帯、金銭面の負担

などの判断は、各家庭の環境や判断が大きく影響することから、一律に同じ工夫を用いる

ことは現実的ではなく、さらなる創意工夫が求められる。 

訪問看護では、ミトン（75.0％）、Ｙ字型抑制帯や腰ベルト（49.2％）、つなぎ服（64.5 

％）についてやむを得ない場合のみ許容されうると思う行為として挙げており、他種別よ

り顕著に高い傾向が表れている。安全を重視し工夫の一つと捉えている可能性がある。 

また、身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源としては、見

守りボランティア、住民参加の必要性があげられるとともに、金銭面によるサービスを控

える場合もあり、金銭面への相談窓口の必要性や介護者へのメンタルヘルスサービスがあ

げられている。 

 

■身体拘束を避けるために行うことがある工夫 

居住系の上位 在宅系に照らしたときの問題点 

⑥見守りのしやすい場所に移動し

てもらう 

主たる介護者不在の場合があり、常時見守りがで

きない状況では、見守りしやすい場所への移動は

在宅系では根本的な解決にはなりにくい。 

③床マットや超低床ベッドを用

い、万一のベッドから転落ダメ

ージを減らす 

在宅系では、床マットや超低床ベッドにした場合

の介護者の身体面への負荷や導入にあたり金銭面

への負荷や搬入時の環境整備への負担感などが生

じる。 

⑪排せつリズムの把握 在宅系では、介護者不在時の排せつタイミングの

確認や記録を求めることが難しい。定期巡回・随

時対応型訪問介護看護サービスが想定されるが、

全国的にも事業所数が少ない。 

⑫ベッド周辺へのセンサー導入 導入にあたり金銭面の負担と家屋の違いによる設

置場所の問題がある。また、家族などの同居者を

含めたプライバシーの確保が問題となる。 

 

  



iv 

 

（４）身体拘束に至る理由としての家族からの訴えなど（在宅系） 

居宅介護支援では、④利用者の認知症の行動・心理症状による理由が最も多く 70.9％、

訪問看護でも 49.2％であった。次いで、①主たる介護者等からの意向による理由が居宅介

護支援と訪問看護ともに 40％以上であった。また、居宅介護支援では、⑩介護者や家族が

身体拘束や虐待の定義を知らず安全が優先されてしまうことが理由も 40％近くであった。 

 

図表２ 身体拘束に至る理由としての家族からの訴えなど 

 

 

（５）身体拘束実施時期を判断した時期 

約 36.6％は入所前の情報もしくは入所時の情報に伴い判断している。特に特定施設入居

者生活介護では、半数以上が該当する。入院先や在宅介護において身体拘束をしていた場

合は、入所時も身体拘束で対応するケースが多いことがうかがえる。 

 

  

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合

①主たる介護者等からの意向による理由 49 40.8% 35 44.3%

②主たる介護者や本人等の意向によりサービス提供時間や回数を増やす

ことができないことが理由 15 12.5% 14 17.7%

③利用者の身体状況による理由 38 31.7% 25 31.6%

④利用者の認知症の行動・心理症状による理由 59 49.2% 56 70.9%

⑤利用者の認知症以外の症状による理由 15 12.5% 8 10.1%

⑥在宅でやむを得ず身体拘束であることを理由に受入可能な病院や施設

がないことが理由 2 1.7% 2 2.5%

⑦サービス提供をしている事業所がやむを得ず身体拘束が必要と判断を

したことが理由 9 7.5% 7 8.9%

⑧気軽に見守りを頼める家族、知人等がいないことが理由
21 17.5% 18 22.8%

⑨主たる介護者等のストレスを解消するための手段が不足していること

が理由 19 15.8% 20 25.3%

⑩介護者や家族が身体拘束や虐待の定義を知らす安全が優先されてしま

うことが理由 26 21.7% 31 39.2%

⑪身体拘束を防ぐための環境整備等の工夫に主たる介護者等が納得しな

いことが理由 13 10.8% 10 12.7%

⑫その他 3 2.5% 3 3.8%

無回答 28 23.3% 13 16.5%

合計 297 247.5% 242 306.3%

有効回答事業者数 96 100.0% 70 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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図表３ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向 

（入所者の身体拘束実施を判断した時期） 

 

 

 

（６）サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（世帯構造） 

家族同居あり（介護可能）な場合で 36.6％が身体拘束を行っている。次いで独居が 21.1 

％である。身体拘束に至る理由として「主たる介護者等からの意向」が最も高いことを鑑

みると家族の意向が身体拘束実施の判断に影響していることが推察される。 

 

図表４ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（世帯構造） 

 

 

  

（１２）本人・家族からの身体抑制要請

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

入所前の情報もしくは入所時の情報に伴い判断 70 36.6% 23 54.8% 0 0.0% 26 35.1%

入所後概ね1週間以内に事前の情報との乖離があり判断 22 11.5% 9 21.4% 1 14.3% 11 14.9%

入所者の状態変化に伴い判断 71 37.2% 8 19.0% 2 28.6% 32 43.2%

医療機関から退院後、状態変化に伴い判断 20 10.5% 1 2.4% 1 14.3% 4 5.4%

無回答 8 4.2% 0 0.0% 3 42.9% 0 0.0%

合計 191 100.0% 41 97.6% 7 100.0% 73 98.6%

短期入所生活介護

（単独）

（１２）本人・家族からの身体抑制要請

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

入所前の情報もしくは入所時の情報に伴い判断 1 33.3% 1 7.1% 14 40.0% 5 26.3%

入所後概ね1週間以内に事前の情報との乖離があり判断 0 0.0% 0 0.0% 1 2.9% 0 0.0%

入所者の状態変化に伴い判断 2 66.7% 11 78.6% 10 28.6% 6 31.6%

医療機関から退院後、状態変化に伴い判断 0 0.0% 0 0.0% 7 20.0% 7 36.8%

無回答 0 0.0% 1 7.1% 3 8.6% 1 5.3%

合計 3 100.0% 13 92.9% 35 100.0% 19 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

全体 小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

独居 15 21.1% 0 0.0% 5 35.7%

家族同居あり(日中独居) 7 9.9% 0 0.0% 2 14.3%

家族同居あり(介護できない) 14 19.7% 1 33.3% 4 28.6%

家族同居あり(介護可能) 26 36.6% 2 66.7% 3 21.4%

わからない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 9 12.7% 0 0.0% 0 0.0%

合計 71 100.0% 3 100.0% 14 100.0%

利用者数 ％ 利用者数 ％

独居 6 17.1% 4 21.1%

家族同居あり(日中独居) 3 8.6% 2 10.5%

家族同居あり(介護できない) 6 17.1% 3 15.8%

家族同居あり(介護可能) 11 31.4% 10 52.6%

わからない 0 0.0% 0 0.0%

無回答 9 25.7% 0 0.0%

合計 35 100.0% 19 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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（７）虐待を防止するために実施している取組 

介護保険上は高齢者虐待に対して全ての介護サービス事業者を対象に、虐待の発生・再

発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることが規定

されている。今回の調査では、多機能系、在宅系について要件の実施状況を確認した。事

業種別ごとの実施率は、居住系と小規模多機能型居宅介護で 80％台、在宅系と看護小規模

多機能型居宅介護で 70％台であった。 

 在宅系では、委員会結果の従事者への周知が約 50％と他事業種別と比較してやや低く、

看護小規模多機能型居宅介護では、担当者の設置が 54.7％と今回の調査対象事業種別では

最も低かった。 

 

図表５ 虐待を防止するために実施している取組 

 

 

  

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①虐待防止のための対策検討委員会の

実施 99 94.3% 109 87.9% 135 86.0%

②委員会結果の従業者への周知 84 80.0% 90 72.6% 119 75.8%

③虐待防止のための指針の整備 89 84.8% 104 83.9% 136 86.6%

④虐待防止に関する措置を適切に実施

するための担当者の設置 78 74.3% 75 60.5% 110 70.1%

⑤研修の実施 102 97.1% 115 92.7% 135 86.0%

無回答 1 1.0% 2 1.6% 4 2.5%

合計 453 431.4% 495 399.2% 639 407.0%

実施率（平均回答数÷有効回答） 86.9% 80.8% 83.0%

有効回答事業者数 105 100.0% 124 100.0% 157 100.0%

グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

特定施設

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①虐待防止のための対策検討委員会の

実施 45 81.8% 43 81.1% 72 63.7% 56 70.9%

②委員会結果の従業者への周知 34 61.8% 32 60.4% 57 50.4% 42 53.2%

③虐待防止のための指針の整備 47 85.5% 41 77.4% 80 70.8% 59 74.7%

④虐待防止に関する措置を適切に実施

するための担当者の設置 39 70.9% 29 54.7% 73 64.6% 51 64.6%

⑤研修の実施 50 90.9% 50 94.3% 88 77.9% 68 86.1%

無回答 3 5.5% 0 0.0% 11 9.7% 4 5.1%

合計 218 396.4% 195 367.9% 381 337.2% 280 354.4%

実施率（平均回答数÷有効回答） 82.7% 73.6% 72.5% 73.6%

有効回答事業者数 55 100.0% 53 100.0% 113 100.0% 79 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

（※） 

（※） 

（※）実施率： 

平均実施回答数÷有効回答事業所数 
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４．まとめと提言 

①まとめ 

身体拘束の弊害などを説明し、なおも本人・家族が身体拘束を要請する場合に身体拘束

を行うと回答している事業所は、訪問看護、居宅介護支援、短期入所生活介護では約 30～

40％存在している。また、在宅系では、約 40％が主たる介護者などからの意向によると回

答しており、その背景として虐待の定義を知らず転倒・転落など事故を防ぐことが優先

されてしまうことが理由として挙げられている。また、介護力のある家族の方が要請する

傾向が表れている。 

その他、身体拘束を実施している利用者の約 40％は入所前の情報もしくは入所時の情報

に伴い身体拘束に至っており、入院中の情報が継続され特定施設入居者生活介護、短期入

所生活介護、訪問看護などで身体拘束の判断がなされる傾向がある。時には退院時に医療

機関から家族が申し送りを受け行っている場合もある。 

身体拘束を行わないことによる訴訟への不安は、事業種別により異なるものの、約 30～

50％の事業所が抱いている。家族や地域住民が身体拘束の弊害を知らないために、事故リ

スクにのみ視点が向いていることが、身体拘束を行わないことによる事故発生時の訴訟リ

スクの不安を拡大する要因の一つであると考えられる。 

また、身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源は、在宅介護

における狭間サービスを埋める役割を担う見守りボランティアなど住民参加が求められ、

家族を含む住民や関係機関の身体拘束に関する弊害への理解が求められる。それとともに

在宅でのサービス利用を控えることを防ぐためなど、金銭的な問題への相談窓口の必要性

があげられている。その他、介護者のためのメンタルケアが不足とされている。 

 

②提言 

在宅介護では、主たる養護者が介護の中心を担っている。そのため、24時間専門職であ

る介護職員が常駐している施設とは異なり、専門職の関与は限定的となる。また、個々の

家庭によって介護できる環境、また、養護者の生活の保持と両立できる介護量、時間帯な

どが異なってくる。さらに、身体拘束に対する養護者の認識や理解も異なっている。 

施設系、居住系事業では、緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、三要件である『切迫

性』、『非代替性』、『一時性』に基づき、家族を含めた関係者の協議のうえ慎重に判断を行

い“緊急やむを得ない場合”と判断された場合、その態様及び時間、利用者の心身の状況

と理由を記録し、利用者・家族に文章で同意を得、経過観察記録により再検討を行い、三

要件が解消された場合、身体拘束が解除となる。施設系、居住系では、必要に応じて 24

時間で状態観察を行い、施設によっては日々のカンファレンスにより判断しながら速やか

な身体拘束の解除に向けた協議を行うことが可能な環境である。判断の下支えとなるもの

は、身体拘束ゼロに対する明確な方針であり、統一した姿勢の周知が重要である。 
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高齢者介護分野では、適切な手続きを経ず身体拘束の行為を行った場合は、高齢者虐待

に該当すると定義されている。しかし、在宅での介護においては、同じ尺度で解釈するこ

とが難しい環境がある。 

在宅における介護は、多様な事業所が原則ケアプランに位置付けられた時間を中心に状

態観察を行い、独居の場合はその狭間の時間を埋める養護者さえ存在しない状況がある。

養護者がいる場合のやり取りは必ずしも対面でできるとは限らずノートや電話、メールな

どで行われる。また、独居で認知機能に問題がある場合などは、事業所間のみのやり取り

となる可能性さえある。そのため、事業所の関与の無い時間帯の安全確保が重要な判断基

準ともなり得る環境にある。 

在宅介護においては、点滴など処置時間に限定される場合は一時性の判断がしやすい

が、転倒・転落、外出（徘徊）、抜去等によるリスクが予想される状態では、養護者のみ

の時間帯、もしくは養護者さえ不在の時間帯の対応まで、事業所従事者が責任を負うこと

は困難である。そして、養護者自身の生活を保持し、養護者自身の尊厳を尊重することも

重要な視点となる。身体拘束三要件に照らした適切な手続きがなくても、介護負担を緩和

する工夫の一つとして個々の家庭の中で、時には身体拘束に該当する行為が存在している

ことも事実である。 

居宅介護支援では身体拘束対象者の半数以上は、介護可能な家族が同居しているケース

であった。施設系の考え方を杓子定規に照らして、身体拘束 11禁止行為の是非を問うこ

とは、時には却って養護者を追い詰め誰もが望んでいない結果を招きかねない。 

しかしながら、今回の調査では、身体拘束の必要性が判断された時期は、入所（利用）

前の情報に基づくものが 40％近くであった。インタビューにおいても身体拘束と退院時に

病院から必要事項として身体拘束と判断される行為を伝えられたり、養護者が身体拘束と

の理解がなく実施しているケースが存在していることが複数あげられていた。退院時カン

ファレンスにおいて、本人家族とともに関係する職種が協働で、自宅での身体拘束の必要

性が少しでも少なく済む方法を追求しつつ本人家族の尊厳が守られていく社会になること

を願う。 

身体拘束が高齢者の心身に与える影響は、施設であろうが、在宅であろうが同様に生

じ、高齢者自身の生きる意欲を極度に低下させる結果を招くことには、変わりはない。養

護者の心身のバランスが保てた状態で継続して在宅介護ができる環境を、介護事業者は、

協力して、個々の異なる家庭環境においても多様な可能性を模索しながら保持していける

よう、支援をすることが介護事業の専門職としてあるべき姿であると考える。 

それが実現しやすくなるためには、介護にかかわる関係機関だけでなく、地域住民や警

察、消防署なども含めて地域の関係者が身体拘束の弊害を理解し、利用者の尊厳を重視し

た考え方が浸透していくことが求められる。そして、社会資源として見守りボランティア

が増え、障害福祉サービスのように状態に応じた短時間、頻回の見守りのための報酬体系

なども養護者を支えるための方策として今後の検討事項といえる。 
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在宅での介護では、利用者一人ひとりの支援のために選定された多様な関係機関が集ま

り、サービス担当者会議で身体拘束の実施の有無を検討する流れである。その際、見えて

いない時間帯の状態も可能な限り把握及び推察し、本人及び養護者の状態を勘案し、慎重

な判断にて対応方法が協議され、身体拘束ゼロ化が少しでも実現できていくことを期待す

る。 
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１．身体拘束をめぐる社会状況 

（１）身体拘束に関する各種制度の方向性 

 

前回の調査では、介護施設において医療知識の不安などからミトン型の手袋等やチュー

ブ類の抜去に対する身体拘束が行われるケースがあった。認知症対応型共同生活介護（以

降、グループホーム）では、夜間帯の職員配置や専門職の関与範囲、専門職の知識や経験

の違いが“緊急やむを得ない場合”の判断に影響しているケースが見受けられた。2015年

度調査と比較すると介護施設では身体拘束廃止に向けた取組が浸透し、組織的対応により

訴訟や事故等への不安も緩和されてきていた。 

しかし、介護施設において、適正な手続きを経ていない身体拘束が例年 2割～3割発生

し続けており、2024年度診療報酬・介護報酬改定では、医療機関においても報酬上に身体

拘束最小化が盛り込まれ、介護事業においても在宅系まで記録の具備が義務化されるに至

っている。2024年度には、2001年度に作成された「身体拘束ゼロへの手引き」が改定さ

れ在宅系サービスにおける身体拘束廃止・防止のあり方が盛り込まれた。 

 

各サービス種別における身体的拘束等に関する規定（介護報酬） 

  

第１章 身体拘束および虐待防止に関する状況 
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【参考】2024年度介護報酬改定 身体拘束等の適正化の推進 省令改正 

〇 短期入所系サービス及び多機能系サービスの運営基準に以下の措置を講じなければな

らない旨を規定する。 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

 

○ 訪問系サービス、通所系サービス、福祉用具貸与、特定福祉用具販売及び居宅介護支

援の運営基準に以下を規定する。 

・利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行ってはならないこと。 

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと。 

 

【参考】介護報酬 身体拘束廃止未実施減算 要件 

○ 身体的拘束等の適正化を図るため、以下の措置が講じられていない場合  

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録すること。 

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

 

【参考】2024年度 介護報酬改定 身体拘束等の適正化の推進 行政対応 

〇 全ての施設・事業所で身体的拘束等の適正化が行われるよう 

・2024年度中に小規模事業所等における取組事例を周知する。 

・介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に身体的拘束等の適正化に関する取

組状況を追加する。 

・指定権者に対して、集団指導等の機会等にて身体的拘束等の適正化の実施状況を把握

し、未実施又は集団指導等に不参加の事業者に対する集中的な指導を行うなど、身体

的拘束等の適正化に向けた取組の強化を求める。 
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（２）高齢者虐待防止に関する各種制度の方向性 

2006年度に施行された「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法

律」（平成 17年法律第 124号）では、国民全般に高齢者虐待に係る通報の努力義務が課せ

られ、福祉・医療関係者に高齢者虐待の早期発見等への協力を求められている。厚生労働

省の調査では、2023年度の高齢者虐待の相談・通報件数は、養護者による高齢者虐待の相

談・通報件数は、40,386件（対前年度比 5.5％増）であり、そのうち 17,100件が虐待と

判断されている。また、養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報件数は、

3,441件（対前年度比 23.1％増）であり、そのうち 1,123件が虐待と判断され、年々増加

している。また、介護施設・事業所において、適正な手続きを経ていない身体的拘束等を

含む不正によって、人格尊重義務違反により指定取消等の処分に至っている施設・事業所

が例年一定数存在し、高齢者虐待の防止が求められている。 

2022年度には、各自治体の未然防止、早期発見、迅速かつ適切な対応、再発防止を促す

「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」（国マニュア

ル）が改定され、2024年度の介護報酬改定では、全サービス（居宅療養管理指導、特定福

祉用具販売を除く）において、高齢者虐待防止措置未実施減算が設けられた。 

 

 

【参考】介護報酬 2024年度改定 高齢者虐待防止措置未実施減算 

入所者・利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない旨を運営規程

に定めておかなければならない。 

 

〇 虐待の防止のための措置に関する事項 

（1）虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期

的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

（2）虐待の防止のための指針を整備すること。 

（3）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

（4）上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
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１．本研究の目的 

 

身体拘束の廃止・防止の取組をさらに推進することが不可欠であり喫緊の課題と捉えて

おり、昨年度当協会において施設系・居住系調査への調査を行った。また、養護者及び養

介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報・判断件数は、依然として増加傾向にあ

り、身体的虐待に該当する適正な手続きを経ていない身体拘束についても継続して発生し

ている現状がある。今年度は、厚生労働省とともに在宅系・多機能系まで対象を広げ身体

拘束廃止、高齢者虐待防止について調査研究を行う。 

本研究により、サービス提供の違いによる身体拘束となる利用者の状態像を把握すると

ともに、身体拘束を防ぐための工夫や不足する社会資源等を調査研究することを目的とし

ている。 

また、昨年度の「身体拘束ゼロの実践に向けて介護施設・事業所における取組手引き」

に引き続き、高齢者介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止、虐待防止に関する

周知ツールを作成する。 

  

第２章 調査の目的と方法 
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２．研究方法 

（１）調査の構成 

 

本調査研究では、全国の居住系サービス（認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者

生活介護、短期入所生活介護）、多機能系サービス、在宅系サービス（訪問看護、居宅介

護支援）の中からそれぞれ無作為に抽出した計 2,400機関を対象とするアンケート調査を

実施した。また、各事業種別を対象としたインタビュー調査を実施した。 

 

（２）アンケート調査 

 

①アンケート調査の対象 

アンケート調査の対象は、以下の通りである。 

 

調査対象 抽出方法 

Ａ）居住系サービス 

認知症対応型共同生活介護 （400施設） 

（以降、グループホーム） 

特定施設入居者生活介護  （400施設） 

短期入所生活介護     （500施設） 

 

介護保険事業は、厚生労働省「介護

サービス情報公表システム」から無作

為に抽出した。 

今回、人員基準等の影響を含め調査

する目的から次のサービスは、対象を

絞って行った。 

特定施設入居者生活介護は、介護付

き有料老人ホームのみを対象とした。 

 短期入所生活介護は、単独型を中心

とし、一部併設型、空床型を含んだ。 

訪問看護は、訪問看護ステーション

を中心とし、一部訪問看護を含んだ。 

Ｂ）多機能系サービス 

小規模多機能型居宅介護  （250施設） 

看護小規模多機能型居宅介護（150施設） 

Ｃ）在宅系サービス 

訪問看護ステーション・訪問看護 

  （400施設） 

居宅介護支援       （300施設） 
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②アンケート調査票の構成 

本アンケート調査は、前回調査との比較のため、前回調査に準じ「どのような事業所等

において、身体拘束等が行われているのか」を把握することを主目的とした『事業所調

査』と、「どのような状態の利用者が身体拘束の対象となりやすいのか」を把握すること

を主目的とした『利用者調査』の 2種類の調査で構成した。それぞれの調査では、下表の

ように、“居住系用”と“多機能系用”、そして“在宅系用”で調査票を分ける形で、計 6

種類の調査票を用いた。 

今回の調査では、回答する事業所が任意で調査日を設定し、身体拘束に該当する利用者

すべてについて、記入する形式とし、該当がなければ提出しないこととした。 

 

調査種類 事業所調査 利用者調査 

Ａ） 

居住系用 

事業所調査票 

（グループホーム・ 

特定施設入居者生活介護・ 

短期入所生活介護） 

利用者調査票 

（グループホーム・ 

特定施設入居者生活介護・ 

短期入所生活介護） 

Ｂ） 

多機能系用 

事業所調査票 

（小規模多機能型居宅介護・ 

 看護小規模多機能型居宅介護） 

利用者調査票 

（小規模多機能型居宅介護・ 

 看護小規模多機能型居宅介護） 

Ｃ） 

在宅系用 

事業所調査票 

（訪問看護・居宅介護支援） 

利用者調査票 

（訪問看護・居宅介護支援） 

 

③アンケート調査票の発送・回収方法 

本アンケート調査では、2024年 11月上旬に、郵便により調査票を発送・返信用封筒に

て回収する方法をとった。 

 

方法 内 容 

配布方法 郵送にて調査票（記入要綱含む）を送付 

※施設調査は施設長、管理者、責任者等、 

利用者調査は、できるだけ利用者の担当者が回答する形式とした。 

回収方法 回答した調査票を返信用封筒にて回収した。 

回収期限 2024年 11月 24日（12月 10日まで延長） 

※はがきによる督促を 1回実施 
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１．調査票の回収状況 

回収数は、居住系が 417 通（回収率 32.1%）、多機能系が 111 通（回収率 27.8％）、在宅

系が 216 通（回収率 30.9%）の計 744 通（他事業種別無記入 2 通あり、回収率 31.1％）

であった。 

事業所調査のうち短期入所生活介護は単独型が回答数の 87.0%、訪問看護は、訪問看護

ステーションが 93.2%であったため他の選択肢と人員体制等が異なることから短期入所生

活介護は、単独型のみ、訪問看護は訪問看護ステーションのみに限定して分析を行った。

（以降、短期入所生活介護は、短期入所生活介護（単独型）を示し、訪問看護は、訪問看

護ステーションを示す。表内の特定施設は、特定施設入居者生活介護を指す。） 

利用者調査は「身体拘束廃止・防止の対象となる具体的な行為」の 11 行為（※1）1を実施

している利用者を対象に記載する形式であったが、有効回答割合は全体の 17.1%であっ

た。求める回答以外の利用者はグループホームで特に多く、設問に合致した利用者数はわ

ずか 2.3%であった。今回は調査項目の主旨から 11 行為を実施している利用者のみに限定

して分析を行った。 

なお、今回の調査では、身体拘束実施に際して適正な手続きを実施したうえでの実施か

否かの確認までは行っていない。 

図表１ 回収率 事業種別ごと 

ａ）事業所調査 

 

ｂ）利用者調査 

  

 

※1）「身体拘束ゼロへの手引き」（平成 13 年 3 月 厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」）記載の身体拘束廃止・

防止の対象となる具体的な行為（例）の 11 行為を本調査では、「身体拘束 11 禁止行為」と表記する。 

第３章 アンケート調査結果 
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２．回答施設の基本属性 

① 法人格 

事業種別ごとの法人格は、全事業種別において、株式会社が最も多く特定施設入居者生

活介護で 68.9 

％、短期入所生活介護で 58.4％、訪問看護で 49.2％であった。 

グループホーム、小規模多機能型居宅介護は、ともに株式会社と社会福祉法人が 30％程

度であった。看護小規模多機能型居宅介護は、株式会社 26.4％、社会福祉法人 22.6％、

医療法人 18.9％と分散している。また、居宅介護支援も分散しており、株式会社 30.1％、 

医療法人 24.1％、社会福祉法人 19.3％であった。 

 

図表２ 基本属性（法人格） 事業種別ごと 

 

 

② 職員体制 

前回調査において、施設系では夜間帯の不安を要因の一つとして身体拘束廃止に踏み切

れない意見があった。今回調査の職員配置、夜勤職員配置は、以下の通りである。夜勤職

員は特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護では、16名～21名で 1人、グループホ

ームでは 8名で 1人であった。 

その他、職種別の体制は図表４の通りである。 

 

法人格

全体 特定施設 グループホーム

事業所数 ％ 事業所数 ％ 事業所数 ％ 事業所数 ％

医療法人 115 14.3% 8 7.5% 17 13.5% 30 18.6%

社会福祉法人 117 16.5% 19 17.9% 34 27.0% 9 5.6%

財団法人・社団法人 13 0.5% 0 0.0% 1 0.8% 1 0.6%

株式会社 332 53.5% 73 68.9% 45 35.7% 94 58.4%

有限会社 73 11.0% 3 2.8% 19 15.1% 22 13.7%

NPO法人 16 2.4% 0 0.0% 8 6.3% 2 1.2%

その他 42 1.7% 3 2.8% 2 1.6% 2 1.2%

無回答 3 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.6%

合計 711 100.0% 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

法人格

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

事業所数 ％ 事業所数 ％ 事業所数 ％ 事業所数 ％

医療法人 5 8.6% 10 18.9% 25 20.2% 20 24.1%

社会福祉法人 20 34.5% 12 22.6% 7 5.6% 16 19.3%

財団法人・社団法人 0 0.0% 2 3.8% 7 5.6% 2 2.4%

株式会社 20 34.5% 14 26.4% 61 49.2% 25 30.1%

有限会社 9 15.5% 4 7.5% 5 4.0% 11 13.3%

NPO法人 1 1.7% 2 3.8% 2 1.6% 1 1.2%

その他 3 5.2% 7 13.2% 17 13.7% 8 9.6%

無回答 0 0.0% 2 3.8% 0 0.0% 0 0.0%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

居宅介護支援事業所訪問看護

（ステーション）
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図表３ 基本属性（夜勤職員配置） 事業種別ごと 

 

図表４ 基本属性（職員配置） 事業種別ごと 

 

 

定員÷介

護看護常

勤換算職

員数

介護職員

率

定員÷介

護看護常

勤換算職

員数

介護職員

率

定員÷介

護看護常

勤換算職

員数

介護職員

率

登録定員

÷介護看

護常勤換

算職員数

介護職員

率

登録定員

÷介護看

護常勤換

算職員数

介護職員

率

平均人員配置（定員÷介護看護常勤

換算職員数）・介護職員率（介護職

員÷介護看護職員） 2.7 80.2% 1.2 96.3% 2.1 82.0% 1.5 86.1% 1.3 62.8%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

（常勤換算職員数　平均）

常勤 非常勤職

員

常勤 非常勤職

員

常勤 非常勤職

員

看護師 2.2 1.1 0.3 0.2 1.2 0.6

うち認知症認定看護師 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

准看護師 1.1 0.6 0.2 0.1 0.8 0.5

介護職員 13.9 5.1 9.4 2.9 8.2 2.8

うち介護福祉士 8.4 2.7 6.2 1.4 5.0 1.1

うち認知症介護実践者研修受講者 1.3 0.4 2.6 0.4 0.8 0.3

うち認知症介護実践リーダー研修

受講者 0.3 0.0 0.9 0.1 0.3 0.0

うちEPA/技能実習生/特定技能実

習生/在留資格【介護】 1.2 0.3 0.4 0.0 0.6 0.1

医師 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3

PT/OT/ST 0.3 0.1 0.0 0.0 0.3 0.1

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

（常勤換算職員数　平均）

夜勤職員配置 2.8 名 1.9 名 1.7 名 1.3 名 1.3 名

うち看護職員 1.9 名 0.7 名 0.8 名 0.8 名 0.8 名

うち介護職員 2.3 名 2.0 名 1.7 名 1.8 名 1.4 名

夜勤職員配置（定員÷夜勤職員） 21.8 名 8.0 名 16.1 名

看護小規模多機能型

居宅介護

小規模多機能型居宅

介護

短期入所生活介護

（単独）

グループホーム特定施設
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③ 平均要介護度 

平均要介護度は、短期入所生活介護、看護小規模多機能型居宅介護が最も高く 3.0であ

った。次いでグループホーム（2.6）、特定施設入居者生活介護（2.5）、小規模多機能型居

宅介護、訪問看護が 2.3、居宅介護支援が 2.0であった。 

 

図表５ 平均要介護度（事業所あたり） 事業種別ごと 

 

（常勤換算職員数　平均）

常勤 非常勤職

員

常勤 非常勤職

員

常勤 非常勤職

員

常勤 非常勤職

員

看護師 0.8 0.3 3.0 1.4 4.0 1.6 0.0 0.0

うち認知症認定看護師 0.0 0.0 0.1 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0

准看護師 0.9 0.3 0.8 0.3 0.2 0.2 0.1 0.0

介護職員 7.1 3.9 7.3 2.3 - - - -

うち介護福祉士 4.9 2.0 5.0 1.5 - - - -

うち認知症介護実践者研修受講者 2.1 0.3 1.7 0.5 - - - -

うち認知症介護実践リーダー研修

受講者 0.5 0.0 0.4 0.1 - - - -

うちEPA/技能実習生/特定技能実

習生/在留資格【介護】 0.4 0.0 0.3 0.1 - - - -

医師 - - - - - - - -

PT/OT/ST - - - - - - - -

介護支援専門員 1.1 0.1 0.9 0.2 0.6 0.0 2.4 0.7

うち主任介護支援専門員 0.2 0.0 0.1 0.1 0.3 0.0 1.5 0.3

保健師 - - - - 0.1 0.1 0.0 0.0

リハビリ職 - - - - 1.9 0.6 0.0 0.0

うち理学療法士 - - - - 1.2 0.5 0.0 0.0

うち作業療法士 - - - - 0.8 0.2 0.0 0.0

うち言語聴覚士 - - - - 0.1 0.1 0.0 0.0

居宅介護支援事業所訪問看護

（ステーション）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

平均

１）－ⅰ 入所者の内訳 ※短期入所の場

合、調査日に入所している利用者のみ

人数平均 人数割合 人数平均 人数割合 人数平均 人数割合

要支援１ 2.8 5.3% 0.0 0.1% 0.1 0.4%

要支援２ 2.9 5.5% 0.2 1.0% 0.3 1.4%

要介護１ 11.2 21.4% 3.4 21.5% 3.0 12.2%

要介護２ 9.7 18.5% 4.0 25.8% 5.0 20.3%

要介護３ 8.4 16.0% 3.9 24.6% 7.9 31.8%

要介護４ 9.7 18.4% 2.4 15.1% 5.6 22.7%

要介護５ 6.4 12.3% 1.6 10.2% 2.7 10.9%

入院中 1.4 2.6% 0.3 1.8% 0.1 0.4%

合計 52.4 100.0% 15.7 100.0% 24.7 100.0%

平均要介護度

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

3.02.62.5
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※平均要介護度＝ 

（要介護１×１＋要介護２×２＋要介護３×３＋要介護４×４＋要介護５×５＋要支援１・２×0.375）÷利用者数 

 

④ 認知症高齢者日常生活自立度 

認知症高齢者日常生活自立度は、訪問看護では 29.7%、居宅介護支援では 20.1％、特定

施設入居者生活介護では 8.0%が自立であった。グループホーム、短期入所生活介護、小規

模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護では、自立は、2名以下であった。 

 

図表６ 認知症高齢者日常生活自立度（事業所あたり平均人数） 事業種別ごと 

 

平均

１）－ⅰ 入所者の内訳 ※短期入所の場

合、調査日に入所している利用者のみ

人数平均 人数割合 人数平均 人数割合 人数平均 人数割合 人数平均 人数割合

要支援１ 0.8 4.1% 0.0 0.1% 2.8 5.3% 5.6 5.1%

要支援２ 1.0 5.0% 0.0 0.1% 5.0 9.5% 10.3 9.4%

要介護１ 5.5 26.9% 3.6 17.6% 10.9 20.8% 28.2 25.7%

要介護２ 4.3 21.0% 4.4 21.5% 11.0 21.0% 23.1 21.1%

要介護３ 3.6 17.6% 3.7 17.9% 7.2 13.6% 26.5 24.2%

要介護４ 2.9 14.1% 4.1 20.0% 7.2 13.7% 7.9 7.2%

要介護５ 1.6 7.9% 4.1 19.8% 5.9 11.2% 5.0 4.6%

入院中 0.7 3.3% 0.6 2.9% 2.5 4.8% 2.9 2.6%

合計 20.4 100.0% 20.7 100.0% 52.5 100.0% 109.5 100.0%

平均要介護度

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

2.02.33.02.3

平均

２）認知症高齢者の日常生活自立度（も

しくは同様の状態に該当する利用者数）

人数平均 人数割合 人数平均 人数割合 人数平均 人数割合

自立（認知症の症状や精神症状は特に

ない） 4.3 8.0% 0.1 0.4% 1.6 6.4%

Ⅰ（何らかの認知症を有するが、日常

生活は家庭内及び社会的にほぼ自立し

ている） 8.1 15.0% 1.3 7.3% 3.6 14.1%

Ⅱ（たびたび道に迷う、服薬管理がで

きない、金銭管理や買い物等これまで

できたことにミスが目立つ） 17.0 31.2% 5.3 30.7% 6.8 26.8%

Ⅲ（着替え、食事、排便、排尿が上手

にできない。徘徊、失禁、火の不始

末、不潔行為等がある） 13.9 25.6% 6.7 39.1% 7.2 28.3%

Ⅳ（日常生活に支障を来たすような症

状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に

見られ、常に介護を必要とする） 8.5 15.6% 3.2 18.4% 4.8 19.0%

M（せん妄、妄想、興奮、自傷・他害

等の精神症状や精神症状に起因する問

題行動が継続する状態等） 2.5 4.7% 0.7 4.0% 1.3 5.3%

合計 54.4 100.0% 17.2 100.0% 25.2 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）
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⑤ 身体拘束廃止未実施減算 

身体拘束廃止未実施減算（居住系、多機能系のみ）に関してはグループホームで 11.1％ 

と最も高く、次いで短期入所生活介護の 7.5％、小規模多機能型居宅介護が 6.9%。特定施

設入居者生活介護が 4.7％、看護小規模多機能型居宅介護が 3.8％であった。 

※回答にあたって、1年間の経過措置がある短期入所生活介護においても、減算の有無に関

わらず要件を満たしていない場合は「２：該当」として回答した。主な要件は、委員会実

施、指針整備、研修実施であり、必ずしも身体拘束を実施しているとは限らない。 

 

今回の該当事業所においても身体拘束の実施との直接的な関係は見られなかった。また、

身体拘束廃止未実施減算「該当」事業所においては、「指針無し」がグループホームで 1件、

その他は「指針あり」であり、かつ、「研修」は実施している。そのため委員会が行われて

いないことが減算対象であると回答したと推察される。 

 

図表７ 基本属性 身体拘束廃止未実施減算 事業種別ごと 

  

平均

２）認知症高齢者の日常生活自立度（も

しくは同様の状態に該当する利用者数）

人数平均 人数割合 人数平均 人数割合 人数平均 人数割合 人数平均 人数割合

自立（認知症の症状や精神症状は特に

ない） 1.3 6.6% 1.6 8.0% 13.3 29.7% 16.6 20.1%

Ⅰ（何らかの認知症を有するが、日常

生活は家庭内及び社会的にほぼ自立し

ている） 2.8 13.5% 2.9 14.7% 11.0 24.6% 19.9 24.1%

Ⅱ（たびたび道に迷う、服薬管理がで

きない、金銭管理や買い物等これまで

できたことにミスが目立つ） 6.7 32.5% 6.2 30.9% 9.5 21.1% 26.7 32.3%

Ⅲ（着替え、食事、排便、排尿が上手

にできない。徘徊、失禁、火の不始

末、不潔行為等がある） 6.2 30.4% 5.7 28.8% 6.4 14.3% 13.6 16.5%

Ⅳ（日常生活に支障を来たすような症

状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に

見られ、常に介護を必要とする） 2.9 14.0% 3.2 16.0% 3.8 8.4% 4.4 5.4%

M（せん妄、妄想、興奮、自傷・他害

等の精神症状や精神症状に起因する問

題行動が継続する状態等） 0.6 3.1% 0.3 1.5% 0.9 1.9% 1.3 1.6%

合計 20.5 100.0% 19.9 100.0% 44.8 100.0% 82.5 100.0%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

事業所数 回答割合 事業所数 回答割合 事業所数 回答割合 事業所数 回答割合 事業所数 回答割合

非該当 95 89.6% 99 78.6% 141 87.6% 50 86.2% 47 90.4%

該当 5 4.7% 14 11.1% 12 7.5% 4 6.9% 2 3.8%

無回答 6 5.7% 13 10.3% 8 5.0% 4 6.9% 3 5.8%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0% 58 100.0% 52 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護
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⑥ 身体拘束実施割合 

身体拘束を実施している事業所割合（利用者調査回答割合）は、短期入所生活介護

（16.1％）、居宅介護支援（15.5％）、特定施設入居者生活介護（12.3％）、訪問看護

（12.1％）、看護小規模多機能型居宅介護（11.3％）、小規模多機能型居宅介護（5.2％）、

グループホーム（3.2％）であった。 

定員に対する身体拘束者数割合は、グループホームが最も多く、11.5％、次いで短期入

所生活介護が 9.7％、看護小規模多機能型居宅介護が 8.2％、その他事業では、5.0％以下

であった。 

 

図表８ 基本属性（身体拘束施実施設割合、身体拘束人数等） 事業種別ごと 

 

 

  

11行為実施利用者のみ 数 ％ 数 ％ 数 ％

利用者数（身体拘束に該当する） 42 31.6% 7 5.3% 74 55.6%

事業所数 13 28.3% 4 8.7% 26 56.5%

（全事業所数と利用者調査回答割合） 106 12.3% 126 3.2% 161 16.1%

１実施事業所あたり身体拘束者数 3.2 名 1.8 名 2.8 名

定員（平均） 64.1 名 15.3 名 29.5 名

定員に対する身体拘束者数割合 5.0% 11.5% 9.7%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

11行為実施利用者のみ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％

利用者数（身体拘束に該当する） 3 17.6% 14 82.4% 35 64.8% 19 35.2%

事業所数 3 33.3% 6 66.7% 15 53.6% 13 46.4%

（全事業所数と利用者調査回答割合） 58 5.2% 53 11.3% 124 12.1% 84 15.5%

１実施事業所あたり身体拘束者数 1.0 名 2.3 名 2.3 名 1.5 名

定員（平均） 27.7 名 28.3 名 75.1 名 84.6 名

定員に対する身体拘束者数割合 3.6% 8.2% 3.1% 1.7%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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４．方針と組織 

① 身体拘束ゼロ化の方針 

訪問看護、居宅介護支援ではそれぞれ 20％以上が“特段の取組なし”であった。 

 

図表９ 身体拘束ゼロ化の方針 

 

 

 

② 身体拘束ゼロ化に向けたケアの工夫等をまとめたマニュアル等 

訪問看護、居宅介護支援ともにマニュアルがない事業所割合が 10％以上であった。 

 

図表 10 身体拘束ゼロ化に向けたケアの工夫等をまとめたマニュアル等 

 

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①事業所としてゼロ化を打ち出している 90 84.9% 100 79.4% 130 80.7%

②現場レベルでゼロ化に取り組んでいる 16 15.1% 25 19.8% 28 17.4%

③特段の取組なし 0 0.0% 1 0.8% 2 1.2%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 1 0.6%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①事業所としてゼロ化を打ち出している 52 89.7% 38 71.7% 52 41.9% 43 51.8%

②現場レベルでゼロ化に取り組んでいる 3 5.2% 11 20.8% 40 32.3% 19 22.9%

③特段の取組なし 3 5.2% 3 5.7% 28 22.6% 18 21.7%

無回答 0 0.0% 1 1.9% 4 3.2% 3 3.6%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①マニュアル等の資料を配布し、職員間で読

み合わせをしている 70 66.0% 70 55.6% 105 65.2%

②マニュアル等の資料を配布しているが、読

み合わせは行っていない 25 23.6% 30 23.8% 35 21.7%

③マニュアル等の資料の配布は行っていない 7 6.6% 19 15.1% 16 9.9%

④マニュアル等はない 4 3.8% 4 3.2% 4 2.5%

無回答 0 0.0% 3 2.4% 1 0.6%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）
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③ 身体拘束実施の要件・手続等を定めたガイドライン（指針）等の運用 

訪問看護、居宅介護支援ではそれぞれ 20％前後、ガイドライン・規程（指針）等はない

と回答している。 

 

図表 11 身体拘束実施の要件・手続等を定めたガイドライン（指針）等の運用 

 

 
 

④ 身体拘束を実施する前に、拘束を避けるためのケアの再検討の実施 

身体拘束を実施する前に、拘束を避けるためのケアの再検討を行うことがほとんどしな

い事業所も少数ではあるものの、短期入所生活介護、訪問看護、居宅介護支援で散見され

る。 

 

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①マニュアル等の資料を配布し、職員間で読

み合わせをしている 30 51.7% 28 52.8% 38 30.6% 34 41.0%

②マニュアル等の資料を配布しているが、読

み合わせは行っていない 15 25.9% 16 30.2% 30 24.2% 19 22.9%

③マニュアル等の資料の配布は行っていない 10 17.2% 8 15.1% 33 26.6% 18 21.7%

④マニュアル等はない 3 5.2% 0 0.0% 20 16.1% 9 10.8%

無回答 0 0.0% 1 1.9% 3 2.4% 3 3.6%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①実施要件・実施時の手続きの両方を定めた

ガイドライン・規程（指針）等がある 98 92.5% 100 79.4% 124 77.0%

②実施要件のみを定めたガイドライン・規程

（指針）等がある 7 6.6% 16 12.7% 17 10.6%

③実施時の手続きのみを定めたガイドライ

ン・規程（指針）等がある 0 0.0% 4 3.2% 8 5.0%

④ガイドライン・規程（指針）等はない 1 0.9% 4 3.2% 2 1.2%

無回答 0 0.0% 2 1.6% 10 6.2%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①実施要件・実施時の手続きの両方を定めた

ガイドライン・規程（指針）等がある 44 75.9% 42 79.2% 51 41.1% 42 50.6%

②実施要件のみを定めたガイドライン・規程

（指針）等がある 10 17.2% 7 13.2% 20 16.1% 13 15.7%

③実施時の手続きのみを定めたガイドライ

ン・規程（指針）等がある 3 5.2% 3 5.7% 17 13.7% 9 10.8%

④ガイドライン・規程（指針）等はない 1 1.7% 1 1.9% 33 26.6% 15 18.1%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 3 2.4% 4 4.8%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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図表 12 身体拘束を実施する前に、拘束を避けるためのケアの再検討の実施 

 

 

 

⑤ やむを得ない場合のみ許容されうると思う行為 

身体拘束 11禁止行為のうち、やむを得ない場合のみ許容されうる行為としては、５）

ミトンが最も高く、特に短期入所生活介護や在宅系（居宅介護支援、訪問看護）、医療系

（訪問看護、看護小規模多機能型居宅介護）で高い傾向がある。 

在宅系では、６）Ｙ字型抑制帯や腰ベルトが 30％以上、特に訪問看護では 49.2％がや

むを得ない場合のみ許容されうる行為として回答している。また、訪問看護では、８）つ

なぎ服についても約 65％がやむを得ない場合のみ許容されうると思う行為として挙げてお

り、他種別より顕著に高い傾向が表れている。 

その他、12）三方柵、14）鈴などの活用なども訪問看護が高い傾向となっており、安全

を重視し工夫の一つとして捉えている可能性がある。 

身体拘束 11禁止行為について、やむを得ない場合のみ許容されうる行為と回答した平

均値の割合は、事業種別で多い順に訪問看護が 32.8％、居宅介護支援が 25.2％、看護小

規模多機能型居宅介護が 22.0％、短期入所生活介護が 21.7％、グループホームが

20.9％、特定施設入居者生活介護が 14.3％、小規模多機能型居宅介護が 14.1％であっ

た。この数字は、身体拘束ゼロに向けた意識レベルの水準を示す一つの目安と捉えられ

る。 

 

 

 

 

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①必ず再検討する 98 92.5% 114 90.5% 130 80.7%

②再検討することが多い 6 5.7% 9 7.1% 18 11.2%

③再検討することもある 1 0.9% 3 2.4% 5 3.1%

④再検討をほとんどしない 0 0.0% 0 0.0% 3 1.9%

無回答 1 0.9% 0 0.0% 5 3.1%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①必ず再検討する 49 84.5% 48 90.6% 87 70.2% 58 69.9%

②再検討することが多い 5 8.6% 3 5.7% 18 14.5% 6 7.2%

③再検討することもある 2 3.4% 2 3.8% 7 5.6% 7 8.4%

④再検討をほとんどしない 0 0.0% 0 0.0% 8 6.5% 4 4.8%

無回答 2 3.4% 0 0.0% 4 3.2% 8 9.6%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護
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『３：許容されると思う』を選んだ方のみ、許容されると考える状況についての具体的

回答は、以下の通りである。（生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

１．高齢者虐待防止と身体拘束廃止の取り組み 
・生命や身体の危険が高い場合、代替法がない場合、一時的な行動制限が許容されるこ
とがある。 

・利用者や家族の同意がある場合に限り、行動制限が認められることがある。 

２．センサーやモニターの活用 
・転倒や転落のリスクが高い利用者に対して、センサーやモニターの設置が推奨され
る。 

・センサーは拘束ではなく、自立支援や安全確保のために使用されるべきとされる。 

３．夜間の対応 
・夜間に職員が少ない場合、センサーやモニターの活用が不可欠とされる。 
・夜間の転倒リスクを減らすために、センサーの設置が許容される場合がある。 

４．利用者の安全確保 
・転倒や事故を防ぐために、利用者の行動を把握し、必要に応じてセンサーを設置する
ことが重要とされる。 

・利用者の同意を得た上で、センサーの設置が行われるべきとされる。 

５．職員の負担軽減 
・人手不足の解消や生産性向上のために、センサーやモニターの活用が推奨される。 
・センサーの活用により、職員の負担を軽減し、利用者の安全を確保することが目指さ
れる。が存在する。 

１．自傷行為や他者への危害 
・ケアの工夫では解決しない場合、一時的な対策としてセンサーやモニターの使用が検
討されている。 

２．命の危険がある場合 
・生命の危険がある場合には、センサーやモニターの使用が許容されると考えられてい
る。 

３．夜間の見守り 
・夜勤で職員が少ない場合、センサーやモニターの使用が安心感を提供する。 

４．転倒防止 
・転倒のリスクが高い利用者に対して、センサーを使用して早期に察知し、事故を防ぐ
ことが重要とされている。 

５．家族の同意 
・センサーやモニターの使用については、必ず家族の説明と同意を得ることが求められ
ている。 

６．利用者の負担軽減 
・利用者の負担にならない範囲で、生命に関わる状況であればセンサーの使用が許容さ
れるべきとされている。 
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（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

  

１．身体拘束の許容条件 
・転倒や転落のリスクが高い場合が該当する。 
・認知症などで意思疎通が困難な場合が該当する。 
・生命の危険がある場合が該当する。 

２．センサーやモニターの使用 
・転倒防止や早期発見のために使用している。 
・利用者の負担を最小限にするための手段として評価する。 

３．家族や介護者の意見 
・家族の希望や介護者の負担軽減のために身体拘束が許容される場合がある。 
・介護者の人権も考慮されるべきとの意見がある。 

４．その他の安全対策 
・カメラの設置や見守りを強化する。 
・福祉用具の活用による事故防止を行う。 
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⑥ 身体拘束等追加項目 

■身体拘束の禁止事項に追加した方が良いと考える行為（生成ＡＩによる要約） 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

 

⑦ グレーゾーンへの不安 

「身体拘束に該当するか否かのグレーゾーンがあり、そのような行為を実施したことが

後に、本人・家族との紛争や行政指導を招くのではないか」の設問では、居宅介護支援が

他種別と比べて最も不安に思う割合が高く（『非常に不安に思う』と『不安に思う』合わ

せ 36.1％）、『あまり不安に思わない』割合が低かった（54.2％）。居宅介護支援ではグレ

ーゾーンの判断に不安を抱えながら対応している割合が高い傾向がある。 

 

  

１．スピーチロック ：大声で威圧する、脅す行為が含まれる。 
２．抗精神病薬の使用：安易な使用が問題視されている。 
３．身体拘束の具体例：車イスに座らせてブレーキをかける、紐で縛るなど。 
４．プライバシーの侵害：ＴＶの監視モニターが個人の居室内に設置されることが問題と

されている。 
５．職員の権利：禁止事項が多すぎると働き手がいなくなる懸念がある。 
６．薬の使用 ：睡眠導入剤や抗精神病薬の過剰使用が問題視されている。 

１．言葉で威圧することや安易に抗精神病薬を使用することが問題視されている。 
２．薬の過剰投与や車イスの固定など、身体拘束に関する具体的な事例が挙げられてい

る。 
３．向精神薬の使用については、過剰使用が問題とされている。 
４．四肢を紐で縛るや部屋への閉じ込めなどの行為は、危険な場合を除き避けるべきとさ

れている。 
５．身体拘束の禁止事項に追加すべき行為についての意見が求められている。 

１．向精神薬の安易な使用：暴言などの理由で向精神薬を安易に使用することが問題視さ
れている。 

２．高圧的な態度  ：高圧的な態度で動かないよう指示する行為が報告されている。 
３．強引な態度や行為：虐待の一環として強引な態度や行為が含まれる。 
４．睡眠薬の使用  ：睡眠薬や強い抗精神薬の使用が問題視されており、これにより高

齢者が一日中傾眠状態になることがある。 
５．身体拘束：徘徊や転落を防ぐためにベッドに縛る行為が報告されている。 
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図表 14 グレーゾーンの行為による本人・家族との紛争や行政指導への不安 

 

 

『非常に不安に思う・不安に思う』回答者の不安な行為の例は、以下の通りである。ス

ピーチロックなど精神的な面やセンサーの利用に関するプライバシーの面でグレーと捉え

ているとともに、家族の理解のずれや心境変化による訴訟リスクの不安や同意書の効力、

その他運営指導の判断などがあげられている。（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（いずれか１つ） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

１：非常に不安に思う 11 10.4% 9 7.1% 12 7.5%

２：不安に思う 19 17.9% 27 21.4% 37 23.0%

３：あまり不安に思わない 73 68.9% 83 65.9% 105 65.2%

無回答 3 2.8% 7 5.6% 7 4.3%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

（いずれか１つ） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

１：非常に不安に思う 2 3.4% 6 11.3% 7 5.6% 9 10.8%

２：不安に思う 15 25.9% 4 7.5% 25 20.2% 21 25.3%

３：あまり不安に思わない 36 62.1% 41 77.4% 81 65.3% 45 54.2%

無回答 5 8.6% 2 3.8% 11 8.9% 8 9.6%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

１．身体拘束の実施状況 
・多くの施設が身体拘束を行っていないが、グレーゾーンの行為が存在する。 
・身体拘束を行う場合、家族への説明と同意が求められる。 

２．家族とのコミュニケーション 
・家族の理解と施設の対応方法にズレが生じることがある。 
・家族からの苦情やトラブルが発生することがある。 

３．具体的な身体拘束の例 
・車椅子の使用やセンサーマットの活用などが挙げられる。 
・認知症の方への対応や転倒防止のための措置が含まれる。 

４．職員の不安 
・身体拘束が虐待と見なされるリスクや行政指導への不安がある。 
・職員の声かけや対応が問題視されることがある。 

５．改善の提案 
・身体拘束を行わないための代替手段の検討が求められる。 
・家族や関係者とのコミュニケーションを強化する必要がある。 
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（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

 

⑧ 身体拘束未実施による事故への不安 

「身体拘束を行わず、万一骨折等の事故が起こった場合、本人・家族との紛争を招くの

ではないか」の設問では、不安に思う（『非常に不安に思う』と『不安に思う』合わせ

た）割合について短期入所生活介護が最も高く、半数（50.9％）を超えている。次いで、

看護小規模多機能型居宅介護（43.4％）であった。事故への不安が多いほど、身体拘束の

判断の際、事故の不安が優先されていないか懸念が残る。 

 

  

１．身体拘束の理由と懸念 
・ベッドからの転倒防止や事故防止のために身体拘束を行うが、家族間のトラブルや責
任問題が懸念される。 

・身体拘束の必要性と家族の希望が一致しない場合、誤解や不満が生じる可能性があ
る。 

２．家族とのコミュニケーション 
・身体拘束の実施について家族に十分な説明を行っても、後から不満が出ることがあ
る。 

・家族が身体拘束を望む場合でも、他のリスクを説明して納得してもらうことが難しい
場合がある。 

３．身体拘束の判断基準 
・身体拘束が必要かどうかの判断が難しく、グレーゾーンが存在する。 
・身体拘束を行わない方針であっても、事故が発生した場合の責任問題がある。 

４．リスクと対策 
・身体拘束による精神的虐待やスキントラブルのリスクがある。 
・センサーマットの設置や他の工夫で事故防止を図るが、完全には防げない場合があ
る。 

５．行政指導と法的問題 
・身体拘束の実施が行政指導や法的問題を招く可能性がある。 
・記録の不備や説明不足が紛争の原因となることがある。 

１．薬を食べ物に混ぜる行為や利用者を子供扱いする行為などが報告されている。 
２．身体拘束の説明が契約時に行われるが、実際に拘束が必要になった際の家族への説明

に不安がある。 
３．スピーチロックや「ちょっと待ってね」などの行為が身体拘束のグレーゾーンとさ

れ、介護現場での難しい問題とされている。 
４．ベッドの柵や車イスの安全帯などの使用について、家族の理解や同意書の効力に不安

がある。 
５．玄関の施錠やカメラでの監視など、利用者の安全確保のための措置が取られている

が、家族の理解が得られない場合がある。 
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図表 15 身体拘束を行わず事故が起こった場合の本人・家族との紛争への不安 

 

 

 

『身体拘束を行わず、万一骨折等の事故が起こった場合、本人・家族との紛争例』は、

以下の通りである。（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（いずれか１つ） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

１：非常に不安に思う 14 13.2% 6 4.8% 23 14.3%

２：不安に思う 25 23.6% 38 30.2% 59 36.6%

３：あまり不安に思わない 65 61.3% 75 59.5% 71 44.1%

無回答 2 1.9% 7 5.6% 8 5.0%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

（いずれか１つ） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

１：非常に不安に思う 5 8.6% 2 3.8% 11 8.9% 10 12.0%

２：不安に思う 15 25.9% 21 39.6% 29 23.4% 22 26.5%

３：あまり不安に思わない 36 62.1% 28 52.8% 72 58.1% 43 51.8%

無回答 2 3.4% 2 3.8% 12 9.7% 8 9.6%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

１．家族との紛争 
・家族との紛争が発生する可能性がある状況や具体例が多数報告されている。 
・特に、転倒や骨折などの事故が発生した際に、家族からの責任追及やクレームが多
い。 

２．身体拘束の問題 
・身体拘束を行わない方針の施設が多いですが、その結果として事故が発生した場合の
責任問題が懸念されている。 

・身体拘束を行わないことで、家族からの理解を得るのが難しい場合がある。 

３．リスク説明と家族の理解 
・事前にリスク説明を行っても、実際に事故が発生した際に家族が納得しないケースが
多い。 

・家族の中でも意見が分かれることがあり、全員の理解を得るのが難しいことが報告さ
れている。 

４．施設の対応 
・施設側は事故防止策を講じているものの、全てのリスクを完全に防ぐことは難しいと
されている。 

・事故発生時の迅速な対応や家族への説明が重要視されている。 

５．法的問題 
・事故が発生した際の賠償責任や訴訟リスクについての懸念が多く報告されている。 
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（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

 

⑨ 身体拘束の実施承認を行う体制 ※事例がない場合も発生した場合を想定して記入 

身体拘束の実施承認（身体的拘束等の適正な手続き）を行う体制は、居住系と多機能系

では、ともに専門委員会やカンファレンスでの承認、もしくは施設長が承認する場合のい

ずれかであり、現場トップが承認したり、担当職員個人での判断はごく少数であった。 

  

１．責任の所在 
・事故が発生した際の責任問題についての懸念が多く挙げられている。 

２．事前説明と同意 
・転倒や骨折のリスクについて事前に説明しているが、実際に事故が起こると家族が納
得しない場合がある。 

３．家族とのコミュニケーション 
・家族との信頼関係が重要であり、日々のコミュニケーションが大切とされている。 

４．身体拘束の実施 
・身体拘束を行わない方針であるが、事故が発生した場合のリスクと家族との紛争の可
能性についての不安がある。 

５．事故対応 
・事故が発生した際の対応や説明が重要であり、家族の理解を得ることが求められてい
る。 

１．家族とのコミュニケーションの重要性 
・家族全員が施設の方針を理解していることは少なく、事故が起きた際に意見がまとま
らないことがある。 

・家族の気持ちは時間とともに変化し、認識の違いが紛争を招くことがある。 

２．身体拘束に関する不安 
・身体拘束を行わずに事故が発生した場合、家族との紛争を招く可能性がある。 
・家族の意向による拘束を行わなかったことで事故が発生した場合の不安がある。 

３．事故予防と対応 
・転倒や誤嚥による事故のリスクが高く、事故が発生した際の対応が重要である。 
・事故予防のための情報共有と信頼関係の構築が必要である。 

４．家族からのクレーム 
・家族からの過剰な治療や治療費の請求、訴訟のリスクがある。 
・事故後に家族からの不満やクレームが発生することがある。 

５．専門職の責任 
・事故を予防する義務は専門職にあり、万が一事故が発生した場合の対応が求められ
る。 
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図表 16 身体拘束の実施承認を行う体制（居住系、多機能系） 

 

在宅系では、サービス担当者会議で状況を把握するものの、本人家族への説明はケアマ

ネジャーではなく、サービス提供事業所が行う場合が多い傾向にあった。短期入所生活介

護においては施設で承認後、ケアマネジャーへ報告する流れであった。このことから複数

の事業所が関与していても特定のサービス提供事業所の判断が大きく影響している可能性

のあることが推察される。 

 

図表 17 身体拘束の実施承認を行う体制（在宅系） 

■ 訪問看護、居宅介護支援 

 
 

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①専門の委員会を開催して承認す

る。 83 79.8% 88 70.4% 112 70.9% 40 69.0% 32 60.4%

②専門の委員会以外の会議・カン

ファレンス等を開催して承認する。 62 59.6% 74 59.2% 86 54.4% 41 70.7% 34 64.2%

③施設長（施設管理者）が承認す

る。 64 61.5% 74 59.2% 98 62.0% 33 56.9% 29 54.7%

④施設長以外の医師が承認する。 21 20.2% 22 17.6% 11 7.0% 8 13.8% 8 15.1%

⑤現場のトップが承認する。 10 9.6% 15 12.0% 26 16.5% 7 12.1% 10 18.9%

⑥担当職員個人が判断する。 3 2.9% 2 1.6% 2 1.3% 1 1.7% 1 1.9%

⑦専門の委員会に第三者や外部の専

門家が関与する。 7 6.7% 10 8.0% 10 6.3% 10 17.2% 5 9.4%

無回答 2 1.9% 1 0.8% 3 1.9% 0 0.0% 0 0.0%

合計 252 242.3% 286 228.8% 348 220.3% 140 241.4% 119 224.5%

有効回答事業者数 104 100.0% 125 100.0% 158 100.0% 58 100.0% 53 100.0%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合

①サービス担当者会議で身体拘束に関す

る「切迫性」「非代替性」「一時性」を

確認している。 85 75.9% 69 88.5%

②身体拘束等適正化検討委員会で確認を

している。 45 40.2% 34 43.6%

③医師から「切迫性」「非代替性」「一

時性」の判断を得ている。 55 49.1% 34 43.6%

④専用の記録用紙（態様（状態、様

子）、時間、心身の状態、緊急やむを得

ない理由）を用いている。 43 38.4% 25 32.1%

⑤本人・家族に身体拘束に関する説明

は、主にサービス提供事業所が行い、同

意を得ている。 75 67.0% 42 53.8%

⑥本人・家族に身体拘束に関する説明

は、主にケアマネジャーが行い、同意を

得ている。 37 33.0% 28 35.9%

⑦緊急やむを得ない場合で身体拘束を行

う場合は、専用の記録用紙を用いて記録

している。 32 28.6% 31 39.7%

無回答 12 10.7% 5 6.4%

合計 384 342.9% 268 343.6%

有効回答事業者数 112 100.0% 78 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業

所
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■ 短期入所生活介護 

 

 

  

１）身体拘束の実施承認における居宅介護支
援事業所の担当ケアマネジャーとの連携
体制 

２）身体拘束の実施中の居宅介護支援事業所の 
担当ケアマネジャーとの連携体制 

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合

①専門の委員会に担当のケアマネジャーにも参

加してもらっている。 14 12.2%

②専門の委員会以外の会議・カンファレンス等

に担当のケアマネジャーにも参加してもらって

いる。 14 12.2%

③施設長（施設管理者）から担当のケアマネ

ジャーへ定期的に状況を報告している。 42 36.5%

④現場のトップから担当のケアマネジャーへ定

期的に状況を報告している。 22 19.1%

⑤生活相談員から担当のケアマネジャーへ定期

的に状況を報告している。 97 84.3%

⑥担当職員個人から担当のケアマネジャーへ定

期的に状況を報告している。 4 3.5%

無回答 46 40.0%

合計 239 207.8%

有効回答事業者数 115 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合

①他事業所での実施状況を担当ケアマネジャー

から聴取してその内容をもとに承認している。 47 40.2%

②担当ケアマネジャーからの意見を事前に聴取

してその内容をもとに承認している。 65 55.6%

③担当ケアマネジャーに委員会や会議へ参加し

てもらい協議をして承認している。 31 26.5%

④事前に利用者・家族に説明・同意後に施設で

承認し、その後、担当ケアマネジャーへ報告を

している。 90 76.9%

⑤他事業所でも実施しているため、承認する際

には担当ケアマネジャーへの報告はしていな

い。
1 0.9%

無回答 44 37.6%

合計 278 237.6%

有効回答事業者数 117 100.0%

短期入所生活介護

（単独）
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⑩ 身体拘束の継続／終了を判断するタイミング 

身体拘束の継続／終了を判断するタイミングについての回答は、以下の通りである。居

住系では医師を含めた判断、多機能系では看護職員や介護職員、在宅系では家族の存在が

大きく影響し判断を行っている。また、判断の頻度は事業所により異なる。居住系や多機

能系では 24時間シートなども用いて状態確認をしている。在宅系では、サービス担当者

会議により判断される場合が多い。（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

１．身体拘束の判断基準 
・多くの施設が、利用者の生活リズムや安全性を考慮して身体拘束の継続や終了を判断
している。 

・家族や医師とのカンファレンスを通じて判断するケースが多い。 

２．身体拘束の廃止に向けた取り組み 
・身体拘束を行わない方針を掲げている施設が多く、代替手段を模索している。 
・定期的な会議やカンファレンスを通じて、拘束の必要性を再評価し、可能な限り早期
に解除する努力がされている。 

３．具体的な対応方法 
・24 時間の観察記録を基に、利用者の状態を評価し、拘束の継続や終了を判断してい
る。 

・拘束を行う場合でも、短時間での解除を目指し、職員間での情報共有や意見交換が行
われている。 

１．身体拘束の継続／終了の判断方法 
・多くの施設が定期的なカンファレンスや会議を通じて判断している。 
・状態変化に応じて随時評価を行う施設も多い。 

２．判断に関与する職種 
・看護師、介護者、リーダー、管理者など複数の職種が協力して判断する。 
・家族への説明や同意を得ることも重要視している。 

３．身体拘束の代替方法 
・転落防止のために床に布団を敷くなどの工夫をしている。 
・拘束を最小限にするためのリスク管理を行っている。 

４．身体拘束の廃止目標 
・拘束の必要性を定期的に見直し、廃止に向けた計画を立てる。 
・身体拘束防止委員会の設置や定期的な会議開催する。 

５．利用者の状態観察 
・24 時間の様子を観察し、必要に応じて会議で継続／終了を判断する。 
・日中や夜間の記録をもとに判断する施設も多い。 
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（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

 

  

１．モニタリングと会議 
・多くの事業所が月 1 回のモニタリングや担当者会議を通じて、身体拘束の必要性を判
断している。 

・一部の事業所では、週 1 回の検討や随時の評価を行っている。 

２．家族や専門家との連携 
・家族やケアマネジャー、医師と相談しながら判断を行う事業所が多い。 
・専門的な意見を取り入れ、拘束の継続や終了を決定するケースもある。 

３．身体拘束の実施状況 
・一部の事業所では、身体拘束を行っていない、または過去に行ったことがないと回答
している。 

・身体拘束が必要な場合でも、できるだけ早く解除する方法を模索している。 

４．定期的な評価と見直し 
・定期的な会議やカンファレンスを通じて、身体拘束の必要性を継続的に評価し、見直
しを行っている。 

・状況に応じて、随時評価を行い、必要に応じて拘束を解除する方針を持つ事業所もあ
る。 

５．利用者の状態確認 
・訪問時に利用者の状態を確認し、家族や他の関係機関と情報を共有しながら判断を行
う事業所が多い。 
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⑪ 取組や組織の状況 

取組や組織の状況について利用者調査回答（身体拘束 11禁止行為に該当する利用者が

存在する）事業所とそれ以外の事業所とを比較し、回答割合を比較したものが図表 18で

ある。プラスの場合（青）は、身体拘束実施事業所が実施している割合が多く、マイナス

の場合（赤）は、身体拘束実施事業所の方が実施している割合が少ないことを意味する

（以降、「分析手法①」とする）。 

種別による母数が異なり、一定の母数のある短期入所生活介護、訪問看護、居宅介護支

援の 3種別が分析の中心となり、その他は参考値となる。なお、利用者調査（身体拘束実

施事業所）回答数の全体に占める事業種別の割合は、訪問看護と短期入所生活介護で約 75 

％を占めている。そのため在宅系の傾向が大きく影響している点は、留意が必要である。 

事業種別にかかわらず、身体拘束 11禁止行為実施事業所の取組や組織の状況は、第三

者の眼の入る機会や職員同士の相互相談できる職場環境が弱い傾向がある。事業別の傾向

は以下の通りである。 

 

■ 短期入所生活介護 

研修等は行っているものの、①経営層自らの倫理・理念への実践、②稼働率など業績向

上への意識が弱い傾向がある。また、⑥チームケア、⑰職員が相談できる体制の実施割合

が低い。このことからトップの方針が不明瞭で管理が不十分な可能性が推察される。 

 

■ 訪問看護 

⑮虐待（⑯委員会含む）や身体拘束、⑬認知症研修や⑪効率化などが行われている割合

が高いことから、法令順守の意識が高いことがうかがえる。そのためリスク回避を重視し

た対応である可能性がある。 

 

■ 居宅介護支援 

⑬認知症理解や⑭倫理教育が行われている状況であるが、若干、⑳職員同士が相談する

機会が少ない傾向がある。そのため個人の判断が重視され他事業所とのチームの方針統一

まで至っていない可能性がある。 
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い
る

。
2
.2

%
-8

.6
%

8
.8

%
3
.2

%
-4

.8
%

-3
0
.2

%
6
.8

%
9
.5

%

⑲
職

員
の

性
格

や
資

質
の

問
題

を
把

握
し

対
応

し
て

い
る

。
0
.3

%
4
.8

%
5
.3

%
2
.9

%
3
.1

%
-2

2
.4

%
8
.2

%
4
.5

%

⑳
職

員
同

士
が

相
互

に
声

を
か

け
あ

う
（

挨
拶

や
注

意
な

ど
）

職
場

環
境

に
な

る
よ

う
取

り
組

ん

で
い

る
。

-9
.2

%
5
.6

%
-5

.4
%

-6
.6

%
-4

6
.2

%
-2

0
.2

%
5
.2

%
-5

.7
%

㉑
そ

の
他

0
.3

%
-2

.9
%

1
0
.3

%
1
.8

%
0
.0

%
0
.0

%
-1

.7
%

1
.7

%

無
回

答
0
.9

%
-1

.0
%

-1
.6

%
-1

.9
%

0
.0

%
0
.0

%
2
.1

%
0
.8

%

回
答

事
業

者
数

（
1
1
行

為
実

施
事

業
所

数
）

1
3
8

1
6

7
3
2

5
7

3
7

3
4

%
1
0
0
.0

%
1
1
.6

%
5
.1

%
2
3
.2

%
3
.6

%
5
.1

%
2
6
.8

%
2
4
.6

%

回
答

事
業

者
数

割
合

（
1
1
行

為
実

施
事

業
所

数
÷

全
事

業
所

数
）

1
9
.8

%
1
5
.2

%
5
.6

%
2
0
.3

%
8
.6

%
1
3
.2

%
3
0
.8

%
4
3
.0

%

回
答

事
業

者
数

（
全

事
業

所
）

6
9
7

1
0
5

1
2
4

1
5
8

5
8

5
3

1
2
0

7
9

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
看

護
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

訪
問

看
護

（
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
）

図
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取
組
や
組
織
の
状
況
（
身
体
拘
束

11
禁
止
行
為
実
施
事
業
所
の
傾
向
）
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５．工夫と対策 

 

① 身体拘束を避けるために行うことがある工夫 

居住系では傾向が類似しており、⑥見守りしやすい場所に移動してもらう、③床マット

や超低床ベッドの利用、⑪排せつリズムの把握、⑫ベッド周辺へのセンサー導入が上位を

占める。看護小規模多機能型居宅介護、訪問看護は、①②のチューブ類に関する工夫の実

施割合が他種別より高い傾向がある。小規模多機能型居宅介護や訪問看護では、⑧リスク

の高い入所者に対して見守りや付添いの当番をおく（訪問看護の場合は、定期的巡回担当

（家族、住民含む）を設ける）の実施割合が他事業種別より高い傾向がある。 

また、訪問看護と居宅介護支援は、⑨リスクの発生しやすい時間帯を見越したサービス

提供の工夫（他種別では、勤務表の工夫）が他事業種別より高い傾向がある。 

訪問看護は、⑬座位保持のための訓練の実施、⑮薬剤調整の実施割合が他事業種別より

高い傾向がある。 

 

居住系での工夫で上位にあげられるものに対して、在宅系に照らしたときの問題点を以

下に整理した。在宅介護においては、居住環境や介助できる時間帯、金銭面の負担などの

判断は、各家庭の環境や判断が大きく影響することから、一律に同じ工夫を用いることは

現実的ではなく、さらなる創意工夫が求められる。 

 

■身体拘束を避けるために行うことがある工夫 

居住系の上位 在宅系に照らしたときの問題点 

⑥見守りのしやすい場所に移動し

てもらう 

主たる介護者不在の場合があり、常時見守りがで

きない状況では、見守りしやすい場所への移動は

在宅系では根本的な解決にはなりにくい。 

③床マットや超低床ベッドを用

い、万一のベッドから転落ダメ

ージを減らす 

在宅系では、床マットや超低床ベッドにした場合

の介護者の身体面への負荷や導入にあたり金銭面

への負荷や搬入時の環境整備への負担感などが生

じる。 

⑪排せつリズムの把握 在宅系では、介護者不在時の排せつタイミングの

確認や記録を求めることが難しい。定期巡回・随

時対応型訪問介護看護サービスが想定されるが、

全国的にも事業所数が少ない。 

⑫ベッド周辺へのセンサー導入 導入にあたり金銭面の負担と家屋の違いによる設

置場所の問題がある。また、家族などの同居者を

含めたプライバシーの確保が問題となる。 
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割
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割
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介
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身
体
拘
束
を
避
け
る
た
め
に
行
う
こ
と
が
あ
る
工
夫

 

※
訪
問
看
護
（
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の
場
合
の
設
問
の
選
択
肢

 
 

⑧
リ
ス
ク
の
高
い
利
用
者
に
対
し
、
見
守
り
や
付
添
い
な
ど
定
期
的
な
巡
回
担
当
（
家
族
、
住
民
含
む
）
を
設
け
る
。

 
⑨
リ
ス
ク
の
発
生
し
や
す
い
時
間
帯
を
見
越
し
た
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
工
夫
を
行
う
。
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② 本人・家族から身体拘束の要請がある場合の対応 

（貴事業所側は拘束の必要はないと判断している場合） 

居住系（短期入所生活介護除く）、多機能系は、①本人・家族の要請にかかわらず、原

則として拘束は行わないが 70％以上であるが、在宅系（短期入所生活介護含む）は 50％

前後であり、かつ、在宅系（短期入所生活介護含む）では、②身体拘束の弊害等を説明

し、なおも拘束を要請する場合には拘束を行うが 30％～40％ある。介護者への弊害を説明

しながら、介護者が理解できなければ、介護者が中心となる在宅介護においては、やむを

得ないという対応に至っている状況がうかがえる。 

 

図表 20 本人・家族から身体拘束の要請がある場合の対応 

（貴事業所側は拘束の必要はないと判断している場合） 

 

 

 

③ 身体拘束に至る理由としての家族からの訴えなど（在宅系） 

居宅介護支援では、④利用者の認知症の行動・心理症状による理由が最も多く 70.9％、

訪問看護でも 49.2％であった。次いで、①主たる介護者等からの意向による理由が居宅介

護支援と訪問看護ともに 40％以上であった。また、居宅介護支援では、⑩介護者や家族が

身体拘束や虐待の定義を知らず安全が優先されてしまうことが理由も 40％近くであった。 

  

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①本人・家族の要請にかかわらず、原則として

拘束は行わない 79 74.5% 89 70.6% 94 58.4%

②身体拘束の弊害等を説明し、なおも拘束を要

請する場合には拘束を行う 19 17.9% 27 21.4% 48 29.8%

③本人・家族の要請がある場合は、それに従っ

て拘束を行う 1 0.9% 0 0.0% 7 4.3%

④入所を断る 5 4.7% 5 4.0% 7 4.3%

無回答 2 1.9% 5 4.0% 5 3.1%

合計 106 100.0% 126 100.0% 161 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

特定施設 グループホーム

事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①本人・家族の要請にかかわらず、原則として

拘束は行わない 42 72.4% 38 71.7% 53 42.7% 41 49.4%

②身体拘束の弊害等を説明し、なおも拘束を要

請する場合には拘束を行う 11 19.0% 12 22.6% 50 40.3% 26 31.3%

③本人・家族の要請がある場合は、それに従っ

て拘束を行う 0 0.0% 1 1.9% 4 3.2% 3 3.6%

④入所を断る 0 0.0% 0 0.0% 2 1.6% 4 4.8%

無回答 5 8.6% 2 3.8% 15 12.1% 9 10.8%

合計 58 100.0% 53 100.0% 124 100.0% 83 100.0%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

※訪問看護（ステーション）、居宅介護支援の場合の選択肢 ④利用を断る。 
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図表 21 身体拘束に至る理由としての家族からの訴えなど 

 

④ 身体拘束を避けるために行うことがある工夫 

（身体拘束 11禁止行為実施事業所の傾向分析手法①） 

身体拘束を避けるために行うことがある工夫について身体拘束 11禁止行為に該当する

利用者が存在する事業所とそれ以外の事業所とを比較した。身体拘束 11禁止行為実施事

業所の傾向は以下の通りである。 

 

■ 短期入所生活介護 

②チューブが目に触れないようにしたり、⑮薬剤調整などを実施している事業所割合が

高い。医療的な対応が多い状況がうかがえる。 

 

■ 訪問看護 

②チューブが目に触れないようにしたり、⑭2人介助にするなどを実施している事業所

割合が高く、⑪排せつリズムの把握などの実施している事業所割合が低い傾向がある。 

 

■ 居宅介護支援事業所 

ケアプラン上にて⑭２人介助、⑧見守りや巡回担当の設置、⑨リスクの発生しやすい時

間帯を見越したサービス提供などを実施している事業所割合が高く、③超低床ベッドなど

を実施している事業所割合が低い傾向がある。このことから人の対応のみに視点が偏って

おり、実際には十分な見守り迄至っていない状況であったり、抜本的な対応策に至ってい

ない可能性がある。

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合

①主たる介護者等からの意向による理由 49 40.8% 35 44.3%

②主たる介護者や本人等の意向によりサービス提供時間や回数を増やす

ことができないことが理由 15 12.5% 14 17.7%

③利用者の身体状況による理由 38 31.7% 25 31.6%

④利用者の認知症の行動・心理症状による理由 59 49.2% 56 70.9%

⑤利用者の認知症以外の症状による理由 15 12.5% 8 10.1%

⑥在宅でやむを得ず身体拘束であることを理由に受入可能な病院や施設

がないことが理由 2 1.7% 2 2.5%

⑦サービス提供をしている事業所がやむを得ず身体拘束が必要と判断を

したことが理由 9 7.5% 7 8.9%

⑧気軽に見守りを頼める家族、知人等がいないことが理由
21 17.5% 18 22.8%

⑨主たる介護者等のストレスを解消するための手段が不足していること

が理由 19 15.8% 20 25.3%

⑩介護者や家族が身体拘束や虐待の定義を知らす安全が優先されてしま

うことが理由 26 21.7% 31 39.2%

⑪身体拘束を防ぐための環境整備等の工夫に主たる介護者等が納得しな

いことが理由 13 10.8% 10 12.7%

⑫その他 3 2.5% 3 3.8%

無回答 28 23.3% 13 16.5%

合計 297 247.5% 242 306.3%

有効回答事業者数 96 100.0% 70 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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⑤ 医療機関との連携内容（居住系、多機能系のみ） 

居住系事業の中でも短期入所生活介護は、④診療が可能な体制は 33.8％、⑤緊急時の原

則入院できる体制までの確保は 20.4％で、他の居住系（④は約 60％、⑤は約 40％）と比

較して低い傾向であった。 

 

図表 23 医療機関との連携内容 

 

【参考】協力医療機関連携加算創設・運営基準改定（介護報酬） 

※施設系（特別養護老人ホーム（地域密着型含む）、介護老人保健施設、介護医療院）、居住系
（認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護（地域密着型含む））対象 

  

出典：https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001300143.pdf 2025/3/5 アクセス 
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⑥ 身体拘束を解除するに至ったケース、もしくは身体拘束の実施を防げた対応策 

居住系では、見守り強化や低床ベッド、センサー利用などの他、医療との連携があげら

れている。多機能系では、家族との関係作りが重要であり、状態把握により早期解除を行

っている。具体的には、センサーや拘束表などで安全な時間帯を調査する取組などがあげ

られている。訪問系では、地域との協力や家族の負担軽減のためのレスパイトなどがあげ

られている。具体的には、ズボンを握る代わりに本人を支えるなど家族に適切な介助方法

を助言するなどがあげられている。（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

１．見守りの強化と職員配置の変更 
・転倒リスクの高い利用者に対して、見守りを強化し、職員配置を見直すことで身体拘
束を回避している。 

２．身体拘束の代替策 
・ベッド柵やミトンの使用を避けるために、低床ベッドやクッションの設置、センサー
マットの導入などの工夫が行われている。 

３．家族との協力 
・家族からの要望に応じて、安全ベルトやベッド柵の使用を検討し、必要に応じて解除
するための説明と同意を得ている。 

４．医療との連携 
・医師と相談し、薬物療法の見直しや病状の安定を図ることで、身体拘束を必要としな
いケアを実現している。 

５．利用者の状態変化に対応 
・利用者の体力や病状の変化に応じて、身体拘束を解除するケースが多く報告されてい
る。 

１．職員の配置と見守り 
・職員が見守りをしやすいように配置を検討している。 
・ベッドセンサーの活用で事故を未然に防止している。 

２．身体拘束の解除と代替策 
・抑制帯の使用を減らし、センサーや拘束表で安全な時間帯を調査している。 
・滑りにくい座布団や低床ベッド、衝撃吸収マットの使用で拘束を回避する。 

３．家族との関係構築 
・ご家族との良好な関係性づくりが重要である。 

４．利用者の状態把握と対応 
・利用者の状態を把握し、早期に解除できる対策を実施している。 
・認知症や寝たきりの利用者に対する個別対応している。 

５．環境の整備 
・見守り体制の確保や動線の整備をしている。 
・低床ベッドや畳と布団での対応を行っている。 
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（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

  

１．地域の協力 
・近隣住民や地域の店舗、警察との連携による徘徊高齢者の早期発見体制の重要性であ
る。 

２．家族とのコミュニケーション 
・家族からの指示に対する適切な説明と対応例があげられている。（例：ズボンを握る代
わりに利用者本人を支える） 

３．身体拘束の事例と対策 
・ミトンの使用や低床ベッドの利用など、身体拘束を避けるための具体的な事例とその
解除方法を検討する。 

４．介護者の負担軽減 
・通所や泊まりのサービスを利用して介護者の負担やストレスを軽減する取り組みを行
う。 

５．リスク管理 
・転落リスクや事故リスクに対する具体的な対策をする（例：低床ベッドやクッション
の配置）。 
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６．研修等 

 

① 身体拘束を避けるための研修・学習として実施している取組 

居宅介護支援は、⑥認知症高齢者の家族の思いを傾聴するなど在宅介護の精神状況や環

境理解を深める研修を約 50％が実施している。訪問看護でも約 30％であり、居住系や多

機能系（10％台）と比較すると実施している事業所割合が高い状況にある。短期入所生活

介護は、在宅の利用者を受け入れているが、施設系・居住系と類似傾向にある。居宅介護

支援や訪問看護は、①拘束を避けるためのケアの工夫に関する施設内研修の定期的な開

催、④新規採用時のカリキュラムとしての実施が他事業種別と比較すると低い傾向があ

る。 

 

図表 25は、身体拘束 11禁止行為実施事業所（分析手法①）では、種別による母数が異

なるため、一定の母数のある短期入所生活介護、訪問看護、居宅介護支援の 3種別が分析

の中心となる。身体拘束 11禁止行為実施事業所では、事業種別にかかわらず共通して③

身体拘束を行ったケースに関する事後的なケース検討を行っている割合が多い。 

 

■ 短期入所生活介護 

④新規採用時のカリキュラムとして身体拘束の研修を実施しているケースが少ない。 

 

■ 訪問看護 

⑩身体拘束を避けるための研修・学習の機会について適正な手続きをしない場合虐待に

なることの理解を促す研修、①ケアの工夫について研修している事業所割合が高いもの

の、⑦他法人や過去の考察などの学習機会を設けている事業所割合が低い傾向がある。 

 

■ 居宅介護支援 

④新規採用時のカリキュラムとして身体拘束の研修を実施している事業所割合が低く、

⑥認知症高齢者の家族の思いを傾聴するなど理解を深める研修機会を設けている事業所割

合が低い傾向がある。このことは、介護支援専門員資格を有した経験者の採用であること

から事業所としての姿勢を伝える機会が少ない可能性が考えられる。 
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７．虐待防止 

 

① 虐待を防止するために実施している取組 

介護保険上は高齢者虐待に対して全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生・再発を防止するための委員会の開催、指針

の整備、研修の実施、担当者を定めることが規定されている。未実施の場合、高齢者虐待

防止措置未実施減算が適用される。今回の調査では、多機能系、在宅系について要件の実

施状況を確認した。事業種別ごとの実施率は、居住系と小規模多機能型居宅介護で 80％

台、在宅系と看護小規模多機能型居宅介護で 70％台であった。在宅系では、委員会結果の

従事者への周知が約 50％と他事業種別と比較してやや低く、看護小規模多機能型居宅介護

では、担当者の設置が 54.7％と今回の調査対象事業種別では最も低かった。 

 

図表 26 虐待を防止するために実施している取組 

 

  

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①虐待防止のための対策検討委員会の

実施 99 94.3% 109 87.9% 135 86.0%

②委員会結果の従業者への周知 84 80.0% 90 72.6% 119 75.8%

③虐待防止のための指針の整備 89 84.8% 104 83.9% 136 86.6%

④虐待防止に関する措置を適切に実施

するための担当者の設置 78 74.3% 75 60.5% 110 70.1%

⑤研修の実施 102 97.1% 115 92.7% 135 86.0%

無回答 1 1.0% 2 1.6% 4 2.5%

合計 453 431.4% 495 399.2% 639 407.0%

実施率（平均回答数÷有効回答） 86.9% 80.8% 83.0%

有効回答事業者数 105 100.0% 124 100.0% 157 100.0%

グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

特定施設

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①虐待防止のための対策検討委員会の

実施 45 81.8% 43 81.1% 72 63.7% 56 70.9%

②委員会結果の従業者への周知 34 61.8% 32 60.4% 57 50.4% 42 53.2%

③虐待防止のための指針の整備 47 85.5% 41 77.4% 80 70.8% 59 74.7%

④虐待防止に関する措置を適切に実施

するための担当者の設置 39 70.9% 29 54.7% 73 64.6% 51 64.6%

⑤研修の実施 50 90.9% 50 94.3% 88 77.9% 68 86.1%

無回答 3 5.5% 0 0.0% 11 9.7% 4 5.1%

合計 218 396.4% 195 367.9% 381 337.2% 280 354.4%

実施率（平均回答数÷有効回答） 82.7% 73.6% 72.5% 73.6%

有効回答事業者数 55 100.0% 53 100.0% 113 100.0% 79 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

（※） 

（※） 

（※）実施率： 

平均実施回答数÷有効回答事業所数 
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② 研修実施の対象 

身体拘束廃止や高齢者虐待防止に関して、周知徹底には、経営者の明確な方針が必要と

なる。今回の調査では、従事者への研修だけでなく、管理者や経営者への研修について、

実施状況を確認した。管理者への研修は、60～70％の事業所で実施、経営者への研修は、

10～30％であった。 

 

図表 27 研修の実施の対象 

（図表 26の⑤研修の実施回答者のみ） 

 

 

 

③ 身体拘束や虐待等の相談等 

虐待（適正な手続きを経ていない身体拘束含む）と思われる状況を確認した際の相談等

に関して、居宅介護支援では、②市区町村や地域包括支援センターの相談窓口に相談・通

報したと約 50％が回答している。居宅介護支援は、日常的に市区町村や地域包括支援セン

ターとの接点が多いことから通報しやすい関係性ができていることが推察される。 

その他サービスでは、②市区町村や地域包括支援センターへの相談・通報より、①組織

内部の上司、同僚等に相談・報告をした方が多い。このことは第一報として組織内に相談

報告し、組織的対応や判断により対応していることが推察される。 

 

  

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

経営者への研修実施 20 19.8% 15 13.0% 34 25.4%

管理者への研修実施 67 66.3% 71 61.7% 82 61.2%

従業者への研修実施 101 100.0% 112 97.4% 134 100.0%

無回答 1 1.0% 0 0.0% 1 0.7%

合計 189 187.1% 198 172.2% 251 187.3%

有効回答事業者数 101 100.0% 115 100.0% 134 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

グループホーム特定施設

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

経営者への研修実施 15 30.0% 9 18.4% 25 28.4% 18 26.5%

管理者への研修実施 35 70.0% 32 65.3% 60 68.2% 44 64.7%

従業者への研修実施 50 100.0% 48 98.0% 80 90.9% 62 91.2%

無回答 0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 100 200.0% 90 183.7% 165 187.5% 124 182.4%

有効回答事業者数 50 100.0% 49 100.0% 88 100.0% 68 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護
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図表 28 身体拘束や虐待と思われる状況を確認した際の相談等 

（適正な手続きを経ていない身体拘束） 

 

 

④ 虐待を防止するため工夫している内容 

居住系、多機能系では、職員の研修や意識向上、情報共有やストレス管理があげれてい

る。在宅系では、家族との関係や関係機関との連携や相談できる環境づくりなどがあげら

れている。在宅系では、一人ひとりの利用者によって関係機関が異なることからそれぞれ

関係機関に配慮していることがうかがえる。（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①組織内部の上司、同僚等に相談・報

告をした。（あなたが責任者の場合

は、相談又は報告を受けた。） 49 48.0% 41 33.6% 76 50.0%

②市区町村や地域包括支援センターの

相談窓口に相談・通報した。 11 10.8% 8 6.6% 12 7.9%

③相談・通報いずれもしなかった。

0 0.0% 1 0.8% 3 2.0%

④そのような状況は確認したことがな

い。 54 52.9% 80 65.6% 73 48.0%

⑤その他 1 1.0% 0 0.0% 5 3.3%

無回答 4 3.9% 4 3.3% 9 5.9%

合計 119 116.7% 134 109.8% 178 117.1%

有効回答事業者数 102 100.0% 122 100.0% 152 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

グループホーム特定施設

（当てはまる番号全てに○） 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合 事業所数 割合

①組織内部の上司、同僚等に相談・報

告をした。（あなたが責任者の場合

は、相談又は報告を受けた。） 15 29.4% 13 24.5% 43 37.4% 27 35.5%

②市区町村や地域包括支援センターの

相談窓口に相談・通報した。 14 27.5% 9 17.0% 31 27.0% 37 48.7%

③相談・通報いずれもしなかった。

3 5.9% 1 1.9% 2 1.7% 1 1.3%

④そのような状況は確認したことがな

い。 32 62.7% 35 66.0% 63 54.8% 32 42.1%

⑤その他 1 2.0% 2 3.8% 5 4.3% 1 1.3%

無回答 7 13.7% 0 0.0% 9 7.8% 7 9.2%

合計 72 141.2% 60 113.2% 153 133.0% 105 138.2%

有効回答事業者数 51 100.0% 53 100.0% 115 100.0% 76 100.0%

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所小規模多機能型居宅

介護
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（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

１．不適切ケアのチェック 
・定期的に不適切ケアのチェックを行い、職員に公表する。 
・毎月のフロア会議で利用者の状況を把握し、適切なケアを行っているかチェックす
る。 

２．職員の研修と意識向上 
・市の研修に参加し、職員の研修参加を促す。 
・虐待防止や身体拘束廃止に関する研修を定期的に実施し職員全員に周知する。 

３．職員間のコミュニケーション 
・職員同士が相談しやすい雰囲気作りを行う。 
・職員間で声掛けを多くし、ケアに困った時やストレスを軽減できるようにする。 

４．利用者の権利尊重 
・朝礼などで人権について話し合い、利用者の権利や自由について考える場を設ける。 
・利用者の気持ちを尊重し、適切なケアを提供する。 

５．ストレス管理 
・職員のストレスを理解し、ブレイクや配置の配慮を行う。 
・職員のストレスを軽減するためのアンガーマネジメント研修を実施する。 

１．職員のストレス管理 
・職員のストレス感の把握と定期的なチェックを行う。 
・職員同士の声かけやコミュニケーションの重要性を大切にしている。 

２．虐待防止の取り組み 
・虐待防止のための委員会設置と定期的な会議開催をしている。 
・虐待防止に関する研修の実施とマニュアルの作成している。 

３．身体拘束の廃止 
・身体拘束防止のための教育と意識向上を図る。 
・不必要な身体拘束を避けるための職員間のチェック体制を設けている。 

４．利用者とのコミュニケーション 
・利用者の状態把握とアセスメントの徹底を図る。 
・利用者や家族との良好な関係構築を図る。 

５．研修と教育 
・定期的な研修の実施と職員の知識向上を行っている。 
・虐待防止や身体拘束廃止に関する具体的な事例の共有している。 
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（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

  

１．定期的な研修の実施 
・従業者全員に虐待防止の知識を周知し、定期的に確認を行う。 
・実際の事例を用いた研修や事例検討会を開催する。 

２．家族への支援 
・介護者の負担軽減のため、ショートステイの利用やストレス軽減策を提案する。 
・家族の話を聞き、ストレスを緩和するためのサービスを提供する。 

３．スタッフ間の情報共有 
・介護者の負担や利用者の状況を把握し、スタッフ間で情報を共有する。 
・ミーティングやカンファレンスでの情報共有を徹底する。 

４．虐待防止のための環境整備 
・話しやすい職場環境を整え、相談しやすい体制を構築する。 
・虐待が疑われるケースの報告と対応を迅速に行う。 

５．多職種連携 
・ケアマネジャーや他の専門職との連携を強化し、利用者の尊厳を守る。 
・関係機関との連携を図り、包括的な支援を提供する。 
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⑤ 虐待を防止するために最も必要な取組とその内容 

居住系では、組織としての倫理観の統一が重要であり、そのために委員会での決定事項

の周知が重要であることがあげられている。多機能系では、限られた職員の中での倫理観

の醸成や教育による意識改革などの重要性があげられている。また、訪問系では、家族や

地域を含めた理解促進や体制整備などがあげられている。（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

１．職員の共通認識とケアの統一 
・職員全員が同じ認識を持ち、統一されたケアを提供することが重要とされている。 

２．虐待防止のための研修と倫理観の統一 
・虐待の定義や理由を理解するための研修が行われ、倫理観の統一が図られている。 

３．職員間のコミュニケーションとサポート 
・職員同士のコミュニケーションを深め、孤立させないようにする取り組みが強調され
ている。 

４．業務改善とメンタルヘルスケア 
・職員の負担軽減のための業務改善やメンタルヘルスへの取り組みが行われている。 

５．定期的な委員会の開催 
・虐待防止委員会や身体拘束廃止委員会が定期的に開催され、職員への周知が徹底され
ている。 

６．人員増加と労働環境の改善 
・ゆとりを持った介護ができるように人員を増やし、労働環境の改善が課題とされてい
る。 

 

１．虐待防止の知識と理解 
・虐待に対する知識や理解を深めるための研修を実施する。 
・職員間でのコミュニケーションと意見交換する。 

２．職員のストレス軽減 
・職員のストレスケアや休息の確保をする。 
・業務の簡素化と分散する。 

３．高齢者の安全確保 
・高齢者の心理や認知症に対する理解を深める。 
・適切な医療との連携と多職種へ相談する。 

４．倫理観の醸成 
・虐待防止の倫理観を全職員が持つことの重要性を浸透する。 
・日々のアセスメントとスタッフ同士の意見交換をする。 

５．研修と教育 
・定期的な研修や勉強会の実施をする。 
・職員の知識向上と意識改革する。 
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（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

  

１．虐待防止の重要性 
・虐待の定義や事例を含めた研修の義務付けをする。 
・利用者・本人・家族へ情報共有する。 

２．家族と介護者の理解促進 
・認知症高齢者に対する適切なケア方法を周知する。 
・家族・介護者への虐待のリスクを説明する。 

３．スタッフの教育とサポート 
・スタッフのストレス軽減と精神的サポートする。 
・虐待防止に向けた研修や勉強会を実施する。 

４．情報共有と連携 
・スタッフ間や行政との迅速な情報共有をする。 
・定期的な会議やモニタリングを実施する。 

５．地域での取り組み 
・地域全体での虐待防止体制を構築する。 
・多職種連携による支援体制を強化する。 
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８．不足する社会資源 

 

① 身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源 

ボランティア、住民参加の必要性があげられるとともに、在宅系では、金銭面によるサ

ービスを控える場合もあり、金銭面への相談窓口の必要性や介護者へのメンタルヘルスサ

ービスがあげられている。その他、公的支援としての研修の必要性があげられている。

（以下、生成ＡＩによる要約） 

 

（Ａ）居住系（特定施設入居者生活介護、グループホーム、短期入所生活介護） 

 

（Ｂ）多機能系（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護） 

 

１．ボランティア不足 
・見守りや傾聴ボランティアの必要性が強調されている。 

２．家族や職員の負担軽減 
・善意やオーバーワークに頼らない体制の構築が求められている。 

３．地域住民の参加 
・一般地域住民の参加が重要視されている。 

４．医療機関の受診 
・精神状態が悪化している方がすぐに受診できる医療機関の必要性が指摘されている。 

５．人材と資金の不足 
・介護職員の採用や研修、設備の導入に必要な資金が不足している。 

１．人材不足 
・介護業界の慢性的な人員不足が強調されている。 
・賃金や待遇の改善が求められている。 

２．地域との関わり 
・地域住民や行政との連携の重要性が指摘されている。 

３．身体拘束の問題 
・身体拘束を控えるべきだが、代替手段が不足しているとの意見がある。 

４．法整備と研修 
・尊厳死を含む法整備や、介護職員の質向上のための研修の必要性が挙げられている。 

５．家族支援 
・家族が介護を担うという社会的な認識が強く、家族支援の必要性が強調されている。 

６．社会資源の不足 
・身体拘束や虐待防止のための社会資源が不足しているとの指摘がある。 
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（Ｃ）在宅系（訪問看護、居宅介護支援） 

 

  

１．金銭的な問題 
・虐待のケースでは金銭的な問題が多く、介護者の支援には金銭的な相談先が必要であ
る。 

２．人員不足 
・介護施設や訪問介護での人員不足が深刻で、ボランティアの活用が求められている。 

３．メンタルヘルスサービス 
・介護者のためのメンタルヘルスサービスが必要である。 

４．経済的支援 
・サービス利用や入所を控える方への経済支援が重要である。 

５．地域社会の支援 
・地域社会のネットワーク作りやボランティアによる支援が必要である。 

６．身体拘束・虐待防止 
・身体拘束や虐待を防止するための公的な指針や研修が求められている。 
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９．身体拘束 11禁止行為実施事業所の傾向（利用者調査結果） 

 

① 身体拘束 11禁止行為を実施している事業種別ごとの傾向 

身体拘束 11禁止行為実施と回答した事業所割合は、短期入所生活介護で 16.1％、次い

で居宅介護支援 15.5％、特定施設入居者生活介護 12.3％、訪問看護 12.1％、看護小規模

多機能型居宅介護 11.3％の順であった。 

身体拘束 11禁止行為を実施している事業所では、定員に対する身体拘束者数の割合

は、グループホームで 11.5％、次いで短期入所生活介護で 9.7％、看護小規模多機能型居

宅介護 8.2％の順であった。 

 

図表 29 身体拘束 11禁止行為を実施している事業種別ごとの傾向 

 

 

 

  

11行為実施利用者のみ 数 ％ 数 ％ 数 ％

利用者数（身体拘束に該当する） 42 31.6% 7 5.3% 74 55.6%

事業所数 13 28.3% 4 8.7% 26 56.5%

（全事業所数と利用者調査回答割合） 106 12.3% 126 3.2% 161 16.1%

１実施事業所あたり身体拘束者数 3.2 名 1.8 名 2.8 名

定員（平均） 64.1 名 15.3 名 29.5 名

定員に対する身体拘束者数割合 5.0% 11.5% 9.7%

特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

11行為実施利用者のみ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％

利用者数（身体拘束に該当する） 3 17.6% 14 82.4% 35 64.8% 19 35.2%

事業所数 3 33.3% 6 66.7% 15 53.6% 13 46.4%

（全事業所数と利用者調査回答割合） 58 5.2% 53 11.3% 124 12.1% 84 15.5%

１実施事業所あたり身体拘束者数 1.0 名 2.3 名 2.3 名 1.5 名

定員（平均） 27.7 名 28.3 名 75.1 名 84.6 名

定員に対する身体拘束者数割合 3.6% 8.2% 3.1% 1.7%

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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② サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（要介護度） 

身体拘束 11禁止行為実施対象者は、前述の事業種別ごとの平均要介護度（参照 10ペー

ジ）と比較すると平均要介護度が高い傾向がある。しかし、要介護１でも特定施設入居者

生活介護、グループホーム、短期入所生活介護では実施しているケースがあげられてい

る。また、短期入所生活介護は、ほぼすべての要介護度において該当者が存在し、他種別

と比較し要介護度にかかわらず、身体拘束を行っているケースが多い傾向がある。 

 

図表 30 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（要介護度） 

 

 

  

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

要支援１ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

要支援２ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

要介護１ 7 3.6% 2 4.8% 1 14.3% 4 5.4%

要介護２ 23 11.9% 4 9.5% 0 0.0% 10 13.5%

要介護３ 31 16.0% 11 26.2% 0 0.0% 10 13.5%

要介護４ 54 27.8% 10 23.8% 2 28.6% 25 33.8%

要介護５ 77 39.7% 15 35.7% 4 57.1% 24 32.4%

未認定・申請中 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

非該当 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.4%

合計 194 100.0% 42 100.0% 7 100.0% 74 100.0%

平均要介護度（施設調査票との差） 3.9 1.5 3.8 1.3 4.1 1.5 3.8 0.8

参考　施設調査票　平均要介護度 2.4 2.5 2.6 3.0

短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

要支援１ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

要支援２ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

要介護１ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

要介護２ 0 0.0% 1 7.1% 4 11.4% 4 21.1%

要介護３ 0 0.0% 2 14.3% 4 11.4% 4 21.1%

要介護４ 1 33.3% 3 21.4% 9 25.7% 4 21.1%

要介護５ 1 33.3% 8 57.1% 18 51.4% 7 36.8%

未認定・申請中 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

非該当 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 3 100.0% 14 100.0% 35 100.0% 19 100.0%

平均要介護度（施設調査票との差） 4.5 2.2 4.3 1.2 4.2 1.9 3.7 1.7

参考　施設調査票　平均要介護度 2.3 3.0 2.3 2.0

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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③ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（認知症高齢者日常生活自立度） 

身体拘束禁止 11行為実施対象者のうち、36.6％は、Ⅳ（常に介助が必要な方）、次いで

Ⅲａ（日中に介助が必要な方）であった。短期入所生活介護では、未調査が 16.2％、自立

が 4.1％であり、認知機能に支障がなくても身体拘束の対象となっている。 

 

図表 31 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向 

（認知症高齢者日常生活自立度） 

 

 

④ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（退院・退所を求められた経緯） 

短期入所生活介護では、他で退院・退所を求められ、貴施設に移った経緯がある割合が

28.4％であり、受入先がない方を受け入れていることが推察される。 

 

図表 32 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向 

（他で退院・退所を求められた経緯 居住系のみ） 

 

  

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

未調査 13 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 12 16.2%

自立 3 1.5% 0 0.0% 0 0.0% 3 4.1%

Ⅰ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Ⅱａ 12 6.2% 4 9.5% 1 14.3% 5 6.8%

Ⅱｂ 12 6.2% 4 9.5% 1 14.3% 3 4.1%

Ⅲａ 49 25.3% 12 28.6% 1 14.3% 17 23.0%

Ⅲｂ 17 8.8% 3 7.1% 0 0.0% 10 13.5%

Ⅳ 71 36.6% 14 33.3% 4 57.1% 21 28.4%

M 15 7.7% 5 11.9% 0 0.0% 1 1.4%

無回答 2 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 2.7%

合計 194 100.0% 42 100.0% 7 100.0% 74 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

未調査 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

自立 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Ⅰ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Ⅱａ 0 0.0% 2 14.3% 0 0.0% 0 0.0%

Ⅱｂ 0 0.0% 2 14.3% 2 5.7% 0 0.0%

Ⅲａ 1 33.3% 2 14.3% 10 28.6% 6 31.6%

Ⅲｂ 0 0.0% 0 0.0% 2 5.7% 2 10.5%

Ⅳ 1 33.3% 7 50.0% 18 51.4% 6 31.6%

M 0 0.0% 1 7.1% 3 8.6% 5 26.3%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 3 100.0% 14 100.0% 35 100.0% 19 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

他で退院・退所を求められ、貴施設に移った経緯がある 23 18.7% 2 4.8% 0 0.0% 21 28.4%

他で退院・退所を求められて貴施設に移った経緯はない 77 62.6% 36 85.7% 1 14.3% 40 54.1%

わからない 13 10.6% 2 4.8% 0 0.0% 11 14.9%

無回答 10 8.1% 2 4.8% 6 85.7% 2 2.7%

合計 123 100.0% 42 100.0% 7 100.0% 74 100.0%

短期入所生活介護

（単独）
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⑤ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（行っている挿管・点滴等） 

チューブ、カテーテル類の使用なしが、全体の約半数（46.5％）を占める。事業種別で

は該当者数が多い順に、グループホーム、居宅介護支援、看護小規模多機能型居宅介護、

短期入所生活介護、訪問看護の順であった。 

次いで、鼻腔栄養を行っているケースが多く、特に特定施設入居者生活介護や短期入所

生活介護で実施している割合が高い傾向がある。前述の設問（④サービスごとの利用者の

身体拘束対象者の傾向（退院・退所を求められた経緯））からも他で敬遠する対象者を受

け入れていることが要因の一つと考えられる。 

次に、膀胱カテーテルを行っている場合が多く、鼻腔栄養と同様、多い順に特定施設入

居者生活介護、短期入所生活介護、小規模多機能型居宅介護、訪問看護であった。 

 

図表 33 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（行っている挿管・点滴等） 

 

 

  

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

挿管チューブ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

気管切開チューブ 4 2.3% 3 7.3% 0 0.0% 0 0.0%

鼻腔栄養 42 24.4% 15 36.6% 0 0.0% 21 31.3%

経腸栄養 11 6.4% 4 9.8% 0 0.0% 2 3.0%

中心静脈栄養 5 2.9% 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0%

腎ろう 10 5.8% 4 9.8% 0 0.0% 3 4.5%

ドレーン 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

膀胱カテーテル 32 18.6% 6 14.6% 0 0.0% 13 19.4%

点滴 8 4.7% 3 7.3% 0 0.0% 0 0.0%

その他のチューブ、カテーテル類 12 7.0% 3 7.3% 0 0.0% 2 3.0%

チューブ、カテーテル類の使用なし 80 46.5% 13 31.7% 4 100.0% 34 50.7%

合計 204 118.6% 52 126.8% 4 100.0% 75 111.9%

無回答 22 12.8% 1 2.4% 3 75.0% 7 10.4%

有効回答利用者数（利用者-無回答） 172 100.0% 41 100.0% 4 100.0% 67 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

挿管チューブ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

気管切開チューブ 0 0.0% 1 7.7% 0 0.0% 0 0.0%

鼻腔栄養 0 0.0% 0 0.0% 4 13.3% 2 14.3%

経腸栄養 0 0.0% 1 7.7% 3 10.0% 1 7.1%

中心静脈栄養 1 33.3% 2 15.4% 1 3.3% 0 0.0%

腎ろう 0 0.0% 2 15.4% 1 3.3% 0 0.0%

ドレーン 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

膀胱カテーテル 1 33.3% 2 15.4% 8 26.7% 2 14.3%

点滴 0 0.0% 1 7.7% 3 10.0% 1 7.1%

その他のチューブ、カテーテル類 1 33.3% 2 15.4% 3 10.0% 1 7.1%

チューブ、カテーテル類の使用なし 1 33.3% 8 61.5% 11 36.7% 9 64.3%

合計 4 133.3% 19 146.2% 34 113.3% 16 114.3%

無回答 0 0.0% 1 7.7% 5 16.7% 5 35.7%

有効回答利用者数（利用者-無回答） 3 100.0% 13 100.0% 30 100.0% 14 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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⑥ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（薬剤の投与） 

約 45％（44.2％）は、高血圧・糖尿病薬を使用、また、６剤以上の薬の使用も同程度

で、直接的な要因との関係までは不明であるが、６剤以上の薬の使用者が多い傾向にあ

る。 

特に短期入所生活介護では、抗不安薬・睡眠薬も約 41.5％が使用、抗精神病薬・抗うつ

薬も 26.2％で使用している。居宅介護支援においても、抗精神病薬・抗うつ薬の使用割合

が 35.7％と高めな傾向がある。 

 

図表 34 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（薬剤の投与） 

⑦ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（行動症状・事象）※分析手法① 

身体拘束対象利用者は、事業種別にかかわらずベッド・車いすからの転落の恐れが最も

高かった。特にグループホームでは実際に転倒・転落したことがある割合が高い傾向があ

る。 

次いで点滴・チューブ類を抜去しようとするが高く、特に特定施設入居者生活介護で高

い傾向がある。また、短期入所生活介護では、転落やチューブ類抜去のほか、脱衣やおむ

つはずしをしようとする行動症状の割合が高い傾向にある。訪問看護や居宅介護支援にお

いてもおむつはずしは、行動症状として高い傾向がある。在宅系では介護者負担を考慮し

ての対応の可能性がある。 

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

抗精神病薬・抗うつ薬 30 21.7% 5 18.5% 0 0.0% 17 26.2%

抗不安薬・睡眠薬 47 34.1% 6 22.2% 2 50.0% 27 41.5%

抗てんかん薬 8 5.8% 3 11.1% 0 0.0% 2 3.1%

その他の中枢神経系用薬 7 5.1% 2 7.4% 2 50.0% 1 1.5%

麻薬および類似品 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

高血圧・糖尿病薬 61 44.2% 12 44.4% 3 75.0% 23 35.4%

骨粗しょう症に対する薬 12 8.7% 2 7.4% 1 25.0% 4 6.2%

６剤以上の薬の服用 60 43.5% 12 44.4% 2 50.0% 34 52.3%

合計 225 163.0% 42 155.6% 10 250.0% 108 166.2%

無回答 56 40.6% 15 55.6% 3 75.0% 9 13.8%

有効回答利用者数（利用者-無回答） 138 100.0% 27 100.0% 4 100.0% 65 100.0%

短期入所生活介護

（単独）

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

抗精神病薬・抗うつ薬 0 0.0% 0 0.0% 3 17.6% 5 35.7%

抗不安薬・睡眠薬 1 50.0% 5 55.6% 3 17.6% 3 21.4%

抗てんかん薬 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 21.4%

その他の中枢神経系用薬 0 0.0% 1 11.1% 1 5.9% 0 0.0%

麻薬および類似品 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

高血圧・糖尿病薬 1 50.0% 4 44.4% 11 64.7% 7 50.0%

骨粗しょう症に対する薬 0 0.0% 2 22.2% 0 0.0% 3 21.4%

６剤以上の薬の服用 1 50.0% 4 44.4% 3 17.6% 4 28.6%

合計 3 150.0% 16 177.8% 21 123.5% 25 178.6%

無回答 1 50.0% 5 55.6% 18 105.9% 5 35.7%

有効回答利用者数（利用者-無回答） 2 100.0% 9 100.0% 17 100.0% 14 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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図表 35 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（行動症状・事象） 

 

 

  

全体 特定施設 グループホーム 短期入所生活介護

（単独）

割合（拘束有り-全体） 割合（拘束有り-全体） 割合（拘束有り-全体） 割合（拘束有り-全体）

せん妄状態にある 11.4% 6.8% -5.5% 15.5%

点滴・チューブ類を抜去しようとする 24.2% 50.8% -1.0% 28.4%

実際に点滴・チューブ類を抜去したことがある

徘徊の恐れがある -0.2% -1.4% 7.2% -1.3%

ベッド・車椅子等からの転落の恐れがある 35.4% 32.4% 19.7% 41.2%

かきむしり・自傷行為がある 16.3% 17.6% -2.6% 20.1%

弄便・不潔行為がある 12.2% 11.6% 8.5% 18.3%

異食行為がある -0.3% -1.1% -4.0% 1.5%

椅子・車椅子からずり落ちがある 10.6% 10.5% 8.5% 9.1%

椅子・車椅子から不意に立ちあがろうとする

立ち歩くと転倒の恐れがある 3.9% 11.5% -2.2% 6.6%

実際に転倒・転落したことがある 10.7% 21.3% 26.4% 16.1%

脱衣やおむつはずしをしようとする 14.5% 3.5% 8.0% 19.9%

暴力行為がある 4.1% 3.5% -3.0% 6.9%

暴言がある 5.5% 2.8% -6.6% 11.1%

性的逸脱がある -0.7% -0.2% -1.1% -0.3%

睡眠障害や不穏症状がある 7.9% 7.7% -12.6% 15.0%

看護や介護に対して抵抗する 7.6% 8.4% -8.8% 6.5%

自殺企図がある -0.7% -0.1% -0.1% -0.2%

本人・家族からの身体抑制の要請がある 14.1% 14.4% -0.1% 14.2%

11項目実施利用者数 193 41 7 74

施設調査回答利用者数合計 27,491 5,490 1,868 3,785

小規模多機能型居宅

介護

割合（拘束有り-全体） 割合（拘束有り-全体） 割合（拘束有り-全体） 割合（拘束有り-全体）

せん妄状態にある 29.0% 25.1% 2.0% 23.9%

点滴・チューブ類を抜去しようとする 31.5% 14.7% 6.1% 13.8%

実際に点滴・チューブ類を抜去したことがある

徘徊の恐れがある -6.3% 9.6% -1.1% 8.1%

ベッド・車椅子等からの転落の恐れがある 60.9% 30.9% 38.1% 34.2%

かきむしり・自傷行為がある 31.9% 19.3% 13.1% 14.2%

弄便・不潔行為がある 63.3% 12.6% 5.1% 3.5%

異食行為がある -2.7% -1.4% -0.2% 3.9%

椅子・車椅子からずり落ちがある 29.5% 1.9% 14.8% 23.7%

椅子・車椅子から不意に立ちあがろうとする

立ち歩くと転倒の恐れがある -13.8% -4.3% 3.7% 20.3%

実際に転倒・転落したことがある -13.8% -4.3% 12.3% 4.5%

脱衣やおむつはずしをしようとする -3.0% 4.1% 24.7% 19.1%

暴力行為がある 31.5% 5.9% 2.3% 3.4%

暴言がある 29.3% 11.1% 7.3% -2.9%

性的逸脱がある -0.5% -0.6% -0.3% 3.4%

睡眠障害や不穏症状がある 23.2% 6.5% 5.1% 7.5%

看護や介護に対して抵抗する 27.5% 30.9% 4.1% 17.7%

自殺企図がある -0.2% 0.0% -0.1% -1.2%

本人・家族からの身体抑制の要請がある 0.0% 7.0% 19.7% 19.8%

11項目実施利用者数 3 14 35 19

施設調査回答利用者数合計 1,083 1,056 5,566 8,643

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所看護小規模多機能型

居宅介護
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⑧ サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向 

（入所者の身体拘束実施を判断した時期・世帯構造） 

入所者の状態変化に伴い判断したケースは、特に多機能系や在宅系（短期入所生活介

護、居宅介護支援、訪問看護）で多い傾向がある。 

約 36.6％は入所前の情報もしくは入所時の情報に伴い判断している。特に特定施設入居

者生活介護では、半数以上が該当する。入院先や在宅介護において身体拘束をしていた場

合は、入所時も身体拘束で対応するケースが多いことがうかがえる。 

 

図表 36 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向 

（入所者の身体拘束実施を判断した時期） 

 

 

  

（１２）本人・家族からの身体抑制要請

全体 特定施設 グループホーム

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

入所前の情報もしくは入所時の情報に伴い判断 70 36.6% 23 54.8% 0 0.0% 26 35.1%

入所後概ね1週間以内に事前の情報との乖離があり判断 22 11.5% 9 21.4% 1 14.3% 11 14.9%

入所者の状態変化に伴い判断 71 37.2% 8 19.0% 2 28.6% 32 43.2%

医療機関から退院後、状態変化に伴い判断 20 10.5% 1 2.4% 1 14.3% 4 5.4%

無回答 8 4.2% 0 0.0% 3 42.9% 0 0.0%

合計 191 100.0% 41 97.6% 7 100.0% 73 98.6%

短期入所生活介護

（単独）

（１２）本人・家族からの身体抑制要請

小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

入所前の情報もしくは入所時の情報に伴い判断 1 33.3% 1 7.1% 14 40.0% 5 26.3%

入所後概ね1週間以内に事前の情報との乖離があり判断 0 0.0% 0 0.0% 1 2.9% 0 0.0%

入所者の状態変化に伴い判断 2 66.7% 11 78.6% 10 28.6% 6 31.6%

医療機関から退院後、状態変化に伴い判断 0 0.0% 0 0.0% 7 20.0% 7 36.8%

無回答 0 0.0% 1 7.1% 3 8.6% 1 5.3%

合計 3 100.0% 13 92.9% 35 100.0% 19 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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世帯構造の傾向では、家族同居あり（介護可能）な場合で 36.6％が身体拘束を行ってい

る。次いで独居が 21.1％である。前述（参照 34ページ）の身体拘束に至る理由として

「主たる介護者等からの意向」が最も高いことを鑑みると家族の意向が身体拘束実施の判

断に影響していることが推察される。 

 

図表 37 サービスごとの利用者の身体拘束対象者の傾向（世帯構造） 

 

 

  

全体 小規模多機能型居宅

介護

看護小規模多機能型

居宅介護

利用者数 ％ 利用者数 ％ 利用者数 ％

独居 15 21.1% 0 0.0% 5 35.7%

家族同居あり(日中独居) 7 9.9% 0 0.0% 2 14.3%

家族同居あり(介護できない) 14 19.7% 1 33.3% 4 28.6%

家族同居あり(介護可能) 26 36.6% 2 66.7% 3 21.4%

わからない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 9 12.7% 0 0.0% 0 0.0%

合計 71 100.0% 3 100.0% 14 100.0%

利用者数 ％ 利用者数 ％

独居 6 17.1% 4 21.1%

家族同居あり(日中独居) 3 8.6% 2 10.5%

家族同居あり(介護できない) 6 17.1% 3 15.8%

家族同居あり(介護可能) 11 31.4% 10 52.6%

わからない 0 0.0% 0 0.0%

無回答 9 25.7% 0 0.0%

合計 35 100.0% 19 100.0%

訪問看護

（ステーション）

居宅介護支援事業所
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１．インタビュー調査の実施概要 

事業種別 施設名（法人名） 
インタビュ

ー回答者 
施設概要 

訪問看護 訪問看護ステーション  

グラーチア 

(公益財団法人脳血管研究所 

美原記念病院) 

管理者 

 

群馬県 

利用者数 250名／月 

職員数 25人 

内訳 看護師 12人 

理学療法士 6人 

作業療法士 3人 

言語聴覚士 2人 

事務 2人 

居宅介護支

援 

居宅介護支援事業所  

みはら 

（公益財団法人脳血管研究所 

美原記念病院） 

管理者 群馬県 

利用者約 200名  

（入院者数月 20名程度） 

職員数 6人（うち主任介護支

援専門員 2人） 

特定事業所加算Ⅰ算定 

特定施設入

居者生活介

護（軽費老

人ホーム） 

ケアハウス 笠松の郷 

（社会福祉法人 笠松会） 

施設長 福岡県 

定員 50床 

（特定施設入居者生活介護） 

平均介護度 1.6 

認知症対応型共同生活介護

18名、短期入所生活介護 10

名併設 

認知症対応

型共同生活

介護 

 

グループホーム 笠松の郷 

（社会福祉法人 笠松会） 

管理者 福岡県 

定員 16名 満床 

平均介護度 3.3 

ケアハウスで認知症が進んだ

利用者を受け入れている。 

看護小規模

多機能型居

宅介護事業

所 

複合型サービスじゃんけんぽ

ん観音寺 

（NPO法人じゃんけんぽん） 

部長 

看護師 

群馬県 

定員（登録 29名、通い 18

名、泊り 9名） 

訪問看護ステーション併設 

他にグループホームや小規模

多機能など認知症に関する事

業を複数経営 

短期入所生

活介護 

リフシア鵠沼海岸 

（株式会社 リフシア） 

管理者 

サービス 

推進担当者 

神奈川県 

定員 20名（単独型）デイサ

ービス併設 

他小規模多機能居宅介護等運

営 

  

第４章 インタビュー調査結果 
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②主なインタビュー内容 

●現在、身体拘束ゼロへの取組について、貴事業所ではどのような取組をしています

か。 

●身体拘束 11禁止行為を行わずに、実際の利用者の安全確保への独自的取組について

お伺いします。 

●施設賠償は転倒、転落に代表される介護事故によるものがほとんどですが、入所後・

利用開始時に事故リスクについてご家族にどのように説明、同意を得ていますか。 

●在宅生活での身体拘束を防ぐための課題、不足する社会資源があればお知らせくださ

い。 

●在宅支援におけるケアマネジャーや他事業所との連携において、身体拘束廃止や虐待

防止で方針統一するうえで難しい場合は、どのようなケースですか。また、身体拘束

を解除、もしくは防ぐことができたケースは、どのような取組を行いましたか。 

●身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族や地域住民が理解を深めたほうが良い点は、ど

のような点がありますか。（在宅介護において家族による虐待について通報したこと

はどのようなケースですか） 

●今後、介護施設において身体拘束ゼロを達成する為に何が必要かご意見をお伺いしま

す。 
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２．インタビュー調査結果 

 

訪問看護
訪問看護ステーショングラーチア

１．現在、身体拘束ゼロへの取組
について、貴事業所ではどのよう
な取組をしていますか。

当訪問看護ステーションでは、身体拘束ゼロを実現するため利用者の尊厳を最優先に考えた対応を行って
いる。具体的な取り組みとしては、
①個別ケアの実施。利用者一人ひとりの状態や生活環境を理解し、個別のニーズに応じたケアを提供して
いる。これにより、身体的な拘束を避ける方法を検討し、安全を確保している。②コミュニケーションの
強化。利用者とそのご家族と十分なコミュニケーションを取り、ケアの方針について共有している。これ
により家族の理解と協力を得ることで、無理のないケアが実現できている。③職員教育の充実。スタッフ
全員が、身体拘束の最小化に向けて最新のケア技術や認知症ケア、アクシデントの防止に関する研修を定
期的に受けている。これにより、状況に応じた柔軟で適切な対応ができるよう努めている。④代替手段の
模索。身体的拘束を行うことなく、適切な代替手段を探し、環境の調整など利用者が安全かつ安心して過
ごせるようにしている。
これらの取り組みによって、利用者の尊厳を守りつつ、身体拘束の最小化に向けた看護実践を日々努めて
いる。

２．身体拘束禁止11項目を行わず
に、実際の利用者の安全確保への
独自的取りくみについてお伺いし
ます。

①個別のアセスメントの実施。利用者一人ひとりの状態に応じたアセスメントを行って予測されるリスク
を事前に把握し、身体的拘束を回避するための対策を実施している。
②環境整備と安全対策。利用者が安全に生活できるように自宅環境を整備している。移動に関しても、必
要な支援を行い、無理のない範囲で移動を促している。③心理的サポートとコミュニケーション。認知症
をはじめ精神的なサポートが必要な利用者に対しては、スタッフとの信頼関係を築くことを最優先に考
え、穏やかな言葉かけや安心感を与えるよう心がけている。④代替方法の導入。身体拘束の代わりに、リ
ハビリテーションや認知症ケアを積極的に取り入れている。また、身体的な拘束を避けるために、介助方
法の工夫や、必要に応じて最新の支援機器を導入している。⑤定期的なモニタリングと対応。利用者の状
態を定期的にモニタリングし、急変や異常が見られた場合には、主治医に連絡するなど、迅速かつ適切に
対応している。⑥家族への教育。家族に対しては、利用者のケアについての理解を深めてもらい、協力を
依頼、安全を確保している。また自宅できる予防策や支援方法についても積極的に指導を行っている。

３．施設賠償は転倒、転落に代表
される介護事故によるものがほと
んどですが、入所後・利用開始時
に事故リスクについてご家族にど
のように説明、同意を得ています
か。

①初回面談時にリスク説明。利用者のご家族との初回面談時に、訪問看護サービスにおける事故リスク、
特に転倒や転落の可能性について説明している。利用者一人ひとりの状態に応じたリスクについても、具
体的に説明し、どのようなリスクが考えられるかを明確に伝えている。②事故防止対策の共有。転倒や転
落を防止するために取り組んでいる予防策についても、具体的に説明している。例えば、利用者の生活環
境の整備や、転倒防止のための移動支援などについて共有し、事故防止に対する取り組みを説明してい
る。

４．在宅生活での身体拘束を防ぐ
ための課題、不足する社会資源が
あればお知らせください。

①介護者の負担とスキルの向上。在宅でのケアは、介護者に大きな負担がかかることが多い。身体拘束を
避けるためには、利用者の状態に応じた柔軟で専門的なケアが必要であるが、介護者がそのスキルを十分
に持っていない場合、ケアが難しくなり、結果として拘束の必要性が生じることがある。②介護支援の人
手不足。訪問介護スタッフの定期的なケアが十分に提供できないことがある。訪問頻度が低いと、リスク
管理が難しく、事故や身体拘束が避けられない状況になることもある。③必要な社会資源。訪問介護サー
ビスの充実には介護スタッフの確保、そのための待遇改善が求められる。
④安全な環境作りのための支援。住宅改修の支援や助成金などが不足している。
在宅での生活環境が整っていないと転倒や事故のリスクが高まる。家屋のバリアフリー化や、転倒防止の
ための設備が不十分な場合、身体拘束を回避するための工夫が難しくなるケースがある。⑤医療と介護の
連携の強化。在宅でのケアを行う際には、医療と介護が密に連携し、利用者の状態に合わせた対応が求め
られる。医療と介護の連携が不十分だと、必要な支援が遅れ、身体拘束に頼ることがあることも少なくな
い。医療と介護の連携を深めるための制度改革、地域ごとの包括的な支援体制の構築などが求められる。

５．在宅支援におけるケアマネ
ジャーや他事業所との連携におい
て、身体拘束廃止や虐待防止で方
針統一するうえで難しい場合は、
どのようなケースですか。また、
身体拘束を解除、もしくは防ぐこ
とができたケースは、どのような
取組を行いましたか。

ケアマネジャーや他事業所との方針統一が難しいケースとして、①利用者様の状態が急速に変化する場
合。利用者の身体的な状態が急速に悪化した場合、ケアの方向性を柔軟に変更することが求められるが、
急激な変化に対して、ケアマネジャーや他事業所が迅速に対応できず、身体拘束を避けるための対応に時
間がかかることがある。このような場合、方針の統一が遅れ、身体拘束が一時的に必要とされることもあ
る。②家族の理解不足や抵抗がある場合。身体拘束廃止や虐待防止の方針について、家族の理解が不足し
ていたり、拘束が必要だと感じている場合、その考え方をケアマネジャーや他事業所と統一することが難
しくなることがある。家族とのコミュニケーション不足や価値観の違いが、方針統一の障害となることが
ある。③他事業所間での情報共有不足。ケアマネジャーや訪問介護スタッフ、訪問看護師など複数の事業
所が関わる場合、情報共有や連携が不十分な場合がある。特に、緊急時の判断において連携が取れず、身
体拘束を避けるための適切な対策が遅れることがある。
身体拘束を解除、もしくは防ぐことができたケース
①環境の見直しと安全対策。ある利用者は、転倒のリスクが高かったため、初期の段階で身体拘束が提案
されたケースがあったが訪問介護スタッフとケアマネジャーが協力し、環境の見直しを行った。具体的に
は、部屋のレイアウトを変更し、床の段差をなくし、移動時の手すりを設置するなどの対策を取ること
で、転倒リスクを減少させた。この結果、身体拘束を使用せずに安全に生活を続けることができた。②家
族との連携強化。身体拘束を防ぐためには、家族の協力が不可欠であり、家族と密に連携し、身体拘束を
避ける方法について共有した。例えば、転倒リスクを減らすために、家族が日常的に見守りを行い、歩行
時の補助を行うことに合意し家族に対しても認知症ケアや事故防止の方法を指導し、家族が積極的にケア
に参加することで、身体拘束なしでの生活が実現できた。

６．身体拘束廃止や虐待防止に向
けて家族や地域住民が理解を深め
たほうが良い点は、どのような点
がありますか。（在宅介護におい
て家族による虐待について通報し
たことはどのようなケースです
か）

身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族や地域住民が理解を深めるべき点として、①尊厳と自立の重要性。
身体拘束を廃止し、虐待を防ぐためには、利用者の尊厳を守ることが何より重要であり、家族や地域住民
が、利用者が可能な限り自立した生活を維持できるよう支援することが大切であると理解することが必要
でる。特に、身体拘束が使用される理由やその影響についての理解を深めることが重要である。②代替手
段の理解と実践。
身体拘束を防ぐためには、代替手段を用いることが大切である。家族や地域住民が、例えば環境整備やリ
ハビリ、心理的サポートの重要性を理解し、特に、介護者がどのような工夫をすれば安全を確保できるの
か、どのような道具や支援が必要かを理解することが重要である。③虐待の予防と早期発見。家族や地域
住民が虐待の兆候を早期に発見できることも重要である。虐待はしばしば隠されがちで、周囲が気づかな
いうちに進行することがある。家族や地域住民が虐待の兆候を知り、早期に適切な対応をすることで、問
題が大きくなる前に対処することができる。また、家族自身が介護負担からストレスを感じ、虐待に繋が
るケースもあるため、支援体制やリソースを理解することが予防に繋がる。④地域コミュニティとの連
携。地域住民の理解が深まることで、地域全体での見守りや支援が強化される。例えば、地域での見守り
活動や介護者のサポートが強化されることで、在宅介護を行っている家族への精神的なサポートが増え、
虐待を防ぐための早期の相談が可能になる。
・家族の虐待により通報したケースについては経験はない。

７．今後、介護施設において身体
拘束ゼロを達成する為に何が必要
かご意見をお伺いします。

身体拘束の最小化に向けて、職員の意識改革、環境整備、個別のケアプラン作成、家族や地域との連携、
テクノロジーの活用、そして継続的な評価と改善が不可欠である。これらを組み合わせることで、利用者
の尊厳を守りつつ、安全で質の高いケアを提供することが可能となると考える。
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居宅介護支援

居宅介護支援事業所みはら

１．現在、身体拘束ゼロへの取組につい

て、貴事業所ではどのような取組をしてい

ますか。

身体拘束を伴う支援が行われているケースを発見した際は、速やかに管理者へ報告し、対応策

を検討する仕組みとしている。検討内容としては身体拘束を行っている具体的な状況の確認、

その必要性についてアセスメントを深めている。そのうえで、拘束時間を減らすことはできな

いか、代替手段がないか検討し担当者会議を開催して関係事業所全体で協議を行っている。ま

た、家族の理解と協力を得るために身体拘束の弊害などについて説明を丁寧に行い、適切な支

援へとつなげるように取り組んでいる。

教育計画に基づき、全スタッフを対象に3か月に1回、身体拘束の最小化に向けた研修を実施し

ている。研修では、認知症ケアの方法やICTを活用した福祉用具の活用、アクシデント発生時の

対応方法などを学び、適切な支援ができるように取り組んでいる。

２．身体拘束禁止11項目を行わずに、実際

の利用者の安全確保への独自的取りくみに

ついてお伺いします。

ケアマネジャーの訪問は最低月1回と決められているが、身体拘束や虐待リスクが高いケースで

は訪問頻度を多く設定し、通常1名で対応しているケアマネジャーを2名で対応する独自的取り

組みを行っている。関係事業所との情報共有も迅速に行われるようにしており、変化に対し速

やかな対応ができるように取り組んでいる。

３．施設賠償は転倒、転落に代表される介

護事故によるものがほとんどですが、入所

後・利用開始時に事故リスクについてご家

族にどのように説明、同意を得ています

か。

サービス提案をする際、ケアマネジャーが家族に対して、環境の変化により不安定な精神状態

になりやすいことや、一人で動き出してしまうなど転倒・転落などの事故リスクが高まりやす

いことを丁寧に説明している。そのうえで、利用者の身体・精神状態に適した事業所を選択

し、提案を行っている。選択した事業所との契約時には、ケアマネジャーも同席し、利用者の

身体・精神状態および予測される事故リスクについて事業所側と共有している。また、サービ

ス利用時における事業所側の見守り体制などの事故防止対策について説明し書面で同意を得て

いる。

４．在宅生活での身体拘束を防ぐための課

題、不足する社会資源があればお知らせく

ださい。

身体拘束を防ぐためには、継続的な見守りや適切なケアが求められる。しかし、現行の制度で

は訪問介護は「見守りのみ」を目的とした利用が認められておらず、十分な支援を提供するこ

とが難しい状況がある。そのため、家族の負担が増加し、結果として身体拘束に頼らざるを得

ないケースが生じる可能性がある。

いわゆる「動ける認知症」の方は、転倒や徘徊のリスクがあるにもかかわらず、介護度が低い

場合が多く、必要なサービスを十分に利用できないケースが見受けられる。特に、一定の認知

機能低下があっても身体機能が維持されている場合、サービスの供給量が制限されるため、家

族の負担が増し、適切なケアが困難になることがある。

現状では、見守りを含めた柔軟な訪問介護の提供、夜間対応の充実、介護度に拘わらず利用可

能な支援サービスの拡充が求められる。また、認知症高齢者を対象としたデイサービスや短時

間のレスパイトケアの選択肢を増やすことで、家族介護者の負担を軽減し、身体拘束を防ぐ環

境を整えることが重要と考える。

５．在宅支援におけるケアマネジャーや他

事業所との連携において、身体拘束廃止や

虐待防止で方針統一するうえで難しい場合

は、どのようなケースですか。また、身体

拘束を解除、もしくは防ぐことができた

ケースは、どのような取組を行いました

か。

サービス事業所によっては、身体拘束に対する理解が不足し利用者の転倒・転落などの事故が

発生した際の責任問題を憂慮し、安全確保を理由に過度な身体拘束を求めてくることがある。

家庭においては転倒・骨折の不安や24時間体制での介護により、身体的、精神的負担が大き

く、過度な身体拘束を強く求めてくることがあるため、統一が難しいことがある。

家族に対し認知症の病態やBPSDについて冊子を用いて説明を行い、理解を得る取り組みを行っ

た。また、取り組んだことにより解除することができた。見守りシステムやセンサーなどICTを

活用した福祉用具の活用例を示しながら積極的に情報を提供し、理解が得られるように取り組

み、拘束時間を最小化することができた。

６．身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族

や地域住民が理解を深めたほうが良い点

は、どのような点がありますか。（在宅介

護において家族による虐待について通報し

たことはどのようなケースですか）

1.認知症のある方が徘徊や妄想で地域住民とトラブルになると、在宅介護に対する先入観から

ハードルの高さを感じる。認知症の方は記憶障害や判断力の低下はあるが、人としての尊厳は

変わらないことなど、認知症についての正しい理解や適切な接し方などの知識を深めたほうが

よいと考える。

2.虐待に発展したケースはないが、家族が地域住民とのトラブルを気にし、本人を強く叱責す

る場面を目にしたことがある。家族の心理的負担が背景にあり、地域住民やサービス事業所

は、家族の在宅介護の負担感や心理についても理解を深めたほうがよいと考える。

７．今後、介護施設において身体拘束ゼロ

を達成する為に何が必要かご意見をお伺い

します。

認知症のある方を支えるために身体拘束に頼らないケアの選択肢を増やすことが必要である。

身体拘束ゼロの啓発活動を強化し、厳格なルールの運用を行っていく必要がある。そのうえで

施設の人員配置加算の拡充や見守り強化のための助成制度などの財政的支援が不可欠である。

また、保険外サービス（自費ヘルパー、見守り支援、テクノロジー活用など）を充実させ利用

者一人ひとりにあった選択ができることが必要と考える。

インタビュー項目
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特定施設入居者生活介護

ケアハウス笠松の郷(介護付き)

１．現在、身体拘束ゼロへの取組につい

て、貴事業所ではどのような取組をしてい

ますか。

法人として統一されている。年に2回法人として虐待、身体拘束につい

ての研修を実施している。委員長は主任クラスである。全員参加だ

が、参集できない場合は録画研修を実施して教育の統一を図る。24時

間シートの活用をしている。

２．身体拘束禁止11項目を行わずに、実際

の利用者の安全確保への独自的取りくみに

ついてお伺いします。

看護職と認知症症状について観察。通常のケアでは対応が難しい状態

の場合は精神科医師へ相談をする。２階からのエレベーターのボタン

に工夫をしている。前年度の末に見守り機器導入し、動向を観察して

いる。状態によっては短期入居を早めに切りあげることもある。

３．施設賠償は転倒、転落に代表される介

護事故によるものがほとんどですが、入居

後・利用開始時に事故リスクについてご家

族にどのように説明、同意を得ています

か。

ケアマネジャーが作っている冊子を活用してリスク説明している。

４．在宅生活での身体拘束を防ぐための課

題、不足する社会資源があればお知らせく

ださい。

介護は他人だからこそできる部分もある。家族は感情が追い付かない

場合もある。施設入居サービスは使う事に引け目を感じる傾向にある

と思う。理由としては家族が楽をしていると感じるようだ。施設利用

は時間をかけて利用者が慣れていくことも、丁寧に説明していく。施

設が閉塞的なイメージがあるようだ。

５．在宅支援におけるケアマネジャーや他

事業所との連携において、身体拘束廃止や

虐待防止で方針統一するうえで難しい場合

は、どのようなケースですか。また、身体

拘束を解除、もしくは防ぐことができた

ケースは、どのような取組を行いました

か。

特に入居前の取組としては、関わりの事例は少ない。（在宅の様子を

うかがう機会）ネグレクトと思われる利用者を受けた経験があった

が、事業所発信でケアマネジャーに報告した。

６．身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族

や地域住民が理解を深めたほうが良い点

は、どのような点がありますか。（在宅介

護において家族による虐待について通報し

たことはどのようなケースですか）

経済的な事よりも罪悪感の方が施設利用などを控える理由ではないか

と感じる。配偶者、女性、姪、甥によって負担に感じる部分が異なる

ようだ。自宅の場合経済的な余裕があるない等、身体拘束の原因は多

岐にわたる。

７．今後、介護施設において身体拘束ゼロ

を達成する為に何が必要かご意見をお伺い

します。

人手の問題ではないと考える。しちゃいけない事は理解している。ど

うしようもないと思う原因は何か考える事が大切。職員、家族が精神

科のイメージを正しく理解することも利用者のためになる。

インタビュー項目
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グループホーム

グループホーム笠松の郷

１．現在、身体拘束ゼロへの取組につい

て、貴事業所ではどのような取組をしてい

ますか。

委員会が存在している。身体拘束を利用者の尊厳の面から考えてい

る。レイアウトや環境整備、職員の教育に力を入れている。どうして

身体拘束しようと考えてしまうのかを掘り下げる。認知症ケアアドバ

イザーからの助言が学びになった。

２．身体拘束禁止11項目を行わずに、実際

の利用者の安全確保への独自的取りくみに

ついてお伺いします。

施設からの外出リスクはチャイムなどの活用で動向把握をしている。

クッション材などでけが防止策を講じている。レイアウト見直し、目

が届くような配置にしている。利用者の状態を職員間で共有し、必要

に応じ主治医への相談を実施する。施錠がないので、玄関前の事務所

に「声をかけてください」と利用者にわかるように張り紙でアナウン

スして、離設防止につなげる工夫をしている。補助金を活用して見守

りセンサー導入した。ベッドから長時間離れるとチャイムが鳴る。

３．施設賠償は転倒、転落に代表される介

護事故によるものがほとんどですが、入居

後・利用開始時に事故リスクについてご家

族にどのように説明、同意を得ています

か。

入居リスク口頭で説明している。特に資料はない。自宅でのリスク、

施設でのリスク。口頭での同意を得ている。

４．在宅生活での身体拘束を防ぐための課

題、不足する社会資源があればお知らせく

ださい。

認知症や高齢者の行動パターンを知識として知ることが大事。認知症

の周辺症状の理解が重要である。病院にそのような機能（認知症に対

する知識習得の場）があると家族はつながりやすいとおもう。記録の

書き方も、事実を正しく記載することも医療機関とのやり取りで効果

的と考える。

５．在宅支援におけるケアマネジャーや他

事業所との連携において、身体拘束廃止や

虐待防止で方針統一するうえで難しい場合

は、どのようなケースですか。また、身体

拘束を解除、もしくは防ぐことができた

ケースは、どのような取組を行いました

か。

環境の変化が引き金になることもある。体調不良で入院したが、入院

の際に拘束され、普段は穏やかな利用者が叫んでしまった。薬の調整

で落ち着いた。

６．身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族

や地域住民が理解を深めたほうが良い点

は、どのような点がありますか。（在宅介

護において家族による虐待について通報し

たことはどのようなケースですか）

認知症についての理解が必要である。介護保険サービスや認知症につ

いて子ども（男女問わず）のころから理解を深める事も大切ではない

かと考える。

７．今後、介護施設において身体拘束ゼロ

を達成する為に何が必要かご意見をお伺い

します。

職員には身体拘束の弊害についての理解を、繰り返し学ぶことが大

切。利用者の対応をかわってもらうなど、身体拘束行為に至る手前で

止めれるように、別手段を講じる工夫する。認知症ケアアドバイザー

からの助言が有効であり、実際のケアに役に立った。

インタビュー項目
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看護小規模多機能型居宅介護事業所

複合型サービス じゃんけんぽん観音寺

１．現在、身体拘束ゼロへの取組につい

て、貴事業所ではどのような取組をしてい

ますか。

法人全体で身体抑制はない。身体拘束の介護用具は置いていない。施

錠も夜間のみである。法人の考えとして身体拘束はゼロである。病院

で身体拘束されてきた利用者を多数受け入れている。ご家族の考えの

切り替えに時間をかける事がある。座卓で実際にはミトンなどもしな

いし、必要となってしまう状況を回避する方法を考えましょうという

事になっている。管理者は法人歴が長く、考えを浸透しやすい。利用

者の行動にあわせる為に、施設での時間の余裕を生む必要がある。そ

の為に時間で予定を立てないようにする。

２．身体拘束禁止11項目を行わずに、実際

の利用者の安全確保への独自的取りくみに

ついてお伺いします。

ケアマネジャーが理解が深い人が多いかもしれない。入院中に拘束さ

れていたかは病院からのサマリーとかでは拾いきれない。実態は家族

から聞くと長期間身体拘束されていたということもある。人手不足で

大変だからというのもある。認知症であって、足腰が元気な方の利用

が多い。職員間助け合いがうまくできると良い。

３．施設賠償は転倒、転落に代表される介

護事故によるものがほとんどですが、入所

後・利用開始時に事故リスクについてご家

族にどのように説明、同意を得ています

か。

過去の事例を伝え、リスクを伝える事が多い。最初の契約時に説明す

る。転倒のリスクは自宅にいても同様である、注意しても発生してし

まうと伝える。転倒時の怪我の低減の工夫をするようにする。家族は

身体拘束をやらない方向という事は理解していることが多い。

４．在宅生活での身体拘束を防ぐための課

題、不足する社会資源があればお知らせく

ださい。

在宅で身体拘束の事例よりも、病院での身体拘束の事例のイメージが

ある。病院では家族の理解も十分でない。迷惑をかけていることに対

する罪悪感に対して、専門職が許容（共感）することが大切ではない

か。一方ネグレクトが発生しているなどの、家族の生活にも影響して

いる場面では伝え方に困る。利用者本人は変わることができないの

で、周囲が変わって本人の行動に合わせるしかない。職員には近隣の

方が外にでていたら挨拶するよう指導している。（信頼関係の構築）

５．在宅支援におけるケアマネジャーや他

事業所との連携において、身体拘束廃止や

虐待防止で方針統一するうえで難しい場合

は、どのようなケースですか。また、身体

拘束を解除、もしくは防ぐことができた

ケースは、どのような取組を行いました

か。

病院からの退院の場合、「ミトンをするものだ」のように身体拘束を

しなくてはいけないものと考えている家族もいる。認知症による行動

は情報共有して対応する。本人は変わることができないがのでこちら

が変わるしかない。身体拘束をしなくて済む工夫は。時間通りにやろ

うとしない事もポイントである。予定は立てない事にする。時間で焦

らないように。点滴を抜去したりする場合には、本当にその点滴が必

要か、経口摂取できないか考えたりする。

６．身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族

や地域住民が理解を深めたほうが良い点

は、どのような点がありますか。（在宅介

護において家族による虐待について通報し

たことはどのようなケースですか）

地域では認知症になったら共助姿勢が崩れている事が多い。新聞受け

がたまっているときも地域の方はなかなか入りにくい。職員には専門

職ではなく住民の一人として関わるよう働きかける。時間がかかる構

築方法であるが、地域からの情報をもらう事に有効である。ご家族が

介護しているケースで地域括支援センターに協力を仰ぎ、情報共有し

て見守った事例がある。介護事業所が変更になっても、近隣のつなが

り、地域との連携を心掛けている。

７．今後、介護施設において身体拘束ゼロ

を達成する為に何が必要かご意見をお伺い

します。

看護師も介護職の業務を行い、職種で分けて訪問をしていない。SWか

ら看護師の配置の評価での紹介あり。やんわりとでもスピーチロック

してしまっていることに既存職員が気が付くことが大切。人材確保が

追い付かず人員基準に満たない事業所の乱立も良くない。職員に責任

を押し付けてしまうと無理が生じる。誰かが個別対応をしていても、

他の職員も協力する体制づくりが効果ある。

インタビュー項目
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短期入所生活介護

リフシア鵠沼海岸

１．現在、身体拘束ゼロへの取組につい

て、貴事業所ではどのような取組をしてい

ますか。

スピーチロックに注意している。利用前に拘束を受けていた場合は、

至った理由を確認し、介護ケアで対策できることを提案し、ご家族に

共有している。在宅では４点柵、拘束ベルトが多い。滑り落ち予防、

介護者がいないことが理由である。

２．身体拘束禁止11項目を行わずに、実際

の利用者の安全確保への独自的取組につい

てお伺いします。

短期入所では事故のリスクは伝える。本人の拘束がない状態で期待で

きる心身変化も併せて伝えている（向精神薬服用しないも含め）。個

別ケア・非常口センサーで離接予防・居室レイアウト工夫にて転倒防

止・死角になっている場所を作らない工夫し、職員の情報共有を行っ

ている。相談員が家族とケアマネジャーを通して医師とも情報共有を

図る。一人で見守りの場合には隣接ユニットにヘルプを依頼する。一

般の鍵を使用しているが、設置の位置に工夫している。事務所職員も

利用者の動きに注意している。

３．施設賠償は転倒、転落に代表される介

護事故によるものがほとんどですが、入所

後・利用開始時に事故リスクについてご家

族にどのように説明、同意を得ています

か。

起こりえる事を予測し最善のケアを努める事を前提に、契約書類にあ

る同意書を用いてリスク共有をしている。契約締結時には信頼関係は

ない。コミュニケーション取りながら細かく様子を伝える。

４．在宅生活での身体拘束を防ぐための課

題、不足する社会資源があればお知らせく

ださい。

ご家族の拘束している人は介護に熱心な方が多い。担当ケアマネ

ジャーを中心にもう少し家族の介護に踏み込むほうがよいとおもう。

そうせざるを得ない孤立感に目を向けることが重要。

５．在宅支援におけるケアマネジャーや他

事業所との連携において、身体拘束廃止や

虐待防止で方針統一するうえで難しい場合

は、どのようなケースですか。また、身体

拘束を解除、もしくは防ぐことができた

ケースは、どのような取組を行いました

か。

施設での取り組みを伝えることで、安心して頂けるよう努めている。

居宅介護事業所はけがをさせないでほしいというのが一番の優先事項

である。問い合わせの際に、身体拘束はしない旨、はっきり伝えてい

る。ケアマネも家族もけがに対しては慎重であるが、ケアマネの方が

サービス利用中のケガについてはシビアである。実際排便コントロー

ルがうまくいかない場合、在宅で排泄の始末一つとっても施設とは違

う。

６．身体拘束廃止や虐待防止に向けて家族

や地域住民が理解を深めたほうが良い点

は、どのような点がありますか。（在宅介

護において家族による虐待について通報し

たことはどのようなケースですか）

拘束も、虐待も介護を懸命にしている人がおおい。いらだち、孤立を

本人に向けてしまうという負の連鎖がある。支えている家族のコミュ

ニティをつながりも有効では。支え手を守る仕組み。助けをも困って

いる事とか思いとかはない。認知症の方の世界観、リスクを研修で学

ぶ。職員の介護負担も業務改善を進めることが必要、アセスメントは

日々変わる。

７．今後、介護施設において身体拘束ゼロ

を達成する為に何が必要かご意見をお伺い

します。

本人の尊厳、意思。一人で支えるということの否定。在宅では変化し

てから動く、結果サービス介入が遅くなる。

インタビュー項目
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１．まとめと考察 

①在宅系の身体拘束の傾向など 

身体拘束の弊害などを説明し、なおも本人・家族が身体拘束を要請する場合に身体拘束

を行うと回答している事業所は、訪問看護、居宅介護支援、短期入所生活介護では約 30～

40％存在している。また、在宅系では、約 40％が主たる介護者などからの意向によると回

答しており、その背景として虐待の定義を知らず転倒・転落など事故を防ぐことが優先さ

れてしまうことが理由として挙げられている。また、介護力のある家族の方が要請する傾

向が表れている。 

その他、身体拘束実施している利用者の約 40％は入所前の情報もしくは入所時の情報に

伴い身体拘束に至っており、入院中の情報が継続され特定施設入居者生活介護、短期入所

生活介護、訪問看護などで身体拘束の判断がなされる傾向があり、時には退院時に医療機

関から家族が申し送りを受け行っている場合もある。 

 

【家族が身体拘束を要請する理由（想定）】 

⚫ 身体拘束の弊害を知らない。 

⚫ 退院時の申し送りから必要と認識している。 

⚫ 見守りができないことから、事故や転落、徘徊などを危惧している。 

⚫ 事故や転落などが発生した場合、罪悪感に苛まれ一生後悔すると考えている。 

⚫ 介護量が増えることへの不安による。 

⚫ 予測ができない不安から現状維持を望む。 

⚫ 自己の生活とのバランスが崩れることに不安がある。 

⚫ 代替策がわからない。 

⚫ 近隣に迷惑をかける。 

⚫ 近隣や警察、消防等から迷惑といわれるなどが想定される。 

 

身体拘束を行わないことによる訴訟への不安は、事業種別により異なるものの、約 30～

50％の事業所が抱いている。家族や地域住民が身体拘束の弊害を知らないために、事故リ

スクにのみ視点が向いていることが、身体拘束を行わないことによる事故発生時の訴訟リ

スクの不安を拡大する要因の一つであると考えられる。 

 

  

第５章 まとめと考察・提言 
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以下に居住系、多機能系と在宅系の身体拘束に影響する環境の違いを整理した。 

視点 居住系 多機能系 在宅系 

主な支援者 介護職員等 介護職員等、家

族 

家族、もしくは不在 

主な支援者の専

門性 

介護福祉士等介

護職員＋研修 

介護福祉士等介

護職員＋研修 

無し 

（身体拘束の弊害を知らない、

緊急性の判断基準が低め、代替

性は考えられない、専門的観察

力は持っていない。） 

主な支援者のス

トレスコントロ

ール 

自己コントロー

ルの学習 

職員同士の会

話・職員交代 

自己コントロー

ルの学習 

職員同士の会

話・職員交代 

ショートや通所事業の利用、家

族の会など。地域に不足 

支援可能な時間

帯 

24時間 24時間 家庭により異なる。 

ケアプランによる専門職の支援 

※24時間の状態観察や柔軟なカ

ンファレンスの開催がしにく

い。 

費用負担（セン

サー導入） 

補助金等事業所

負担 

補助金等事業所

負担 

福祉用具貸与（認知症老人徘徊

感知機器）もしくは自費 

費用負担（見守

り） 

介護報酬など利

用料に包括 

介護報酬など利

用料に包括 

24時間定期巡回サービス、民

間・インフォーマルサービス 

地域に不足 

身体拘束ゼロに

向けた意識（や

むを得ない場合

のみ許容されう

る行為の水準） 

特定施設

（14.2％） 

グループホーム 

（20.9％） 

短期入所生活介

護（21.7%） 

小規模多機能型

居宅介護

（14.1％） 

看護小規模多機

能型居宅介護 

（22.0％） 

訪問看護 

（32.8％） 

居宅介護支援 

（25.2％） 

方針統一 事業所単位 事業所単位 複数事業所や住民・警察等各種

関係機関が関係する。 

（指針・マニュアルは事業所単

位、住民や警察等は理解が十分

ではない。） 

※訪問系では身体拘束ゼロ化に

向けた取組は約 20％が実施して

いない。 

家族の生活様式

への影響 

限定的 限定的 影響が大きい 
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在宅生活の場合は、サービス担当者会議で身体拘束に至った場合の状況を共有してお

り、利用者・家族への説明はサービス提供事業所などが実施している。このことから実態

としては、サービス提供にかかわる事業所が協力してモニタリングを行うのではなく特定

の事業所が中心で行っている可能性がある。 

また、特に在宅系（訪問看護、居宅介護支援）では、“やむを得ない場合のみ許容され

うる行為”と捉えられる割合が高い傾向がある。 

 

②不足する社会資源 

在宅では、施設などと異なり、独居など介護者が不在の場合の見守りが不足する時間帯

を担うボランティアや近隣住民の参加が必要とされるとともに、介護度に拘わらず状態に

応じた柔軟な支援サービスが不足している。その他、認知症高齢者を対象としたデイサー

ビスや短時間のレスパイトケアなど多様な選択肢が不足している。介護者へのメンタルヘ

ルスサービスや身体拘束に関する理解を深める公的研修などがあげられている。また、金

銭面の問題によりサービスの利用を控えることを避けるためにも金銭面への相談窓口が求

められている。 

 

③身体拘束実施時期を判断した時期（医療機関との連携） 

身体拘束 11禁止行為実施対象者のうち、約 40％は入所前・利用前の情報に伴い判断し

ている。入院先や在宅介護において身体拘束をしていた場合は、入所や利用開始時から身

体拘束で対応することが多い傾向があった。また、身体拘束 11禁止行為を退院時の申し

送りとして適正な理解の無いまま家族に伝えられる場合も生じている。 

 

④身体拘束 11禁止行為実施事業所の傾向（適正な手続きの実施の有無は未確認） 

身体拘束 11禁止行為実施事業所の傾向について、一定母数のある 3事業種別の特徴は

以下の通りである。 

 

■短期入所生活介護 

研修などは行っているものの、経営層自らの倫理・理念への実践が弱く、チームケアや

多職種での多角的視点での支援や職員が相談できる体制が弱い傾向があった。また、新規

採用時のカリキュラムとして身体拘束の研修を実施しているケースが少ない。工夫として

排せつリズムの把握などまでは至っていない。 

このことから、トップの方針が不明瞭で管理が統一されていないことから、全職員に方

針が伝わっていない状態であり、支援内容の情報共有は行っているものの、多職種で視野

を広げたり多様な視点での工夫を考える場が少なく、全体にコミュニケーションが不足し

ている可能性がある。 
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短期入所生活介護では、要介護度や認知症日常生活自立度にかかわらず身体拘束が行わ

れる場合が他事業種別より多く、その要因として鼻腔栄養、膀胱カテーテルなど受け入れ

が難しいケースを受けていることが影響していると考えられる。また、半数はチューブ類

等が無いケースであり、訴訟リスクを伴う転倒・転落の懸念によるものと推察される。 

 

■訪問看護 

在宅生活において排せつリズムの把握などが弱く、拘束を避けるためのケアの工夫に関

する施設内研修の定期的な開催、新規採用時のカリキュラムとして実施が低く、他法人や

過去の考察などの学習機会が少ない傾向がある。このことからリスク回避を重視した対応

であり、全身管理の予測に基づく支援が弱い可能性がある。 

訪問看護ステーションでは、身体拘束 11禁止行為実施の有無にかかわらず“やむを得

ない場合のみ許容されうると思う行為”として、Ｙ字型抑制帯や腰ベルトが約 50％、つな

ぎ服も約 65％の事業所が回答している。医療職における安全性とのバランスの判断の難し

さがうかがえる。 

 

■居宅介護支援 

拘束を避けるためのケアの工夫に関する施設内研修の定期的な開催、新規採用時のカリ

キュラムとして実施が低い傾向がある。また、倫理観や高齢者介護、認知症ケアなどの知

識を高めているものの、職員同士が相互に声をかけあう職場環境になるよう取り組んでい

る割合が低い傾向がある。また、身体拘束を避けるために行うことがある工夫は、見守り

の強化や 2人介助など人力による対応に視点が偏っている傾向がある。 

介護支援専門員資格を有した経験者の採用であることから事業所としての姿勢を伝える

機会が少なく、個人の判断が重視されて他事業所とのチームの方針統一まで至っていない

状態であり、担当者によって支援の工夫について視点が限定している可能性がある。  
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２．提言 

在宅介護では、主たる養護者が介護の中心を担っている。そのため、24時間専門職であ

る介護職員が常駐している施設とは異なり、専門職の関与は限定的となる。また、個々の

家庭によって介護できる環境、また、養護者の生活の保持と両立できる介護量、時間帯な

どが異なってくる。さらに、身体拘束に対する養護者の認識や理解も異なっている。 

施設系、居住系事業では、緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、三要件である『切迫

性』、『非代替性』、『一時性』に基づき、家族を含めた関係者の協議のうえ慎重に判断を行

い“緊急やむを得ない場合”と判断された場合、その態様及び時間、利用者の心身の状況

と理由を記録し、利用者・家族に文章で同意を得、経過観察記録により再検討を行い、三

要件が解消された場合、身体拘束が解除となる。施設系、居住系では、必要に応じて 24

時間で状態観察を行い、施設によっては日々のカンファレンスにより判断しながら速やか

な身体拘束の解除に向けた協議を行うことが可能な環境である。判断の下支えとなるもの

は、身体拘束ゼロに対する明確な方針であり、統一した姿勢の周知が重要である。 

高齢者介護分野では、適切な手続きを経ず身体拘束の行為を行った場合は、高齢者虐待

に該当すると定義されている。しかし、在宅での介護においては、同じ尺度で解釈するこ

とが難しい環境がある。 

在宅における介護は、多様な事業所が原則ケアプランに位置付けられた時間を中心に状

態観察を行い、独居の場合はその狭間の時間を埋める養護者さえ存在しない状況がある。

養護者がいる場合のやり取りは必ずしも対面でできるとは限らずノートや電話、メールな

どで行われる。また、独居で認知機能に問題がある場合などは、事業所間のみのやり取り

となる可能性さえある。そのため、事業所の関与の無い時間帯の安全確保が重要な判断基

準ともなり得る環境にある。 

在宅介護においては、点滴など処置時間に限定される場合は一時性の判断がしやすい

が、転倒・転落、外出（徘徊）、抜去等によるリスクが予想される状態では、養護者のみ

の時間帯、もしくは養護者さえ不在の時間帯の対応まで、事業所従事者が責任を負うこと

は困難である。そして、養護者自身の生活を保持し、養護者自身の尊厳を尊重することも

重要な視点となる。身体拘束三要件に照らした適切な手続きがなくても、介護負担を緩和

する工夫の一つとして個々の家庭の中で、時には身体拘束に該当する行為が存在している

ことも事実である。 

居宅介護支援では身体拘束対象者の半数以上は、介護可能な家族が同居しているケース

であった。施設系の考え方を杓子定規に照らして、身体拘束 11禁止行為の是非を問うこ

とは、時には却って養護者を追い詰め誰もが望んでいない結果を招きかねない。 

しかしながら、今回の調査では、身体拘束の必要性が判断された時期は、入所（利用）

前の情報に基づくものが 40％近くであった。インタビューにおいても身体拘束と退院時に

病院から必要事項として身体拘束と判断される行為を伝えられたり、養護者が身体拘束と

の理解がなく実施しているケースが存在していることが複数あげられていた。退院時カン
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ファレンスにおいて、本人家族とともに関係する職種が協働で、自宅での身体拘束の必要

性が少しでも少なく済む方法を追求しつつ本人家族の尊厳が守られていく社会になること

を願う。 

身体拘束が高齢者の心身に与える影響は、施設であろうが、在宅であろうが同様に生

じ、高齢者自身の生きる意欲を極度に低下させる結果を招くことには、変わりはない。養

護者の心身のバランスが保てた状態で継続して在宅介護ができる環境を、介護事業者は、

協力して、個々の異なる家庭環境においても多様な可能性を模索しながら保持していける

よう、支援をすることが介護事業の専門職としてあるべき姿であると考える。 

それが実現しやすくなるためには、介護にかかわる関係機関だけでなく、地域住民や警

察、消防署なども含めて地域の関係者が身体拘束の弊害を理解し、利用者の尊厳を重視し

た考え方が浸透していくことが求められる。そして、社会資源として見守りボランティア

が増え、障害福祉サービスのように状態に応じた短時間、頻回の見守りのための報酬体系

なども養護者を支えるための方策として今後の検討事項といえる。 

在宅での介護では、利用者一人ひとりの支援のために選定された多様な関係機関が集ま

り、サービス担当者会議で身体拘束の実施の有無を検討する流れである。その際、見えて

いない時間帯の状態も可能な限り把握及び推察し、本人及び養護者の状態を勘案し、慎重

な判断にて対応方法が協議され、身体拘束ゼロ化が少しでも実現できていくことを期待す

る。 
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附録１ 調査票 
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厚生労働省　令和6年度老人保健健康増進等事業 【調査実施機関：全日本病院協会】

※１１月２５日（月）までに利用者調査票と合わせてご回答・ご返送ください。

※貴施設のうち、  施設の責任者の方がご記入ください。

問１　貴施設の名称と定員数、もしくは該当の数字をご記入ください。

１）施設名

２）施設種別 ※短期入所で併設と空床がある場合は、併設についてご記入ください。

（１：特定施設、２：グループホーム、３：短期入所（単独）、４：短期入所（併設）、５：短期入所（空床））

３）定員数 人

４）法人格

５）回答者名 ６）連絡先電話番号

問２　令和６ 年９ 月 1 日における貴施設の体制をご記入ください。

１）常勤換算職員数（小数点第2位を四捨五入）

うち うち

１）－ⅰ 認知症ケア専門士の配置人数　※常勤職員のうちの資格者（実人数）

看護職員（看護師・准看護師）

介護職員

その他 （その他の職種）

２）1日当たり平均夜勤職員配置　※常勤換算職員 ． 人 うち看護職員 ． 人 介護職員 ． 人

EPA/技能実習

生/特定技能実

習生/在留資格

【介護】

　．　． 　． 　．

認知症介護

実践リーダー

研修受講者

看護師

人

人

人

　． 　． 　．

准看護師 介護職員

介護

福祉士

認知症介護

実践者研修

受講者

　． 　．　．

介護施設・事業所等における高齢者虐待防止・身体拘束廃止の取組推進に向けた調査研究事業

介護施設等調査票（特定施設入居者生活介護・グループホーム・短期入所用）

認知症認

定看護師

　．

医師

　． 　．　．

　．非常勤職員数

常勤職員数

（１：医療法人、２：社会福祉法人、３：財団法人・社団法人、４：株式会社、５：有限会社、６：NPO法人、７：その他）

　． 　．

PT/OT

/ST

　． 　． 　．

A
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３）協力医療機関との連携内容（当てはまる番号全てに○）

①入所者の診療（外来）の受入が確保されている

②入所者の往診に来てくれる体制が確保されている

③入所者の急変時等に、医師又は看護職員が夜間休日を含め相談対応する体制が確保されている

④診療の求めに対して、夜間休日を含め診療が可能な体制が確保されている

⑤緊急時に原則入院できる体制が確保されている

⑥入所者が死亡した場合の死亡診断書の発行が確保されている

⑦身体拘束の実施における判断に関わる助言及び支援を行う体制が確保されている

⑧いずれの対応も確保されていない

１）新規入所者数 ２）入所延べ数 ３）退所者数（死亡退所含む）

※請求延べ人数（3ヵ月利用の場合は、３）

４）身体拘束廃止未実施減算（どちらかに○をしてください） ・ ２:該当 要件：委員会実施、指針整備、研修実施

※短期入所は1年間の経過措置があり現在の減算の有無に関わらず要件を満たしていない場合は「２：該当」とする。

５）拘束が必要という理由で受入を断った件数

調査日：

問 ４　調査日における貴施設の入所者数をご記入ください。

１） 調査日において入所している者の数（調査日に退所または死亡した者を除く）

１）－ⅰ 入所者の内訳 ※短期入所の場合、調査日に入所している利用者のみ

要支援１ 要介護１ 要介護３ 要介護５

要支援２ 要介護２ 要介護４ 入院中

２） １）のうち認知症高齢者の日常生活自立度（もしくは同様の状態に該当する利用者数）

①自立（認知症の症状や精神症状は特にない）

②Ⅰ（何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している）

③Ⅱ（たびたび道に迷う、服薬管理ができない、金銭管理や買い物等これまでできたことにミスが目立つ）

④Ⅲ（着替え、食事、排便、排尿が上手にできない。徘徊、失禁、火の不始末、不潔行為等がある）

⑤Ⅳ（日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする）

⑥M（せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精神症状に起因する問題行動が継続する状態等）

人

（記入例：10／10）／

人

人

人 人 人 人

人 人

１:非該当

問３　令和６ 年 7 月 1 日～9 月 30 日（３ヵ月分）における、貴施設の入所・退所者数、入所延べ

　　　数（合計）をご記入ください。（数え方についての詳細は、記入要領をご覧ください。）

◆問 4～問 6 は、貴施設にて任意の 1 日を調査日として設定し、調査日欄に日付をご記入の上、その日

　の状況について、ご回答ください。

人 人

人

人

人

人

人

人

人

人
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１）ドレーン、点滴、チューブ類またはカテーテルを設置している。

２）せん妄状態がある。

３）徘徊することがある。

４）ベッド・車椅子等からの転落することがある。

５）かきむしり・自傷行為がある。

６）弄便・不潔行為がある。

７）異食行為がある。

８）椅子・車椅子からのずり落ちがある。

９）椅子・車椅子から不意に立ち上がりがある。（もしくは立ち上がろうとすることがある。）

10）立ち上がりや歩行時に転倒することがある。

11）脱衣やおむつはずしがある。

12）暴力行為がある（他害リスク）。

13）暴言がある。

14）性的逸脱がある。

15）睡眠障害や不穏症状がある。

16）介護（看護）に対して拒否することがある。

17）本人や家族から身体抑制の要請がある。

19）自殺企図がある。

（ａ）身体拘束の禁止行為

※実施の有無のいずれかに○を付け、実施人数を記載してください。

１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

２）転落しないようにベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

３）自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）や壁で囲む。

４）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る。

７）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子（車椅子含む）を使用する。

８）脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

９）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

人

問５　調査日における下記の状態にある入所者数をご記入ください。

　　　（複数項目に該当する入所者は、各項目にカウントしてご記入ください。）

人

人

人

人

人

人

人

人

問６　調査日における緊急やむを得ず行っている身体拘束や状況把握についてご記入ください。

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人

実施の有無

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

18）過去に認知症の周辺症状によって転院や介護施設等からの退所を求められ貴施設に移った経緯が

　　 ある。

実施人数

５）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、

　　手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。

６）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰ベル

　　ト、車椅子テーブルをつける。

人

人

人

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人
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（ｂ）状況把握

12）ベッドの三方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

13）自分の意思で出ることのできないフロアに滞在させる。

14）鈴などの音の出る装置を体に装着し、徘徊や転落を察知する。

16）部屋の出入口に通過を検知するマットセンサーを設置し、徘徊や転落を察知する。

17）テレビ監視モニタを用いて、徘徊や転落を察知する。

問 7　ａ）令和６年9月に、貴施設における発生した下記の事象の件数をご記入ください。

ｂ）令和５年８月～令和６年９月の間で損害賠償に発展した件数をご記入ください。

　　　ｃ）令和５年８月～令和６年９月の間で治療費のみ負担した件数をご記入ください。

ａ件数

１) 転倒 件 件

２) ベッド・車椅子等からの転落 件 件

３) 転倒やベッド・車椅子等から の転落に伴う入所者の骨折 件 件

４) ドレーン、点滴、チューブ類、 カテーテル等の自己抜去 件 件

５）他の入所者や職員への暴力 件 件

６）他の利用者や職員への暴言 件 件

７）その他、貴施設が事故と判断 した事象 件 件

人

件

件

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人

人

c　治療費のみ負担件数ｂ 賠償（保険適用）件数

件

件

件

件

件

人

人

15）ベッドの周囲に離床を検知するマットセンサーや赤外線センサー等を設置し、徘徊や

　　転落を察知する。
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問８　身体拘束・抑制に関する下記の対応について、貴施設での実施状況をご記入ください。

１) 身体拘束ゼロ化の方針（いずれか１つ）

①施設としてゼロ化を打ち出している

②現場レベルでゼロ化に取り組んでいる

③特段の取組なし

２) 身体拘束ゼロ化に向けたケアの工夫等をまとめたマニュアル等（いずれか１つ）

①マニュアル等の資料を配布 し、職員間で読み合わせを している

②マニュアル等の資料を配布しているが、読み合わせは行っていない

③マニュアル等の資料の配布は行っていない

④マニュアル等はない

３) 身体拘束実施の要件・手続等を定めたガイドライン（指針）等の運用（いずれか１つ）

①実施要件・実施時の手続きの両方を定めたガイドライン・規程（指針）等がある

②実施要件のみを定めたガイドライン・規程（指針）等がある

③実施時の手続きのみを定めたガイドライン・規程（指針）等がある

④ガイドライン・規程（指針）等はない

４) 身体拘束を実施する前に、拘束を避けるためのケアの再検討を行うか（いずれか１つ）

①必ず再検討する

②再検討することが多い

③再検討することもある

④再検討をほとんどしない

５） 身体拘束を避けるために行うことがある工夫（当てはまる番号全てに○）

①点滴等の部位を工夫し、管が入所者の目に触れないようにする。

②経管栄養にあたり、鼻腔チューブや胃ろうの管が入所者の目に触れないようにする。

③床マットや超低床ベッドを用い、万一のベッドからの転落ダメージを減らす。

④ヒッププロテクター等の骨折のリスクを減らす用具を用いる。

⑤車椅子に長時間座るのを避け、居心地の良いソファー等に乗り換えてもらう。

⑥見守りのしやすい場所に移動してもらう。

⑦見守りのしやすい時間帯に処置等を行う。

⑧リスクの高い入所者に対し、見守りや付添いの当番をおく。

⑨リスクの発生しやすい時間帯を見越した勤務表の工夫を行う。

⑩24時間シートなどを活用した生活リズムの把握

⑪排せつリズムの把握

⑫ベッド周辺へのセンサー導入

⑬座位保持等のための訓練の実施

⑭２人介助等介助方法の見直し

⑮薬剤調整

⑯その他 （その他の内容）
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①専門の委員会を開催して承認する。

②専門の委員会以外の会議・カンファレンス等を開催して承認する。

③施設長（施設管理者）が承認する。

④施設長以外の医師が承認する。

⑤現場のトップが承認する。

⑥担当職員個人が判断する。

⑦専門の委員会に第三者や外部の専門家が関与する。

①ドレーン、点滴、チューブ類またはカテーテルを設置している。

②せん妄状態がある。

③徘徊することがある。

④ベッド・車椅子等からの転落することがある。

⑤かきむしり・自傷行為がある。

⑥弄便・不潔行為がある。

⑦異食行為がある。

⑧椅子・車椅子からのずり落ちがある。

⑨椅子・車椅子から不意に立ち上がりがある。（もしくは立ち上がろうとすることがある。）

⑩立ち上がりや歩行時に転倒することがある。

⑪脱衣やおむつはずしがある。

⑫暴力行為がある（他害リスク）。

⑬暴言がある。

⑭性的逸脱がある。

⑮睡眠障害や不穏症状がある。

⑯介護（看護）に対して拒否することがある。

⑰本人や家族から身体抑制の要請がある。

⑲自殺企図がある。

⑳その他 （その他の内容）

６）身体拘束の実施承認を行う体制（当てはまる番号全てに○）

　　※事例がない場合も発生した場合を想定してご記入ください。

７) 調査日における、緊急やむを得ないと判断して身体拘束を実施している利用者数の状態像

　　（複数項目に該当する利用者は、各項目にカウントしてご記入ください。）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

⑱過去に認知症の周辺症状によって転院や介護施設等からの退所を求められ貴施設に移った

　経緯がある。

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人
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８) 身体拘束実施中の一時的な解除（いずれか一つ）

①身体拘束を実施中であっても、入所者の状態に応じてこまめに拘束を解除することがある

②身体拘束を実施中は、拘束状態を維持し続けることがある

③身体拘束実施直後から、解除のための環境整備や人員や支援方法の見直しを行うことがある

※例：「日中の12時間の様子をもとに担当者会議を行い、継続/終了の判断を行っている」など

①本人・家族の要請に関わ らず、原則として拘束は 行わない

②身体拘束の弊害等を説明し、 なおも拘束を要請する場合 には拘束を行う

③本人・家族の要請があ る場合は、それに従っ て拘束を行う

④入所を断る

１１) 身体拘束を避けるための研修・学習として 実施している取組 （当てはまる番号全てに○）

①拘束を避けるためのケアの工夫に関する施設内研修の定期的な開催など

②認知症や認知症ケアに対する認識を深めるための施設内研修の定期的な開催など

③拘束を行ったケースに関する事後的なケース検討会の実施など

④新規採用時のカリキュラムとして実施など

⑤身体拘束を体験するなどの実技形式の研修など

⑥認知症高齢者の家族の思いを傾聴するなど在宅介護の精神状況や環境理解を深める研修など

⑦他法人や過去の自法人の事例研究（身体拘束に関わる）の考察学習など

⑧身体拘束をテーマとし、職責等を勘案した階層別研修の実施など

⑨全人的苦悩の理解、意思決定支援の積極的導入など、利用者中心のケアの実現のための研修など

⑩身体拘束が適正な手続きを実施しない場合虐待になることの理解を促す研修など

⑪その他 （その他の内容）

１０) 貴施設側は拘束の必要はないと判断しているが、本人・家族から身体拘束の要請がある場合の対応

　（いずれか一つ）

９）身体拘束の継続／終了を判断するタイミングについて貴施設の考えをご記入ください。
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【選択肢】 １：理由を問わず絶対に避けるべきだと思う

２：やむを得ない場合のみ許容されうると思う

３：許容されると思う

１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

２）転落しないようにベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

３）自分で降りられないように、ベッドの四方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

４）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る。

７）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子（車椅子含む）を使用する。

８）脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

９）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

12）ベッドの三方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

13）自分の意思で出ることのできないフロアに滞在させる。

14）鈴などの音の出る装置を体に装着し、徘徊や転落を察知する。

15）ベッドの周囲に離床を検知するマットセンサーや赤外線センサー等を設置し、徘徊や転落を察知する。

16）部屋の出入口に通過を検知するマットセンサーを設置し、徘徊や転落 を察知する。

17）テレビ監視モニタを用いて、徘徊や転落を察知する。

６）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰ベルト、車椅子

　　テーブルをつける。

◆1）～17）の回答で「３：許容されると思う」を選んだ方のみ、どのような状況であれば許容されると考えますか。

　その理由を具体的にご記入ください。

問９　下記の身体拘束や入所者の状況把握が許容されうるかについて、あなたの考えに最も近い番号

　　　１～３を選んでください。

◇1）～11）の身体拘束の禁止事項に追加した方が良いと考える行為があれば、ご記入ください。

　　（例：安易に抗精神病薬を使用するなど）

５）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように手指の機能を

　　制限するミトン型の手袋等をつける。
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１）転倒リスク評価の結果

３）施設に移るという環境の変化による転倒の危険性の増大

４）リハビリや治療に伴って運動機能が回復することに伴い転倒リスクが高まる例があること

５）身体拘束（動けないようにしばりつけたりすること）をしないこととその理由

６）施設内で実施している転倒防止対策

７）本人および家族に気を付けてほしいこと

10）転倒発生時の施設の対応手順（頭部外傷時の CT 撮影の考え方、骨折時の対応など）

【選択肢】 １：非常に不安に思う ２：不安に思う ３：あまり不安に思わない

１,２を選んだ方は、不安な行為の例をご記入ください。

【選択肢】 １：非常に不安に思う ２：不安に思う ３：あまり不安に思わない

１,２を選んだ方は、不安な紛争の例をご記入ください。

問１０　入所（入所開始）時に本人家族に事故発生のリスクに関して説明している内容をご記入くださ

い。

２）入所時および入所中の健康状態悪化や基本的な生活動作低下（食事・入浴・排尿・排便・移動

    ・着替えなどの介助が必要）に伴う転倒の危険性

１) 身体拘束に該当するか否かのグレーゾーンがあり、そのような行為を実施したことが後に、本人・家族との紛争や

　　行政指導を招くのではないか。

８）転倒の発生機序と転倒予防策を講じていても一定の確率で転倒が発生しうること

　　（特に転倒リスクの高い人ではその可能性が高いこと）

２） 身体拘束を行わず、万一骨折等の事故が起こった場合、本人・家族との紛争を招くのではないか。

問１１　身体拘束の実施・不実施に関して不安等を感じることがありますか。最も近い番号

　　　　１～３をご記入ください。（いずれか１つ）

９）転倒に伴って骨折や頭蓋内出血などが発生して生活機能の低下や生命に影響を及ぼすことが

　　あり得ること
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①経営層自らが倫理・理念の実践に向け取り組んでいる。

②判断基準の最優先事項は業績向上（稼働率向上など）である。

③経営層自らが虐待や身体拘束に関する理解や認識を深めるよう取り組んでいる。

④経営層は現場の実態に即した判断を行っている。

⑤利用者へのアセスメントの重要性を理解した支援を行っている。

⑥チームケア・多職種連携（外部専門家を含む）で多角的視点で支援を行っている。

⑦支援内容の変更が浸透し確実に実践できるよう職員教育を行っている。

⑧第三者（住民、ボランティア、評価など）の目が入る機会を設定し開かれた施設運営を行っている。

⑨感染症予防の観点からご家族や業者の出入りを禁止している。

⑩事故や苦情が発生した場合、委員会で要因分析をし、解決結果を共有している。

⑪ムリ・ムラ・ムダを浸透させ業務効率のための見直しを継続して行っている。

⑫職員の業務負担の偏りを改善している。

⑬職員の高齢者介護や認知症ケア等に関する知識・技術不足を高めている。

⑭職員の倫理観・理念に基づく判断を浸透している。

⑮職員の虐待や権利擁護、身体拘束に関する知識・認識を深めている。

⑯担当者を決め、虐待防止委員会を設置し検討結果の共有をしている。

⑰職員が相談できる体制を構築し、相談しやすいよう見直しを行っている。

⑱職員のストレス・感情コントロールを適正に行えるよう工夫している。

⑲職員の性格や資質の問題を把握し対応している。

⑳職員同士が相互に声をかけあう（挨拶や注意など）職場環境になるよう取り組んでいる。

㉑その他 （その他の内容）

①組織内部の上司、同僚等に相談・報告をした。（あなたが責任者の場合は、相談又は報告を受けた。）

②市区町村や地域包括支援センターの相談窓口に相談・通報した。

③相談・通報いずれもしなかった。

④そのような状況は確認したことがない。

⑤その他 （その他の内容）

問１２　貴施設での取組や組織の状態についてご記入ください。（当てはまる番号全てに○）

問１3　適正な手続きを実施していない身体拘束や虐待と思われる状況を確認した際の相談等に関して

　　　  ご記入ください。 （当てはまる番号全てに○）

　　　　※相談等については、「組織」や「個人」は問いません。
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①虐待防止のための対策検討委員会の実施

②委員会結果の従業者への周知

③虐待防止のための指針の整備

④虐待防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置

⑤研修の実施

◆ ⑤研修の実施に「○」をした方のみ（当てはまるものすべてに○）

経営者への研修実施

管理者への研修実施

従業者への研修実施

５）身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源があればご記入ください。

問１４　身体拘束や虐待の防止についてご記入ください。

１）身体拘束を解除するに至ったケース、もしくは身体拘束の実施を防げた対応策を具体的にご記入ください。

３）虐待を防止するため工夫している内容を具体的にご記入ください。

２）虐待を防止するために実施している取組（当てはまる番号全てに○）

４）虐待を防止するために最も必要な取組とその内容を具体的にご記入ください。
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１）身体拘束の実施承認における居宅介護支援事業所の担当ケアマネジャーとの連携体制（当てはまる番号全てに○）

①他事業所での実施状況を担当ケアマネジャーから聴取してその内容をもとに承認している。

②担当ケアマネジャーからの意見を事前に聴取してその内容をもとに承認している。

③担当ケアマネジャーに委員会や会議へ参加してもらい協議をして承認している。

④事前に利用者・家族に説明・同意後に施設で承認し、その後、担当ケアマネジャーへ報告をしている。

⑤他事業所でも実施しているため、承認する際には担当ケアマネジャーへの報告はしていない。

２）身体拘束の実施中の居宅介護支援事業所の担当ケアマネジャーとの連携体制（当てはまる番号全てに○）

①専門の委員会に担当のケアマネジャーにも参加してもらっている。

②専門の委員会以外の会議・カンファレンス等に担当のケアマネジャーにも参加してもらっている。

③施設長（施設管理者）から担当のケアマネジャーへ定期的に状況を報告している。

④現場のトップから担当のケアマネジャーへ定期的に状況を報告している。

⑤生活相談員から担当のケアマネジャーへ定期的に状況を報告している。

⑥担当職員個人から担当のケアマネジャーへ定期的に状況を報告している。

ご協力ありがとうございました。

問１５　短期入所の方のみご記入ください。（当てはまる番号全てに○）
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 【
利

用
者

調
査

票
（

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
・

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
・

短
期

入
所

用
）

　
身

体
拘

束
対

象
者

の
み

】
※

１
１

月
２

５
日

（
月

）
ま

で
に

介
護

施
設

等
調

査
票

と
あ

わ
せ

て
ご

回
答

・
ご

返
送

く
だ

さ
い

。

施
設

種
別

【
選

択
肢

】
１

：
特

定
施

設
、

２
：

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
、

３
：

短
期

入
所

（
単

独
）

利
用 者 N
o

(1
)

年
齢

(2
)

性
別

(3
)

入
所

年
月

日

(4
)

認
知

症
高

齢
者

日
常

生
活

自
立

度

(5
)

障
害

高
齢

者

日
常

生
活

自
立

度

(6
)

要
介

護
度

(7
)

行
っ

て
い

る
挿

管
・

点
滴

等

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(8
)

挿
管

・
点

滴
等

の

抜
去

の
場

合
の

リ

ス
ク

程
度

(9
)

薬
剤

の
投

与

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(1
0
)

行
動

症
状

・
事

象

（
※

複
数

選
択

　
例

 1
,3

,5
）

(1
1
)

行
動

症
状

等
に

起
因

と
す

る
他

の
医

療
機

関
や

他
の

介
護

施
設

か
ら

の
退

院
・

退
所

経
験

(1
2
)

入
所

者
の

身
体

拘
束

実
施

を
判

断
し

た
時

期

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1
0

1
1

⑯ 部 屋 の 出 入 口 に 通 過 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー を 設 置

　 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑰ テ レ ビ 監 視 モ ニ タ を 用 い て 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑪ 自 分 の 意 思 で 開 け る こ と の で き な い 居 室 等 に 隔 離 す る

⑫ ベ ッ ド の 三 方 を 柵 （ サ イ ド レ ー ル ） や 壁 で 囲 む

⑬ 自 分 の 意 思 で 出 る こ と の で き な い フ ロ ア に 滞 在 さ せ る

⑭ 鈴 な ど の 音 の 出 る 装 置 を 体 に 装 着 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知

　 す る

⑮ ベ ッ ド の 周 囲 に 離 床 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー や 赤 外 線

　 セ ン サ ー 等 を 設 置 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑥ 車 椅 子 や 椅 子 か ら ず り 落 ち た り 、 立 ち あ が っ た り し な い

　 よ う に Y 字 型 抑 制 帯 や 腰 ベ ル ト 、 車 椅 子 テ ー ブ ル を つ け る

⑦ 立 ち 上 が る 能 力 の あ る 人 の 立 ち 上 が り を 妨 げ る よ う な

　 椅 子 （ 車 椅 子 含 む ） を 使 用 す る

⑧ 脱 衣 や お む つ は ず し を 制 限 す る た め に 、 介 護 衣 （ つ な ぎ

　 服 ） を 着 せ る

⑨ 他 人 へ の 迷 惑 行 為 を 防 ぐ た め に 、 ベ ッ ド な ど に 体 幹 や 四

　 肢 を ひ も 等 で 縛 る

⑩ 行 動 を 落 ち 着 か せ る た め に 、 向 精 神 薬 を 過 剰 に 服 用 さ せ

　 る

① 徘 徊 し な い よ う に 、 車 椅 子 や 椅 子 、 ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

② 転 落 し な い よ う に ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢 を ひ も 等 で 縛 る

③ 自 分 で 降 り ら れ な い よ う に 、 ベ ッ ド を 柵 （ サ イ ド レ ー ル

　 ） や 壁 で 囲 む

④ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

⑤ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 又 は

　 皮 膚 を か き む し ら な い よ う に 手 指 の 機 能 を 制 限 す る ミ ト

　 ン 型 の 手 袋 等 を つ け る

◆
 介

護
施

設
等

調
査

票
（

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
・

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
・

短
期

入
所

用
）

の
問

４
～

問
６

の
調

査
日

に
お

け
る

身
体

拘
束

（
1
1
の

禁
止

項
目

）
に

該
当

す
る

利
用

者
全

て
に

つ
い

て
、

利
用

者
の

ご
担

当
者

が
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
不

足
す

る
場

合
は

お
手

数
で

す
が

本
用

紙
を

コ
ピ

ー
し

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

  
  

ご
提

出
前

に
、

記
入

漏
れ

が
な

い
か

、
再

度
ご

確
認

を
お

願
い

し
ま

す
。

無
記

入
が

あ
っ

た
場

合
、

お
問

い
合

わ
せ

を
さ

せ
て

い
た

だ
く

場
合

が
あ

り
ま

す
。

※
該

当
す

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

注
意

の
無

い
場

合
は

、
番

号
を

一
つ

選
ん

で
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

事
業

所
名

※
年

齢

を
実

数

で
記

入

し
て

く

だ
さ

い
。

１
：

男

２
：

女

※
西

暦
で

記
入

し
て

く
だ

さ

い
。

例
：

2
0
2
3
/1

0
/1

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

Ⅰ

４
：

Ⅱ
a

５
：

Ⅱ
b

６
：

Ⅲ
a

７
：

Ⅲ
b

８
：

Ⅳ

９
：

M

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

J1

４
：

J2

５
：

A
１

６
：

A
２

７
：

B
１

８
：

B
２

９
：

C
１

1
0
：

C
２

１
：

要
支

援

１ ２
：

要
支

援

２ ３
：

要
介

護

１ ４
：

要
介

護

２ ５
：

要
介

護

３ ６
：

要
介

護

４ ７
：

要
介

護

５ ８
．

未
認

定
・

申
請

中

９
：

非
該

当

１
：

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

２
：

気
管

切
開

チ
ュ

ー

ブ ３
：

鼻
腔

栄
養

４
：

経
腸

栄
養

５
：

中
心

静
脈

栄
養

６
：

腎
ろ

う

７
：

ド
レ

ー
ン

８
：

膀
胱

カ
テ

ー
テ

ル

９
：

点
滴

１
０

：
そ

の
他

の

チ
ュ

ー
ブ

、
カ

テ
ー

テ

ル
類

１
１

：
チ

ュ
ー

ブ
、

カ

テ
ー

テ
ル

類
の

使
用

な

し

１
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

２
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

こ
と

は
な

い
が

、
す

ぐ
に

再
度

の
設

備
や

挿
入

が
必

要 ３
：

数
時

間
は

様
子

見
が

可
能

１
：

抗
精

神
病

薬
・

抗
う

つ
薬

２
：

抗
不

安
薬

・
睡

眠
薬

３
：

抗
て

ん
か

ん
薬

４
：

そ
の

他
の

中
枢

神
経

系
用

薬

５
：

麻
薬

お
よ

び
類

似
品

６
：

高
血

圧
・

糖
尿

病
薬

７
：

骨
粗

し
ょ

う
症

に
対

す
る

薬

８
：

６
剤

以
上

の
薬

の
服

用

１
：

せ
ん

妄
状

態
に

あ
る

２
：

点
滴

・
チ

ュ
ー

ブ
類

を
抜

去
し

よ
う

と

す
る

３
：

実
際

に
点

滴
・

チ
ュ

ー
ブ

類
を

抜
去

し

た
こ

と
が

あ
る

４
：

徘
徊

の
恐

れ
が

あ
る

５
：

ベ
ッ

ド
・

車
椅

子
等

か
ら

の
転

落
の

恐

れ
が

あ
る

６
：

か
き

む
し

り
・

自
傷

行
為

が
あ

る

７
：

弄
便

・
不

潔
行

為
が

あ
る

８
：

異
食

行
為

が
あ

る

９
：

椅
子

・
車

椅
子

か
ら

の
ず

り
落

ち
が

あ

る １
０

：
椅

子
・

車
椅

子
か

ら
不

意
に

立
ち

あ

が
ろ

う
と

す
る

１
１

：
立

ち
歩

く
と

転
倒

の
恐

れ
が

あ
る

１
２

：
実

際
に

転
倒

・
転

落
し

た
こ

と
が

あ

る １
３

：
脱

衣
や

お
む

つ
は

ず
し

を
し

よ
う

と

す
る

１
４

：
暴

力
行

為
が

あ
る

１
５

：
暴

言
が

あ
る

１
６

：
性

的
逸

脱
が

あ
る

１
７

：
睡

眠
障

害
や

不
穏

症
状

が
あ

る

１
８

：
看

護
や

介
護

に
対

し
て

抵
抗

す
る

１
９

：
自

殺
企

図
が

あ
る

２
０

：
本

人
・

家
族

か
ら

の
身

体
抑

制
の

要

請
が

あ
る

２
１

：
１

～
2
0
に

該
当

す
る

症
状

・
事

象
は

な
い

１
：

他
で

退
院

・
退

所

を
求

め
ら

れ
、

貴
施

設

に
移

っ
た

経
緯

が
あ

る

２
：

他
で

退
院

・
退

所

を
求

め
ら

れ
て

貴
施

設

に
移

っ
た

経
緯

は
な

い

３
：

わ
か

ら
な

い

１
：

入
所

前
の

情
報

も
し

く
は

入
所

時
の

情
報

に
伴

い
判

断

２
：

入
所

後
概

ね
1

週
間

以
内

に
事

前
の

情
報

と
の

乖
離

が
あ

り
判

断

３
：

入
所

者
の

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

４
：

医
療

機
関

か
ら

退
院

後
、

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

(1
3
)身

体
拘

束
等

の
実

施
状

況

※
調

査
日

に
お

け
る

①
～

⑰
の

利
用

者
の

抑
制

や
動

静
把

握
等

に
つ

い
て

、

実
施

し
て

い
る

時
間

を
選

択
肢

（
０

～
４

）
か

ら
選

ん
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

【
選

択
肢

】
 ０

：
実

施
な

し
、

１
：

２
時

間
未

満
実

施
、

２
：

２
～

６
時

間
実

施
、

３
：

６
～

２
４

時
間

実
施

、
４

：
２

４
時

間
実

施
を

継
続

A
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 利
用 者 N
o

(1
)

年
齢

(2
)

性
別

(3
)

入
所

年
月

日

(4
)

認
知

症
高

齢
者

日
常

生
活

自
立

度

(5
)

障
害

高
齢

者

日
常

生
活

自
立

度

(6
)

要
介

護
度

(7
)

行
っ

て
い

る
挿

管
・

点
滴

等

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(8
)

挿
管

・
点

滴
等

の

抜
去

の
場

合
の

リ

ス
ク

程
度

(9
)

薬
剤

の
投

与

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(1
0
)

行
動

症
状

・
事

象

（
※

複
数

選
択

　
例

 1
,3

,5
）

(1
1
)

行
動

症
状

等
に

起
因

と
す

る
他

の
医

療
機

関
や

他
の

介
護

施
設

か
ら

の
退

院
・

退
所

経
験

(1
2
)

入
所

者
の

身
体

拘
束

実
施

を
判

断
し

た
時

期

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

⑯ 部 屋 の 出 入 口 に 通 過 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー を 設 置

　 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑰ テ レ ビ 監 視 モ ニ タ を 用 い て 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑪ 自 分 の 意 思 で 開 け る こ と の で き な い 居 室 等 に 隔 離 す る

⑫ ベ ッ ド の 三 方 を 柵 （ サ イ ド レ ー ル ） や 壁 で 囲 む

⑬ 自 分 の 意 思 で 出 る こ と の で き な い フ ロ ア に 滞 在 さ せ る

⑭ 鈴 な ど の 音 の 出 る 装 置 を 体 に 装 着 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知

　 す る

⑮ ベ ッ ド の 周 囲 に 離 床 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー や 赤 外 線

　 セ ン サ ー 等 を 設 置 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑥ 車 椅 子 や 椅 子 か ら ず り 落 ち た り 、 立 ち あ が っ た り し な い

　 よ う に Y 字 型 抑 制 帯 や 腰 ベ ル ト 、 車 椅 子 テ ー ブ ル を つ け る

⑦ 立 ち 上 が る 能 力 の あ る 人 の 立 ち 上 が り を 妨 げ る よ う な

　 椅 子 （ 車 椅 子 含 む ） を 使 用 す る

⑧ 脱 衣 や お む つ は ず し を 制 限 す る た め に 、 介 護 衣 （ つ な ぎ

　 服 ） を 着 せ る

⑨ 他 人 へ の 迷 惑 行 為 を 防 ぐ た め に 、 ベ ッ ド な ど に 体 幹 や 四

　 肢 を ひ も 等 で 縛 る

⑩ 行 動 を 落 ち 着 か せ る た め に 、 向 精 神 薬 を 過 剰 に 服 用 さ せ

　 る

① 徘 徊 し な い よ う に 、 車 椅 子 や 椅 子 、 ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

② 転 落 し な い よ う に ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢 を ひ も 等 で 縛 る

③ 自 分 で 降 り ら れ な い よ う に 、 ベ ッ ド を 柵 （ サ イ ド レ ー ル

　 ） や 壁 で 囲 む

④ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

⑤ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 又 は

　 皮 膚 を か き む し ら な い よ う に 手 指 の 機 能 を 制 限 す る ミ ト

　 ン 型 の 手 袋 等 を つ け る

※
年

齢

を
実

数

で
記

入

し
て

く

だ
さ

い
。

１
：

男

２
：

女

※
西

暦
で
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入
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だ

さ

い
。

例
：

2
0
2
3
/1
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２
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６
：

A
２

７
：

B
１

８
：

B
２

９
：

C
１

1
0
：

C
２

１
：

要
支

援

１ ２
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２ ３
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．
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厚生労働省　令和6年度老人保健健康増進等事業 【調査実施機関：全日本病院協会】

※１１月２５日（月）までに利用者調査票と合わせてご回答・ご返送ください。

※貴事業所のうち、  事業所の責任者の方がご記入ください。

問１　貴事業所の名称と定員数、もしくは該当の数字をご記入ください。

１）事業所名

２）施設種別（１：小規模多機能型居宅介護、２：看護小規模多機能型居宅介護）

３）登録定員 人

３-１）通いサービス利用定員 人 ３-２）泊りサービス利用定員 人

４）法人格

５）回答者名 ６）連絡先電話番号

問２　令和６ 年９月 1 日における貴事業所の体制をご記入ください。

１）常勤換算職員数（小数点第2位を四捨五入）

うち うち うち

１）－ⅰ 認知症ケア専門士の配置人数　※常勤職員のうちの資格者（実人数）

看護職員（看護師・准看護師）

介護職員

その他 （その他の職種）

２）1日当たり平均夜勤職員配置　※常勤換算職員 ． 人 うち看護職員 ． 人 介護職員 ． 人

３）協力医療機関との連携内容（当てはまる番号全てに○）

①利用者の診療（外来）の受入が確保されている

②利用者の往診に来てくれる体制が確保されている

③利用者の急変時等に、医師又は看護職員が夜間休日を含め相談対応する体制が確保されている

④診療の求めに対して、夜間休日を含め診療が可能な体制が確保されている

⑤緊急時に原則入院できる体制が確保されている

⑥利用者が死亡した場合の死亡診断書の発行が確保されている

⑦身体拘束の実施における判断に関わる助言及び支援を行う体制が確保されている

⑧いずれの対応も確保されていない

　．

　．

認知症介護

実践リーダー

研修受講者

人

人

EPA/技能実習

生/特定技能実

習生/在留資格

【介護】

　．　． 　． 　． 　．

主任

介護支援

専門員

　． 　． 　．

　．

看護師

　． 　．

准看護師 介護職員

介護

福祉士

認知症介護

実践者研修

受講者

　．　．

人

介護施設・事業所等における高齢者虐待防止・身体拘束廃止の取組推進に向けた調査研究事業

介護施設等調査票（小規模多機能居宅介護・看護小規模多機能居宅介護用）

認知症認

定看護師

　．

介護支援

専門員

　．　．

　．非常勤職員数

常勤職員数

（１：医療法人、２：社会福祉法人、３：財団法人・社団法人、４：株式会社、５：有限会社、６：NPO法人、７：その他）

　．

B
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１）新規登録者数 ２）登録延べ数 ３） 終了者数（死亡終了含む）

※請求延べ人数（3ヵ月利用の場合は、３）

４）身体拘束廃止未実施減算（どちらかに○をしてください） ・ ２:該当 要件：委員会実施、指針整備、研修実施

※減算は1年間の経過措置があり現在の減算の有無に関わらず、要件を満たしていない場合は「２：該当」とする。

５）拘束が必要という理由で受入を断った件数

調査日：

問 ４　調査日における貴事業所の利用者数をご記入ください。

１）調査日において利用している者の数（調査日に退所または死亡した者を除く）

１）－ⅰ 利用者の内訳（調査日時点で利用されている登録利用者の内訳をご記入ください。

要支援１ 要介護１ 要介護３ 要介護５

要支援２ 要介護２ 要介護４ 入院中

２） １）のうち認知症高齢者の日常生活自立度（もしくは同様の状態に該当する利用者数）

①自立（認知症の症状や精神症状は特にない）

②Ⅰ（何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している）

③Ⅱ（たびたび道に迷う、服薬管理ができない、金銭管理や買い物等これまでできたことにミスが目立つ）

④Ⅲ（着替え、食事、排便、排尿が上手にできない。徘徊、失禁、火の不始末、不潔行為等がある）

⑤Ⅳ（日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする）

⑥M（せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精神症状に起因する問題行動が継続する状態等）

人

人

人

１:非該当

人

人

人

人

人 人 人

人 人 人

／

人

問３　令和６ 年 7 月 1 日～9 月 30 日（３ヵ月分）における、貴事業所の新規登録数・終了者数、

　　　登録延べ数（合計）をご記入ください。（数え方についての詳細は、記入要領をご覧ください。）

◆問 4～問 6 は、貴事業所にて任意の 1 日を調査日として設定し、調査日欄に日付をご記入の上、その日

　の状況について、ご記入ください。

人 人

人

人

人

（記入例：10／10）
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１）ドレーン、点滴、チューブ類またはカテーテルを設置している。

２）せん妄状態がある。

３）徘徊することがある。

４）ベッド・車椅子等からの転落することがある。

５）かきむしり・自傷行為がある。

６）弄便・不潔行為がある。

７）異食行為がある。

８）椅子・車椅子からのずり落ちがある。

９）椅子・車椅子から不意に立ち上がりがある。（もしくは立ち上がろうとすることがある。）

10）立ち上がりや歩行時に転倒することがある。

11）脱衣やおむつはずしがある。

12）暴力行為がある（他害リスク）。

13）暴言がある。

14）性的逸脱がある。

15）睡眠障害や不穏症状がある。

16）介護（看護）に対して拒否することがある。

17）本人や家族から身体抑制の要請がある。

19）自殺企図がある。

問５　調査日における下記の状態にある利用者数をご記入ください。

　　　（複数項目に該当する利用者は、各項目にカウントしてご記入ください。）

18）過去に認知症の周辺症状によって転院や介護施設等からの退所を求められ貴事業所に移った経緯が

　　 ある。

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人
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（ａ）身体拘束の禁止行為

※実施の有無のいずれかに○を付け、実施人数を記載してください。

１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

２）転落しないようにベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

３）自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）や壁で囲む。

４）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る。

７）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子（車椅子含む）を使用する。

８）脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

９）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

（ｂ）状況把握

12）ベッドの三方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

13）自分の意思で出ることのできないフロアに滞在させる。

14）鈴などの音の出る装置を体に装着し、徘徊や転落を察知する。

16）部屋の出入口に通過を検知するマットセンサーを設置し、徘徊や転落を察知する。

17）テレビ監視モニタを用いて、徘徊や転落を察知する。

問 7　ａ）令和６年9月に、貴事業所における発生した下記の事象の件数をご記入ください。

ｂ）令和５年８月～令和６年９月の間で損害賠償に発展した件数をご記入ください。

　　　ｃ）令和５年８月～令和６年９月の間で治療費のみ負担した件数をご記入ください。

ａ件数

１）転倒 件 件

２）ベッド・車椅子等からの転落 件 件

３）転倒やベッド・車椅子等から の転落に伴う利用者の骨折 件 件

４）ドレーン、点滴、チューブ類、 カテーテル等の自己抜去 件 件

５）他の利用者や職員への暴力 件 件

６）他の利用者や職員への暴言 件 件

７）その他、貴事業所が事故と判断 した事象 件 件

実施人数

人

人

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人

件

件

件

件

件

問６　調査日における緊急やむを得ず行っている身体拘束や状況把握についてご記入ください。

人
５）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、

　　手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。

人
６）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰ベル

　　ト、車椅子テーブルをつける。

人

件

件

人

人

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人

人

人

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

人

人

人

人

人
15）ベッドの周囲に離床を検知するマットセンサーや赤外線センサー等を設置し、徘徊や

　　 転落を察知する。

１:無・２:有

人

１:無・２:有

c　治療費のみ負担件数ｂ 賠償（保険適用）件数

実施の有無
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問８　身体拘束・抑制に関する下記の対応について、貴事業所での実施状況をご記入ください。

１) 身体拘束ゼロ化の方針（いずれか１つ）

①事業所としてゼロ化を打ち出している

②現場レベルでゼロ化に取り組んでいる

③特段の取組なし

２) 身体拘束ゼロ化に向けたケアの工夫等をまとめたマニュアル等（いずれか１つ）

①マニュアル等の資料を配布 し、職員間で読み合わせを している

②マニュアル等の資料を配布しているが、読み合わせは行っていない

③マニュアル等の資料の配布は行っていない

④マニュアル等はない

３) 身体拘束実施の要件・手続等を定めたガイドライン（指針）等の運用（いずれか１つ）

①実施要件・実施時の手続きの両方を定めたガイドライン・規程（指針）等がある

②実施要件のみを定めたガイドライン・規程（指針）等がある

③実施時の手続きのみを定めたガイドライン・規程（指針）等がある

④ガイドライン・規程（指針）等はない

４) 身体拘束を実施する前に、拘束を避けるためのケアの再検討を行うか（いずれか１つ）

①必ず再検討する

②再検討することが多い

③再検討することもある

④再検討をほとんどしない

５） 身体拘束を避けるために行うことがある工夫（当てはまる番号全てに○）

①点滴等の部位を工夫し、管が利用者の目に触れないようにする。

②経管栄養にあたり、鼻腔チューブや胃ろうの管が利用者の目に触れないようにする。

③床マットや超低床ベッドを用い、万一のベッドからの転落ダメージを減らす。

④ヒッププロテクター等の骨折のリスクを減らす用具を用いる。

⑤車椅子に長時間座るのを避け、居心地の良いソファー等に乗り換えてもらう。

⑥見守りのしやすい場所に移動してもらう。

⑦見守りのしやすい時間帯に処置等を行う。

⑧リスクの高い利用者に対し、見守りや付添いの当番をおく。

⑨リスクの発生しやすい時間帯を見越した勤務表の工夫を行う。

⑩24時間シートなどを活用した生活リズムの把握

⑪排せつリズムの把握

⑫ベッド周辺へのセンサー導入

⑬座位保持等のための訓練の実施

⑭２人介助等介助方法の見直し

⑮薬剤調整

⑯その他 （その他の内容）
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①専門の委員会を開催して承認する。

②専門の委員会以外の会議・カンファレンス等を開催して承認する。

③事業所長（管理者）が承認する。

④事業所長以外の医師が承認する。

⑤現場のトップが承認する。

⑥担当職員個人が判断する。

⑦専門の委員会に第三者や外部の専門家が関与する。

①ドレーン、点滴、チューブ類またはカテーテルを設置している。

②せん妄状態がある。

③徘徊することがある。

④ベッド・車椅子等からの転落することがある。

⑤かきむしり・自傷行為がある。

⑥弄便・不潔行為がある。

⑦異食行為がある。

⑧椅子・車椅子からのずり落ちがある。

⑨椅子・車椅子から不意に立ち上がりがある。（もしくは立ち上がろうとすることがある。）

⑩立ち上がりや歩行時に転倒することがある。

⑪脱衣やおむつはずしがある。

⑫暴力行為がある（他害リスク）。

⑬暴言がある。

⑭性的逸脱がある。

⑮睡眠障害や不穏症状がある。

⑯介護（看護）に対して拒否することがある。

⑰本人や家族から身体抑制の要請がある。

⑲自殺企図がある。

⑳その他 （その他の内容）

８) 身体拘束実施中の一時的な解除（いずれか一つ）

①身体拘束を実施中であっても、利用者の状態に応じてこまめに拘束を解除することがある

②身体拘束を実施中は、拘束状態を維持し続けることがある

③身体拘束実施直後から、解除のための環境整備や人員や支援方法の見直しを行うことがある

７) 調査日における、緊急やむを得ないと判断して身体拘束を実施している利用者数の状態像

　　（複数項目に該当する利用者は、各項目にカウントしてご記入ください。）

人

人

人

人

人

人

人

人

６）身体拘束の実施承認を行う体制（当てはまる番号全てに○）

　　※事例がない場合も発生した場合を想定してご記入ください。

人

人

人

人

人

人

人

⑱過去に認知症の周辺症状によって転院や介護施設等からの退所を求められ貴事業所に移った経緯

　がある。

人

人

人

人

人
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※例：「日中の12時間の様子をもとに担当者会議を行い、継続/終了の判断を行っている」など

①本人・家族の要請に関わ らず、原則として拘束は 行わない

②身体拘束の弊害等を説明し、 なおも拘束を要請する場合 には拘束を行う

③本人・家族の要請があ る場合は、それに従っ て拘束を行う

④利用を断る

１１) 身体拘束を避けるための研修・学習として 実施している取組 （当てはまる番号全てに○）

①拘束を避けるためのケアの工夫に関する施設（事業所）内研修の定期的な開催

②認知症や認知症ケアに対する認識を深めるための施設（事業所）内研修の定期的な開催

③拘束を行ったケースに関する事後的なケース検討会の実施

④新規採用時のカリキュラムとして実施

⑤身体拘束を体験するなどの実技形式の研修

⑥認知症高齢者の家族の思いを傾聴するなど在宅介護の精神状況や環境理解を深める研修など

⑦他法人や過去の自法人の事例研究（身体拘束に関わる）の考察学習

⑧身体拘束をテーマとし、職責等を勘案した階層別研修の実施

⑨全人的苦悩の理解、意思決定支援の積極的導入など、利用者中心のケアの実現のための研修

⑩身体拘束が適正な手続きを実施しない場合虐待になることの理解を促す研修

⑪その他 （その他の内容）

１０) 貴事業所側は拘束の必要はないと判断しているが、本人・家族から身体拘束の要請がある場合の対応

　　　（いずれか一つ）

９）身体拘束の継続／終了を判断するタイミングについて貴事業所の考えをご記入ください。
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【選択肢】 １：理由を問わず絶対に避けるべきだと思う

２：やむを得ない場合のみ許容されうると思う

３：許容されると思う

１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

２）転落しないようにベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

３）自分で降りられないように、ベッドの四方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

４）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る。

７）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子（車椅子含む）を使用する。

８）脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

９）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

12）ベッドの三方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

13）自分の意思で出ることのできないフロアに滞在させる。

14）鈴などの音の出る装置を体に装着し、徘徊や転落を察知する。

15）ベッドの周囲に離床を検知するマットセンサーや赤外線センサー等を設置し、徘徊や転落を察知する。

16）部屋の出入口に通過を検知するマットセンサーを設置し、徘徊や転落を察知する。

17）テレビ監視モニタを用いて、徘徊や転落を察知する。

◆1）～17）の回答で「３：許容されると思う」を選んだ方のみ、どのような状況であれば許容されると考えますか。

　その理由を具体的にご記入ください。

５）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように手指の機能を

　　制限するミトン型の手袋等をつける。

問９　下記の身体拘束や利用者の状況把握が許容されうるかについて、あなたの考えに最も近い番号

　　　１～３をご記入ください。

６）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰ベルト、車椅子

　　テーブルをつける。

◇1）～11）の身体拘束の禁止事項に追加した方が良いと考える行為があれば、ご記入ください。

　　（例：安易に抗精神病薬を使用するなど）
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１）転倒リスク評価の結果

３）事業所に移る（泊り）や人の出入り等の環境の変化による転倒の危険性の増大

４）リハビリや治療に伴って運動機能が回復することに伴い転倒リスクが高まる例があること

５）身体拘束（動けないようにしばりつけたりすること）をしないこととその理由

６）事業所内で実施している転倒防止対策

７）本人および家族に気を付けてほしいこと

10）転倒発生時の事業所の対応手順（頭部外傷時の CT 撮影の考え方、骨折時の対応など）

【選択肢】 １：非常に不安に思う ２：不安に思う ３：あまり不安に思わない

１,２を選んだ方は、不安な行為の例をご記入ください。

【選択肢】 １：非常に不安に思う ２：不安に思う ３：あまり不安に思わない

１,２を選んだ方は、不安な紛争の例をご記入ください。

２） 身体拘束を行わず、万一骨折等の事故が起こった場合、本人・家族との紛争を招くのではないか。

８）転倒の発生機序と転倒予防策を講じていても一定の確率で転倒が発生しうること

　　（特に転倒リスクの高い人ではその可能性が高いこと）

問１１　身体拘束の実施・不実施に関して不安等を感じることがありますか。最も近い番号１～３を

　　　　ご記入ください。（いずれか１つ）

１）身体拘束に該当するか否かのグレーゾーンがあり、そのような行為を実施したことが後に、本人・家族との紛争や

　   行政指導を招くのではないか。

９）転倒に伴って骨折や頭蓋内出血などが発生して生活機能の低下や生命に影響を及ぼすことが

      あり得ること

問１０　利用（利用開始）時に本人家族に事故発生のリスクに関して説明している内容をご記入くださ

い。

２）健康状態悪化や基本的な生活動作低下（食事・入浴・排尿・排便・移動・着替え等の介助が

      必要）に伴う転倒の危険性
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①経営層自らが倫理・理念の実践に向け取り組んでいる。

②判断基準の最優先事項は業績向上（稼働率向上など）である。

③経営層自らが虐待や身体拘束に関する理解や認識を深めるよう取り組んでいる。

④経営層は現場の実態に即した判断を行っている。

⑤利用者へのアセスメントの重要性を理解した支援を行っている。

⑥チームケア・多職種連携（外部専門家を含む）で多角的視点で支援を行っている。

⑦支援内容の変更が浸透し確実に実践できるよう職員教育を行っている。

⑧第三者（住民、ボランティア、評価など）の目が入る機会を設定し開かれた事業所運営を行っている。

⑨感染症予防の観点からご家族や業者の出入りを禁止している。

⑩事故や苦情が発生した場合、委員会で要因分析をし、解決結果を共有している。

⑪ムリ・ムラ・ムダを浸透させ業務効率のための見直しを継続して行っている。

⑫職員の業務負担の偏りを改善している。

⑬職員の高齢者介護や認知症ケア等に関する知識・技術不足を高めている。

⑭職員の倫理観・理念に基づく判断を浸透している。

⑮職員の虐待や権利擁護、身体拘束に関する知識・認識を深めている。

⑯担当者を決め、虐待防止委員会を設置し検討結果の共有をしている。

⑰職員が相談できる体制を構築し、相談しやすいよう見直しを行っている。

⑱職員のストレス・感情コントロールを適正に行えるよう工夫している。

⑲職員の性格や資質の問題を把握し対応している。

⑳職員同士が相互に声をかけあう（挨拶や注意など）職場環境になるよう取り組んでいる。

㉑その他 （その他の内容）

①組織内部の上司、同僚等に相談・報告をした。（あなたが責任者の場合は、相談又は報告を受けた。）

②市区町村や地域包括支援センターの相談窓口に相談・通報した。

③相談・通報いずれもしなかった。

④そのような状況は確認したことがない。

⑤その他 （その他の内容）

問１４　身体拘束や虐待の防止についてご記入ください。

問１3　適正な手続きを実施していない身体拘束や虐待と思われる状況を確認した際の相談等に関して

　　　  ご記入ください。 （当てはまる番号全てに○）

　　　　※相談等については、「組織」や「個人」は問いません。

１）身体拘束を解除するに至ったケース、もしくは身体拘束の実施を防げた対応策を具体的にご記入ください。

問１２　貴事業所での取組や組織の状態についてご記入ください。（当てはまる番号全てに○）
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①虐待防止のための対策検討委員会の実施

②委員会結果の従業者への周知

③虐待防止のための指針の整備

④虐待防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置

⑤研修の実施

 ◆⑤研修の実施に「○」をした方のみ（当てはまるものすべてに○）

経営者への研修実施

管理者への研修実施

従業者への研修実施

５）身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源があればご記入ください。

ご協力ありがとうございました。

４）虐待を防止するために最も必要な取組とその内容を具体的にご記入ください。

２）虐待を防止するために実施している取組（当てはまる番号全てに○）

３）虐待を防止するために工夫している内容を具体的にご記入ください。
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日
に

お
け

る
身

体
拘

束
（

1
1
の

禁
止

項
目

）
に

該
当

す
る

利
用

者
全

て
に

つ
い

て
、

利
用

者
の

ご
担

当
者

が
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
不

足
す

る
場

合
は

お
手

数
で

す
が

本
用

紙
を

コ
ピ

ー
し

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

  
  

ご
提

出
前

に
、

記
入

漏
れ

が
な

い
か

、
再

度
ご

確
認

を
お

願
い

し
ま

す
。

無
記

入
が

あ
っ

た
場

合
、

お
問

い
合

わ
せ

を
さ

せ
て

い
た

だ
く

場
合

が
あ

り
ま

す
。

※
該

当
す

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

注
意

の
無

い
場

合
は

、
番

号
を

一
つ

選
ん

で
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

事
業

所
名

※
年

齢

を
実

数

で
記

入

し
て

く

だ
さ

い
。

１
：

男

２
：

女

※
西

暦
で

記
入

し
て

く
だ

さ

い
。

例
：

2
0
2
3
/1

0
/1

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

Ⅰ

４
：

Ⅱ
a

５
：

Ⅱ
b

６
：

Ⅲ
a

７
：

Ⅲ
b

８
：

Ⅳ

９
：

M

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

J1

４
：

J2

５
：

A
１

６
：

A
２

７
：

B
１

８
：

B
２

９
：

C
１

1
0
：

C
２

１
：

要
支

援

１ ２
：

要
支

援

２ ３
：

要
介

護

１ ４
：

要
介

護

２ ５
：

要
介

護

３ ６
：

要
介

護

４ ７
：

要
介

護

５ ８
．

未
認

定
・

申
請

中

９
：

非
該

当

１
：

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

２
：

気
管

切
開

チ
ュ

ー

ブ ３
：

鼻
腔

栄
養

４
：

経
腸

栄
養

５
：

中
心

静
脈

栄
養

６
：

腎
ろ

う

７
：

ド
レ

ー
ン

８
：

膀
胱

カ
テ

ー
テ

ル

９
：

点
滴

１
０

：
そ

の
他

の

チ
ュ

ー
ブ

、
カ

テ
ー

テ

ル
類

１
１

：
チ

ュ
ー

ブ
、

カ

テ
ー

テ
ル

類
の

使
用

な

し

⑩ 行 動 を 落 ち 着 か せ る た め に 、 向 精 神 薬 を 過 剰 に 服 用 さ せ

　 る

１
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

２
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

こ
と

は
な

い
が

、
す

ぐ
に

再
度

の
設

備
や

挿
入

が
必

要 ３
：

数
時

間
は

様
子

見
が

可
能

１
：

抗
精

神
病

薬
・

抗
う

つ
薬

２
：

抗
不

安
薬

・
睡

眠
薬

３
：

抗
て

ん
か

ん
薬

４
：

そ
の

他
の

中
枢

神
経

系
用

薬

５
：

麻
薬

お
よ

び
類

似
品

６
：

高
血

圧
・

糖
尿

病
薬

７
：

骨
粗

し
ょ

う
症

に
対

す
る

薬

８
：

６
剤

以
上

の
薬

の
服

用

１
：

せ
ん

妄
状

態
に

あ
る

２
：

点
滴

・
チ

ュ
ー

ブ
類

を
抜

去
し

よ
う

と

す
る

３
：

実
際

に
点

滴
・

チ
ュ

ー
ブ

類
を

抜
去

し

た
こ

と
が

あ
る

４
：

徘
徊

の
恐

れ
が

あ
る

５
：

ベ
ッ

ド
・

車
椅

子
等

か
ら

の
転

落
の

恐

れ
が

あ
る

６
：

か
き

む
し

り
・

自
傷

行
為

が
あ

る

７
：

弄
便

・
不

潔
行

為
が

あ
る

８
：

異
食

行
為

が
あ

る

９
：

椅
子

・
車

椅
子

か
ら

の
ず

り
落

ち
が

あ

る １
０

：
椅

子
・

車
椅

子
か

ら
不

意
に

立
ち

あ

が
ろ

う
と

す
る

１
１

：
立

ち
歩

く
と

転
倒

の
恐

れ
が

あ
る

１
２

：
実

際
に

転
倒

・
転

落
し

た
こ

と
が

あ

る １
３

：
脱

衣
や

お
む

つ
は

ず
し

を
し

よ
う

と

す
る

１
４

：
暴

力
行

為
が

あ
る

１
５

：
暴

言
が

あ
る

１
６

：
性

的
逸

脱
が

あ
る

１
７

：
睡

眠
障

害
や

不
穏

症
状

が
あ

る

１
８

：
看

護
や

介
護

に
対

し
て

抵
抗

す
る

１
９

：
自

殺
企

図
が

あ
る

２
０

：
本

人
・

家
族

か
ら

の
身

体
抑

制
の

要

請
が

あ
る

２
１

：
１

～
2
0
に

該
当

す
る

症
状

・
事

象
は

な
い

１
：

独
居

２
：

家
族

同
居

あ
り

（
日

中
独

居
）

３
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
で

き
な

い
）

４
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
可

能
）

５
：

わ
か

ら
な

い

１
：

利
用

前
の

情
報

も
し

く
は

利
用

時
の

情
報

に
伴

い
判

断

２
：

利
用

後
概

ね
1

週
間

以
内

に
事

前
の

情
報

と
の

乖
離

が
あ

り
判

断

３
：

利
用

者
の

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

４
：

医
療

機
関

か
ら

退
院

後
、

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

(1
3
)身

体
拘

束
等

の
実

施
状

況

※
調

査
日

に
お

け
る

①
～

⑰
の

利
用

者
の

抑
制

や
動

静
把

握
等

に
つ

い
て

、

実
施

し
て

い
る

時
間

を
選

択
肢

（
０

～
４

）
か

ら
選

ん
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

【
選

択
肢

】
 ０

：
実

施
な

し
、

１
：

２
時

間
未

満
実

施
、

２
：

２
～

６
時

間
実

施
、

３
：

６
～

２
４

時
間

実
施

、
４

：
２

４
時

間
実

施
を

継
続

① 徘 徊 し な い よ う に 、 車 椅 子 や 椅 子 、 ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

② 転 落 し な い よ う に ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢 を ひ も 等 で 縛 る

③ 自 分 で 降 り ら れ な い よ う に 、 ベ ッ ド を 柵 （ サ イ ド レ ー ル

　 ） や 壁 で 囲 む

④ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

⑤ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 又 は

　 皮 膚 を か き む し ら な い よ う に 手 指 の 機 能 を 制 限 す る ミ ト

　 ン 型 の 手 袋 等 を つ け る

⑥ 車 椅 子 や 椅 子 か ら ず り 落 ち た り 、 立 ち あ が っ た り し な い

　 よ う に Y 字 型 抑 制 帯 や 腰 ベ ル ト 、 車 椅 子 テ ー ブ ル を つ け る

⑦ 立 ち 上 が る 能 力 の あ る 人 の 立 ち 上 が り を 妨 げ る よ う な

　 椅 子 （ 車 椅 子 含 む ） を 使 用 す る

⑧ 脱 衣 や お む つ は ず し を 制 限 す る た め に 、 介 護 衣 （ つ な ぎ

　 服 ） を 着 せ る

⑨ 他 人 へ の 迷 惑 行 為 を 防 ぐ た め に 、 ベ ッ ド な ど に 体 幹 や 四

　 肢 を ひ も 等 で 縛 る

⑰ テ レ ビ 監 視 モ ニ タ を 用 い て 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑫ ベ ッ ド の 三 方 を 柵 （ サ イ ド レ ー ル ） や 壁 で 囲 む

⑬ 自 分 の 意 思 で 出 る こ と の で き な い フ ロ ア に 滞 在 さ せ る

⑭ 鈴 な ど の 音 の 出 る 装 置 を 体 に 装 着 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知

　 す る

⑮ ベ ッ ド の 周 囲 に 離 床 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー や 赤 外 線

　 セ ン サ ー 等 を 設 置 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑯ 部 屋 の 出 入 口 に 通 過 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー を 設 置

　 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑪ 自 分 の 意 思 で 開 け る こ と の で き な い 居 室 等 に 隔 離 す る

B



  

100 

 

 

 利
用 者 N
o

(1
)

年
齢

(2
)

性
別

(3
)

利
用

年
月

日

(4
)

認
知

症
高

齢
者

日
常

生
活

自
立

度

(5
)

障
害

高
齢

者

日
常

生
活

自
立

度

(6
)

要
介

護
度

(7
)

行
っ

て
い

る
挿

管
・

点
滴

等

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(8
)

挿
管

・
点

滴
等

の

抜
去

の
場

合
の

リ

ス
ク

程
度

(9
)

薬
剤

の
投

与

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(1
0
)

行
動

症
状

・
事

象

（
※

複
数

選
択

　
例

 1
,3

,5
）

(1
1
)

世
帯

構
造

(1
2
)

利
用

者
の

身
体

拘
束

実
施

を
判

断
し

た
時

期

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

※
年

齢

を
実

数

で
記

入

し
て

く

だ
さ

い
。

１
：

男

２
：

女

※
西

暦
で

記
入

し
て

く
だ

さ

い
。

例
：

2
0
2
3
/1

0
/1

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

Ⅰ

４
：

Ⅱ
a

５
：

Ⅱ
b

６
：

Ⅲ
a

７
：

Ⅲ
b

８
：

Ⅳ

９
：

M

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

J1

４
：

J2

５
：

A
１

６
：

A
２

７
：

B
１

８
：

B
２

９
：

C
１

1
0
：

C
２

１
：

要
支

援

１ ２
：

要
支

援

２ ３
：

要
介

護

１ ４
：

要
介

護

２ ５
：

要
介

護

３ ６
：

要
介

護

４ ７
：

要
介

護

５ ８
．

未
認

定
・

申
請

中

９
：

非
該

当

１
：

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

２
：

気
管

切
開

チ
ュ

ー

ブ ３
：

鼻
腔

栄
養

４
：

経
腸

栄
養

５
：

中
心

静
脈

栄
養

６
：

腎
ろ

う

７
：

ド
レ

ー
ン

８
：

膀
胱

カ
テ

ー
テ

ル

９
：

点
滴

１
０

：
そ

の
他

の

チ
ュ

ー
ブ

、
カ

テ
ー

テ

ル
類

１
１

：
チ

ュ
ー

ブ
、

カ

テ
ー

テ
ル

類
の

使
用

な

し

１
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

２
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

こ
と

は
な

い
が

、
す

ぐ
に

再
度

の
設

備
や

挿
入

が
必

要 ３
：

数
時

間
は

様
子

見
が

可
能

１
：

抗
精

神
病

薬
・

抗
う

つ
薬

２
：

抗
不

安
薬

・
睡

眠
薬

３
：

抗
て

ん
か

ん
薬

４
：

そ
の

他
の

中
枢

神
経

系
用

薬

５
：

麻
薬

お
よ

び
類

似
品

６
：

高
血

圧
・

糖
尿

病
薬

７
：

骨
粗

し
ょ

う
症

に
対

す
る

薬

８
：

６
剤

以
上

の
薬

の
服

用

１
：

せ
ん

妄
状

態
に

あ
る

２
：

点
滴

・
チ

ュ
ー

ブ
類

を
抜

去
し

よ
う

と

す
る

３
：

実
際

に
点

滴
・

チ
ュ

ー
ブ

類
を

抜
去

し

た
こ

と
が

あ
る

４
：

徘
徊

の
恐

れ
が

あ
る

５
：

ベ
ッ

ド
・

車
椅

子
等

か
ら

の
転

落
の

恐

れ
が

あ
る

６
：

か
き

む
し

り
・

自
傷

行
為

が
あ

る

７
：

弄
便

・
不

潔
行

為
が

あ
る

８
：

異
食

行
為

が
あ

る

９
：

椅
子

・
車

椅
子

か
ら

の
ず

り
落

ち
が

あ

る １
０

：
椅

子
・

車
椅

子
か

ら
不

意
に

立
ち

あ

が
ろ

う
と

す
る

１
１

：
立

ち
歩

く
と

転
倒

の
恐

れ
が

あ
る

１
２

：
実

際
に

転
倒

・
転

落
し

た
こ

と
が

あ

る １
３

：
脱

衣
や

お
む

つ
は

ず
し

を
し

よ
う

と

す
る

１
４

：
暴

力
行

為
が

あ
る

１
５

：
暴

言
が

あ
る

１
６

：
性

的
逸

脱
が

あ
る

１
７

：
睡

眠
障

害
や

不
穏

症
状

が
あ

る

１
８

：
看

護
や

介
護

に
対

し
て

抵
抗

す
る

１
９

：
自

殺
企

図
が

あ
る

２
０

：
本

人
・

家
族

か
ら

の
身

体
抑

制
の

要

請
が

あ
る

２
１

：
１

～
2
0
に

該
当

す
る

症
状

・
事

象
は

な
い

１
：

独
居

２
：

家
族

同
居

あ
り

（
日

中
独

居
）

３
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
で

き
な

い
）

４
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
可

能
）

５
：

わ
か

ら
な

い

１
：

利
用

前
の

情
報

も
し

く
は

利
用

時
の

情
報

に
伴

い
判

断

２
：

利
用

後
概

ね
1

週
間

以
内

に
事

前
の

情
報

と
の

乖
離

が
あ

り
判

断

３
：

利
用

者
の

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

４
：

医
療

機
関

か
ら

退
院

後
、

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

(1
3
)身

体
拘

束
等

の
実

施
状

況

※
調

査
日

に
お

け
る

①
～

⑰
の

利
用

者
の

抑
制

や
動

静
把

握
等

に
つ

い
て

、

実
施

し
て

い
る

時
間

を
選

択
肢

（
０

～
４

）
か

ら
選

ん
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

【
選

択
肢

】
 ０

：
実

施
な

し
、

１
：

２
時

間
未

満
実

施
、

２
：

２
～

６
時

間
実

施
、

３
：

６
～

２
４

時
間

実
施

、
４

：
２

４
時

間
実

施
を

継
続

① 徘 徊 し な い よ う に 、 車 椅 子 や 椅 子 、 ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

② 転 落 し な い よ う に ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢 を ひ も 等 で 縛 る

③ 自 分 で 降 り ら れ な い よ う に 、 ベ ッ ド を 柵 （ サ イ ド レ ー ル

　 ） や 壁 で 囲 む

④ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

⑤ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 又 は

　 皮 膚 を か き む し ら な い よ う に 手 指 の 機 能 を 制 限 す る ミ ト

　 ン 型 の 手 袋 等 を つ け る

⑰ テ レ ビ 監 視 モ ニ タ を 用 い て 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑥ 車 椅 子 や 椅 子 か ら ず り 落 ち た り 、 立 ち あ が っ た り し な い

　 よ う に Y 字 型 抑 制 帯 や 腰 ベ ル ト 、 車 椅 子 テ ー ブ ル を つ け る

⑦ 立 ち 上 が る 能 力 の あ る 人 の 立 ち 上 が り を 妨 げ る よ う な

　 椅 子 （ 車 椅 子 含 む ） を 使 用 す る

⑧ 脱 衣 や お む つ は ず し を 制 限 す る た め に 、 介 護 衣 （ つ な ぎ

　 服 ） を 着 せ る

⑨ 他 人 へ の 迷 惑 行 為 を 防 ぐ た め に 、 ベ ッ ド な ど に 体 幹 や 四

　 肢 を ひ も 等 で 縛 る

⑩ 行 動 を 落 ち 着 か せ る た め に 、 向 精 神 薬 を 過 剰 に 服 用 さ せ

　 る

⑯ 部 屋 の 出 入 口 に 通 過 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー を 設 置

　 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑪ 自 分 の 意 思 で 開 け る こ と の で き な い 居 室 等 に 隔 離 す る

⑫ ベ ッ ド の 三 方 を 柵 （ サ イ ド レ ー ル ） や 壁 で 囲 む

⑬ 自 分 の 意 思 で 出 る こ と の で き な い フ ロ ア に 滞 在 さ せ る

⑭ 鈴 な ど の 音 の 出 る 装 置 を 体 に 装 着 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知

　 す る

⑮ ベ ッ ド の 周 囲 に 離 床 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー や 赤 外 線

　 セ ン サ ー 等 を 設 置 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

B
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厚生労働省　令和6年度老人保健健康増進等事業 【調査実施機関：全日本病院協会】

※１１月２５日（月）までに利用者調査票と合わせてご回答・ご返送ください。

※貴事業所のうち、  事業所の責任者の方がご記入ください。

問１　貴事業所の名称と定員数、もしくは該当の数字をご記入ください。

１）事業所名

２）事業所種別（１：訪問看護（みなし指定）、２：訪問看護（ステーション）、３：居宅介護支援事業所）

３）法人格

４）回答者名 ５）連絡先電話番号

問２　令和６ 年９月 1 日における貴事業所の体制をご記入ください。

１）常勤換算職員数（小数点第2位を四捨五入）

うち うち うち

１）－ⅰ 認知症ケア専門士の配置人数　※常勤職員のうちの資格者（実人数）

看護職員（看護師・准看護師）

介護職員

その他 （その他の職種）

１）新規登録者数 ２） 利用延べ数 ３） 終了者数（死亡終了含む）

※請求延べ人数（3ヵ月利用の場合は、３）

４）拘束が必要という理由で受入を断った件数

調査日：

言語聴覚士

　．

　．

　．

　．

　．

　．

介護事業所・事業所等における高齢者虐待防止・身体拘束廃止の取組推進に向けた調査研究事業

介護事業所等調査票（訪問看護・居宅介護支援事業所用）

問３　令和６ 年 7 月 1 日～9 月 30 日（３ヵ月分）における、貴事業所の新規登録数・終了者数、

　　　利用延べ数（合計）をご記入ください。（数え方についての詳細は、記入要領をご覧ください。）

　　　※訪問看護の場合は、介護保険（医療保険併用含む）の利用者を対象としてご記入ください。

◆問 4～問 6 は、貴事業所にて任意の 1 日を調査日として設定し、調査日欄に日付をご記入の上、その日

　の状況について、ご記入ください。※調査日に登録している利用者を対象とする。

認知症認

定看護師

人 人

人

非常勤職員数

常勤職員数

（１：医療法人、２：社会福祉法人、３：財団法人・社団法人、４：株式会社、５：有限会社、６：NPO法人、７：その他）

　． 　． 　． 　． 　． 　．

保健師

　． 　． 　．

准看護師

　．

　．

看護師

／

　． 　．

人

（記入例：1０／10）

主任介護支

援

専門員

　．

介護支援

専門員

リハビリ職

理学療法士 作業療法士

人

人

人

C
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１）調査日において利用している者の数（調査日に終了または死亡した者を除く）

１）－ⅰ 利用者の内訳（調査日時点で利用されている登録利用者の内訳をご記入ください。

要支援１ 要介護１ 要介護３ 要介護５

要支援２ 要介護２ 要介護４ 入院中

２） １）のうち認知症高齢者の日常生活自立度（もしくは同様の状態に該当する利用者数）

①自立（認知症の症状や精神症状は特にない）

②Ⅰ（何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している）

③Ⅱ（たびたび道に迷う、服薬管理ができない、金銭管理や買い物等これまでできたことにミスが目立つ）

④Ⅲ（着替え、食事、排便、排尿が上手にできない。徘徊、失禁、火の不始末、不潔行為等がある）

⑤Ⅳ（日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする）

⑥M（せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精神症状に起因する問題行動が継続する状態等）

１）ドレーン、点滴、チューブ類またはカテーテルを設置している。

２）せん妄状態がある。

３）徘徊することがある。

４）ベッド・車椅子等からの転落することがある。

５）かきむしり・自傷行為がある。

６）弄便・不潔行為がある。

７）異食行為がある。

８）椅子・車椅子からのずり落ちがある。

９）椅子・車椅子から不意に立ち上がりがある。（もしくは立ち上がろうとすることがある。）

10）立ち上がりや歩行時に転倒することがある。

11）脱衣やおむつはずしがある。

12）暴力行為がある（他害リスク）。

13）暴言がある。

14）性的逸脱がある。

15）睡眠障害や不穏症状がある。

16）介護（看護）に対して拒否することがある。

17）本人や家族から身体抑制の要請がある。

19）自殺企図がある。

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

問５　調査日における下記の状態にある利用者数をご記入ください。

　　　（複数項目に該当する利用者は、各項目にカウントしてご記入ください。）

人

人

人

人

人

18）過去に認知症の周辺症状によって転院や介護事業所等からの退所を求められ貴事業所に移った経緯が

　　ある。

人 人 人

人 人 人

人

人

人

人

人

人

人

人

問 ４　調査日における貴事業所の利用者数をご記入ください。

　※訪問看護の場合は、介護保険（医療保険併用含む）の利用者を対象としてご記入ください。
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（ａ）身体拘束の禁止行為

※実施の有無のいずれかに○を付け、実施人数を記載してください。

１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

２）転落しないようにベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

３）自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）や壁で囲む。

４）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る。

７）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子（車椅子含む）を使用する。

８）脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

９）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

（ｂ）状況把握

12）ベッドの三方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

13）自分の意思で出ることのできないフロアに滞在させる。

14）鈴などの音の出る装置を体に装着し、徘徊や転落を察知する。

16）部屋の出入口に通過を検知するマットセンサーを設置し、徘徊や転落を察知する。

17）テレビ監視モニタを用いて、徘徊や転落を察知する。

問 7　ａ）令和６年9月に、貴事業所における発生した下記の事象の件数をご記入ください。

ｂ）令和５年８月～令和６年９月の間で損害賠償に発展した件数をご記入ください。

　　　ｃ）令和５年８月～令和６年９月の間で治療費のみ負担した件数をご記入ください。

ａ件数

１）転倒 件 件

２）ベッド・車椅子等からの転落 件 件

３）転倒やベッド・車椅子等から の転落に伴う利用者の骨折 件 件

４）ドレーン、点滴、チューブ類、 カテーテル等の自己抜去 件 件

５）他の利用者や職員への暴力 件 件

６）他の利用者や職員への暴言 件 件

７）その他、貴事業所が事故と判断 した事象 件 件

問６　調査日における緊急やむを得ず行っている身体拘束や状況把握についてご記入ください。

　　※訪問看護の場合は、介護保険（医療保険併用含む）の利用者を対象としてご記入ください。

c　治療費のみ負担件数ｂ 賠償（保険適用）件数

人
６）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰ベル

　　ト、車椅子テーブルをつける。

人

人

件

件

件

人
15）ベッドの周囲に離床を検知するマットセンサーや赤外線センサー等を設置し、徘徊や

　　 転落を察知する。

人

人

実施人数

人

件

人

人

人

人
５）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、

　　手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。

人

人

人

人

人

人

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

件

件

件

実施の有無

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有

１:無・２:有
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問８　身体拘束・抑制に関する下記の対応について、貴事業所での実施状況をご記入ください。

１) 身体拘束ゼロ化の方針（いずれか１つ）

①事業所としてゼロ化を打ち出している

②現場レベルでゼロ化に取り組んでいる

③特段の取組なし

２) 身体拘束ゼロ化に向けたケアの工夫等をまとめたマニュアル等（いずれか１つ）

①マニュアル等の資料を配布 し、職員間で読み合わせを している

②マニュアル等の資料を配布しているが、読み合わせは行っていない

③マニュアル等の資料の配布は行っていない

④マニュアル等はない

３) 身体拘束実施の要件・手続等を定めたガイドライン（指針）等の運用（いずれか１つ）

①実施要件・実施時の手続きの両方を定めたガイドライン・規程（指針）等がある

②実施要件のみを定めたガイドライン・規程（指針）等がある

③実施時の手続きのみを定めたガイドライン・規程（指針）等がある

④ガイドライン・規程（指針）等はない

４) 身体拘束を実施する前に、拘束を避けるためのケアの再検討を行うか（いずれか１つ）

①必ず再検討する

②再検討することが多い

③再検討することもある

④再検討をほとんどしない

５） 身体拘束を避けるために行うことがある工夫（当てはまる番号全てに○）

①点滴等の部位を工夫し、管が利用者の目に触れないようにする。

②経管栄養にあたり、鼻腔チューブや胃ろうの管が利用者の目に触れないようにする。

③床マットや超低床ベッドを用い、万一のベッドからの転落ダメージを減らす。

④ヒッププロテクター等の骨折のリスクを減らす用具を用いる。

⑤車椅子に長時間座るのを避け、居心地の良いソファー等に乗り換えてもらう。

⑥見守りのしやすい場所に移動してもらう。

⑦見守りのしやすい時間帯に処置等を行う。

⑧リスクの高い利用者に対し、見守りや付添いなど定期的な巡回担当（家族、住民含む）を設ける。

⑨リスクの発生しやすい時間帯を見越したサービス提供の工夫を行う。

⑩24時間シートなどを活用した生活リズムの把握

⑪排せつリズムの把握

⑫ベッド周辺へのセンサー導入

⑬座位保持等のための訓練の実施

⑭２人介助等介助方法の見直し

⑮薬剤調整

⑯その他 （その他の内容）
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①サービス担当者会議で身体拘束に関する「切迫性」「非代替性」「一時性」を確認している。

②身体拘束等適正化検討委員会で確認をしている。

③医師から「切迫性」「非代替性」「一時性」の判断を得ている。

④専用の記録用紙（態様（状態、様子）、時間、心身の状態、緊急やむを得ない理由）を用いている。

⑤本人・家族に身体拘束に関する説明は、主にサービス提供事業所が行い、同意を得ている。

⑥本人・家族に身体拘束に関する説明は、主にケアマネジャーが行い、同意を得ている。

⑦緊急やむを得ない場合で身体拘束を行う場合は、専用の記録用紙を用いて記録している。

①ドレーン、点滴、チューブ類またはカテーテルを設置している。

②せん妄状態がある。

③徘徊することがある。

④ベッド・車椅子等からの転落することがある。

⑤かきむしり・自傷行為がある。

⑥弄便・不潔行為がある。

⑦異食行為がある。

⑧椅子・車椅子からのずり落ちがある。

⑨椅子・車椅子から不意に立ち上がりがある。（もしくは立ち上がろうとすることがある。）

⑩立ち上がりや歩行時に転倒することがある。

⑪脱衣やおむつはずしがある。

⑫暴力行為がある（他害リスク）。

⑬暴言がある。

⑭性的逸脱がある。

⑮睡眠障害や不穏症状がある。

⑯介護（看護）に対して拒否することがある。

⑰本人や家族から身体抑制の要請がある。

⑲自殺企図がある。

⑳その他 （その他の内容）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

６）身体拘束の実施承認を行う体制（当てはまる番号全てに○）

　　※事例がない場合も発生した場合を想定してご記入ください。

７) 調査日における、緊急やむを得ないと判断して身体拘束を実施している利用者数の状態像

　　（複数項目に該当する利用者は、各項目にカウントしてご記入ください。）

人

人

人

人
⑱過去に認知症の周辺症状によって転院や介護施設等からの退所を求められ貴事業所に移った

　経緯がある。

人

人

人

人

人

人

人
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８) 身体拘束実施中の一時的な解除（いずれか一つ）

①身体拘束を実施中であっても、利用者の状態に応じてこまめに拘束を解除することがある

②身体拘束を実施中は、拘束状態を維持し続けることがある

③身体拘束実施直後から、解除のための環境整備や人員や支援方法の見直しを行うことがある

９）身体拘束の継続／終了を判断するタイミングについて貴事業所の考えをご記入ください。

※例：「月1回担当者会議を行い、その際に継続/終了の判断を行っている」など

①本人・家族の要請に関わ らず、原則として拘束は 行わない

②身体拘束の弊害等を説明し、 なおも拘束を要請する場合 には拘束を行う

③本人・家族の要請があ る場合は、それに従っ て拘束を行う

④利用を断る

１１) 身体拘束を避けるための研修・学習として 実施している取組 （当てはまる番号全てに○）

①拘束を避けるためのケア上の工夫に関する事業所内研修の定期的な開催など

②認知症や認知症ケアに対する認識を深めるための事業所内研修の定期的な開催など

③拘束を行ったケースに関する事後的なケース検討会の実施など

④新規採用時のカリキュラムとして実施など

⑤身体拘束を体験するなどの実技形式の研修など

⑥認知症高齢者の家族の思いを傾聴するなど在宅介護の精神状況や環境理解を深める研修など

⑦他法人や過去の自法人の事例研究（身体拘束に関わる）の考察学習など

⑧身体拘束をテーマとし、職責等を勘案した階層別研修の実施など

⑨全人的苦悩の理解、意思決定支援の積極的導入など、利用者中心のケアの実現のための研修など

⑩身体拘束が適正な手続きを実施しない場合虐待になることの理解を促す研修など

⑪その他 （その他の内容）

１０) 貴事業所側は拘束の必要はないと判断しているが、本人・家族から身体拘束の要請がある場合の対応

　（いずれか一つ）
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【選択肢】 １：理由を問わず絶対に避けるべきだと思う

２：やむを得ない場合のみ許容されうると思う

３：許容されると思う

１）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

２）転落しないようにベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

３）自分で降りられないように、ベッドの四方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

４）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る。

７）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子（車椅子含む）を使用する。

８）脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

９）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

12）ベッドの三方を柵（サイドレール）や壁で囲む。

13）自分の意思で出ることのできないフロアに滞在させる。

14）鈴などの音の出る装置を体に装着し、徘徊や転落を察知する。

15）ベッドの周囲に離床を検知するマットセンサーや赤外線センサー等を設置し、徘徊や転落を察知する。

16）部屋の出入口に通過を検知するマットセンサーを設置し、徘徊や転落 を察知する。

17）テレビ監視モニタを用いて、徘徊や転落を察知する。

◆1）～17）の回答で「３：許容されると思う」を選んだ方のみ、どのような状況であれば許容されると考えますか。

　その理由を具体的にご記入ください。

６）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型抑制帯や腰ベルト、車椅子

　　テーブルをつける。

５）点滴・経管栄養等のチューブ類を抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように手指の機能を

　　制限するミトン型の手袋等をつける。

問９　下記の身体拘束や利用者の状況把握が許容されうるかについて、あなたの考えに最も近い番号

　　　１～３を選んでください。

◇1）～11）の身体拘束の禁止事項に追加した方が良いと考える行為があれば、ご記入ください。

　　（例：安易に抗精神病薬を使用するなど）
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１）転倒リスク評価の結果

ｖ

３）人の出入りなどの環境の変化による転倒の危険性の増大

４）リハビリや治療に伴って運動機能が回復することに伴い転倒リスクが高まる例があること

５）身体拘束（動けないようにしばりつけたりすること）をしないこととその理由

６）一般的に取組む転倒防止対策

７）本人および家族に気を付けてほしいこと

10）転倒発生時の事業所の対応手順（頭部外傷時の CT 撮影の考え方、骨折時の対応など）

【選択肢】 １：非常に不安に思う ２：不安に思う ３：あまり不安に思わない

１,２を選んだ方は、不安な行為の例をご記入ください。

【選択肢】 １：非常に不安に思う ２：不安に思う ３：あまり不安に思わない

１,２を選んだ方は、不安な紛争の例をご記入ください。

問１１　身体拘束の実施・不実施に関して不安等を感じることがありますか。最も近い番号１～３を

　　　　ご記入ください。（いずれか１つ）

１）身体拘束に該当するか否かのグレーゾーンがあり、そのような行為を実施したことが後に、本人・家族との紛争や

　　行政指導を招くのではないか。

８）転倒の発生機序と転倒予防策を講じていても一定の確率で転倒が発生しうること

　　（特に転倒リスクの高い人ではその可能性が高いこと）

２） 身体拘束を行わず、万一骨折等の事故が起こった場合、本人・家族との紛争を招くのではないか。

２）健康状態悪化や基本的な生活動作低下（食事・入浴・排尿・排便・移動・着替えなどの介助が

　　必要）に伴う転倒の危険性

９）転倒に伴って骨折や頭蓋内出血などが発生して生活機能の低下や生命に影響を及ぼすことが

　　あり得ること

問１０　利用（利用開始）時に本人家族に事故発生のリスクに関して説明している内容

　　　　（当てはまる番号全てに○）



  

109 

 

 

  

①経営層自らが倫理・理念の実践に向け取り組んでいる。

②判断基準の最優先事項は業績向上（稼働率向上など）である。

③経営層自らが虐待や身体拘束に関する理解や認識を深めるよう取り組んでいる。

④経営層は現場の実態に即した判断を行っている。

⑤利用者へのアセスメントの重要性を理解した支援を行っている。

⑥チームケア・多職種連携（外部専門家を含む）で多角的視点で支援を行っている。

⑦支援内容の変更が浸透し確実に実践できるよう職員教育を行っている。

⑧第三者（住民、ボランティア、評価など）の目が入る機会を設定し開かれた事業所運営を行っている。

⑨感染症予防の観点から外部との交流を限定するよう家族・利用者に伝えている。

⑩事故や苦情が発生した場合、委員会で要因分析をし、解決結果を共有している。

⑪ムリ・ムラ・ムダを浸透させ業務効率のための見直しを継続して行っている。

⑫職員の業務負担の偏りを改善している。

⑬職員の高齢者介護や認知症ケア等に関する知識・技術不足を高めている。

⑭職員の倫理観・理念に基づく判断を浸透している。

⑮職員の虐待や権利擁護、身体拘束に関する知識・認識を深めている。

⑯担当者を決め、虐待防止委員会を設置し検討結果の共有をしている。

⑰職員が相談できる体制を構築し、相談しやすいよう見直しを行っている。

⑱職員のストレス・感情コントロールを適正に行えるよう工夫している。

⑲職員の性格や資質の問題を把握し対応している。

⑳職員同士が相互に声をかけあう（挨拶や注意など）職場環境になるよう取り組んでいる。

㉑その他 （その他の内容）

①組織内部の上司、同僚等に相談・報告をした。（あなたが責任者の場合は、相談又は報告を受けた。）

②市区町村や地域包括支援センターの相談窓口に相談・通報した。

③相談・通報いずれもしなかった。

④そのような状況は確認したことがない。

⑤その他 （その他の内容）

問１3　適正な手続きを実施していない身体拘束や虐待と思われる状況を確認した際の相談等に関して

　　　  ご記入ください。 （当てはまる番号全てに○）

　　　　※相談等については、「組織」や「個人」は問いません。

問１２　貴事業所での取組や組織の状態についてご記入ください。（当てはまる番号全てに○）
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①主たる介護者等からの意向による理由

②主たる介護者や本人等の意向によりサービス提供時間や回数を増やすことができないことが理由

③利用者の身体状況による理由

④利用者の認知症の行動・心理症状による理由

⑤利用者の認知症以外の症状による理由

⑥在宅でやむを得ず身体拘束であることを理由に受入可能な病院や施設がないことが理由

⑦サービス提供をしている事業所がやむを得ず身体拘束が必要と判断をしたことが理由

⑧気軽に見守りを頼める家族、知人等がいないことが理由

⑨主たる介護者等のストレスを解消するための手段が不足していることが理由

⑩介護者や家族が身体拘束や虐待の定義を知らす安全が優先されてしまうことが理由

⑪身体拘束を防ぐための環境整備等の工夫に主たる介護者等が納得しないことが理由

⑫その他

①虐待防止のための対策検討委員会の実施

②委員会結果の従業者への周知

③虐待防止のための指針の整備

④虐待防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置

⑤研修の実施

 ◆⑤研修の実施に「○」をした方のみ（当てはまるものすべてに○）

経営者への研修実施

管理者への研修実施

従業者への研修実施

２）身体拘束を解除するに至ったケース、もしくは身体拘束の実施を防げた対応策を具体的にご記入ください。

３）虐待を防止するために実施している取組（当てはまる番号全てに○）

問１４　在宅生活の中で発生する身体拘束や虐待ついてご記入ください。

１）在宅生活の中でやむを得ず身体拘束に至る理由として、今までのご経験やご家族からの訴えなどを

　　もとにご記入ください。（当てはまる番号全てに○）

４）虐待を防止するため工夫している内容を具体的にご記入ください。
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６）身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源があればご記入ください。

ご協力ありがとうございました。

５）虐待を防止するために最も必要な取組とその内容を具体的にご記入ください。
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・
居

宅
介

護
支

援
用

）
の

問
４

～
問

６
の

調
査

日
に

お
け

る
身

体
拘

束
（

1
1
の

禁
止

項
目

）
に

該
当

す
る

利
用

者
全

て
に

つ
い

て
、

利
用

者
の

ご
担

当
者

が
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
不

足
す

る
場

合
は

お
手

数
で

す
が

本
用

紙
を

コ
ピ

ー
し

て
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

  
  

ご
提

出
前

に
、

記
入

漏
れ

が
な

い
か

、
再

度
ご

確
認

を
お

願
い

し
ま

す
。

無
記

入
が

あ
っ

た
場

合
、

お
問

い
合

わ
せ

を
さ

せ
て

い
た

だ
く

場
合

が
あ

り
ま

す
。

※
該

当
す

る
番

号
を

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

注
意

の
無

い
場

合
は

、
番

号
を

一
つ

選
ん

で
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

事
業

所
名

※
年

齢

を
実

数

で
記

入

し
て

く

だ
さ

い
。

１
：

男

２
：

女

※
西

暦
で

記
入

し
て

く
だ

さ

い
。

例
：

2
0
2
3
/1

0
/1

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

Ⅰ

４
：

Ⅱ
a

５
：

Ⅱ
b

６
：

Ⅲ
a

７
：

Ⅲ
b

８
：

Ⅳ

９
：

M

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

J1

４
：

J2

５
：

A
１

６
：

A
２

７
：

B
１

８
：

B
２

９
：

C
１

1
0
：

C
２

１
：

要
支

援

１ ２
：

要
支

援

２ ３
：

要
介

護

１ ４
：

要
介

護

２ ５
：

要
介

護

３ ６
：

要
介

護

４ ７
：

要
介

護

５ ８
．

未
認

定
・

申
請

中

９
：

非
該

当

１
：

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

２
：

気
管

切
開

チ
ュ

ー

ブ ３
：

鼻
腔

栄
養

４
：

経
腸

栄
養

５
：

中
心

静
脈

栄
養

６
：

腎
ろ

う

７
：

ド
レ

ー
ン

８
：

膀
胱

カ
テ

ー
テ

ル

９
：

点
滴

１
０

：
そ

の
他

の

チ
ュ

ー
ブ

、
カ

テ
ー

テ

ル
類

１
１

：
チ

ュ
ー

ブ
、

カ

テ
ー

テ
ル

類
の

使
用

な

し

⑩ 行 動 を 落 ち 着 か せ る た め に 、 向 精 神 薬 を 過 剰 に 服 用 さ せ

　 る

１
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

２
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

こ
と

は
な

い
が

、
す

ぐ
に

再
度

の
設

備
や

挿
入

が
必

要 ３
：

数
時

間
は

様
子

見
が

可
能

１
：

抗
精

神
病

薬
・

抗
う

つ
薬

２
：

抗
不

安
薬

・
睡

眠
薬

３
：

抗
て

ん
か

ん
薬

４
：

そ
の

他
の

中
枢

神
経

系
用

薬

５
：

麻
薬

お
よ

び
類

似
品

６
：

高
血

圧
・

糖
尿

病
薬

７
：

骨
粗

し
ょ

う
症

に
対

す
る

薬

８
：

６
剤

以
上

の
薬

の
服

用

１
：

せ
ん

妄
状

態
に

あ
る

２
：

点
滴

・
チ

ュ
ー

ブ
類

を
抜

去
し

よ
う

と

す
る

３
：

実
際

に
点

滴
・

チ
ュ

ー
ブ

類
を

抜
去

し

た
こ

と
が

あ
る

４
：

徘
徊

の
恐

れ
が

あ
る

５
：

ベ
ッ

ド
・

車
椅

子
等

か
ら

の
転

落
の

恐

れ
が

あ
る

６
：

か
き

む
し

り
・

自
傷

行
為

が
あ

る

７
：

弄
便

・
不

潔
行

為
が

あ
る

８
：

異
食

行
為

が
あ

る

９
：

椅
子

・
車

椅
子

か
ら

の
ず

り
落

ち
が

あ

る １
０

：
椅

子
・

車
椅

子
か

ら
不

意
に

立
ち

あ

が
ろ

う
と

す
る

１
１

：
立

ち
歩

く
と

転
倒

の
恐

れ
が

あ
る

１
２

：
実

際
に

転
倒

・
転

落
し

た
こ

と
が

あ

る １
３

：
脱

衣
や

お
む

つ
は

ず
し

を
し

よ
う

と

す
る

１
４

：
暴

力
行

為
が

あ
る

１
５

：
暴

言
が

あ
る

１
６

：
性

的
逸

脱
が

あ
る

１
７

：
睡

眠
障

害
や

不
穏

症
状

が
あ

る

１
８

：
看

護
や

介
護

に
対

し
て

抵
抗

す
る

１
９

：
自

殺
企

図
が

あ
る

２
０

：
本

人
・

家
族

か
ら

の
身

体
抑

制
の

要

請
が

あ
る

２
１

：
１

～
2
0
に

該
当

す
る

症
状

・
事

象
は

な
い

１
：

独
居

２
：

家
族

同
居

あ
り

（
日

中
独

居
）

３
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
で

き
な

い
）

４
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
可

能
）

５
：

わ
か

ら
な

い

１
：

利
用

前
の

情
報

も
し

く
は

利
用

時
の

情
報

に
伴

い
判

断

２
：

利
用

後
概

ね
1

週
間

以
内

に
事

前
の

情
報

と
の

乖
離

が
あ

り
判

断

３
：

利
用

者
の

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

４
：

医
療

機
関

か
ら

退
院

後
、

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

C
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  利
用 者 N
o

(1
)

年
齢

(2
)

性
別

(3
)

利
用

年
月

日

(4
)

認
知

症
高

齢
者

日
常

生
活

自
立

度

(5
)

障
害

高
齢

者

日
常

生
活

自
立

度

(6
)

要
介

護
度

(7
)

行
っ

て
い

る
挿

管
・

点
滴

等

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(8
)

挿
管

・
点

滴
等

の

抜
去

の
場

合
の

リ

ス
ク

程
度

(9
)

薬
剤

の
投

与

（
※

複
数

選
択

例
 1

,3
,5

）

(1
0
)

行
動

症
状

・
事

象

（
※

複
数

選
択

　
例

 1
,3

,5
）

(1
1
)

世
帯

構
造

(1
2
)

利
用

者
の

身
体

拘
束

実
施

を
判

断
し

た
時

期

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

⑯ 部 屋 の 出 入 口 に 通 過 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー を 設 置

　 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑪ 自 分 の 意 思 で 開 け る こ と の で き な い 居 室 等 に 隔 離 す る

⑫ ベ ッ ド の 三 方 を 柵 （ サ イ ド レ ー ル ） や 壁 で 囲 む

⑬ 自 分 の 意 思 で 出 る こ と の で き な い フ ロ ア に 滞 在 さ せ る

⑭ 鈴 な ど の 音 の 出 る 装 置 を 体 に 装 着 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知

　 す る

⑮ ベ ッ ド の 周 囲 に 離 床 を 検 知 す る マ ッ ト セ ン サ ー や 赤 外 線

　 セ ン サ ー 等 を 設 置 し 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

⑥ 車 椅 子 や 椅 子 か ら ず り 落 ち た り 、 立 ち あ が っ た り し な い

　 よ う に Y 字 型 抑 制 帯 や 腰 ベ ル ト 、 車 椅 子 テ ー ブ ル を つ け る

⑦ 立 ち 上 が る 能 力 の あ る 人 の 立 ち 上 が り を 妨 げ る よ う な

　 椅 子 （ 車 椅 子 含 む ） を 使 用 す る

⑧ 脱 衣 や お む つ は ず し を 制 限 す る た め に 、 介 護 衣 （ つ な ぎ

　 服 ） を 着 せ る

⑨ 他 人 へ の 迷 惑 行 為 を 防 ぐ た め に 、 ベ ッ ド な ど に 体 幹 や 四

　 肢 を ひ も 等 で 縛 る

⑩ 行 動 を 落 ち 着 か せ る た め に 、 向 精 神 薬 を 過 剰 に 服 用 さ せ

　 る

１
：

未
調

査

２
：

自
立

３
：

J1

４
：

J2

５
：

A
１

６
：

A
２

７
：

B
１

８
：

B
２

９
：

C
１

1
0
：

C
２

１
：

要
支

援

１ ２
：

要
支

援

２ ３
：

要
介

護

１ ４
：

要
介

護

２ ５
：

要
介

護

３ ６
：

要
介

護

４ ７
：

要
介

護

５ ８
．

未
認

定
・

申
請

中

９
：

非
該

当

１
：

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

２
：

気
管

切
開

チ
ュ

ー

ブ ３
：

鼻
腔

栄
養

４
：

経
腸

栄
養

５
：

中
心

静
脈

栄
養

６
：

腎
ろ

う

７
：

ド
レ

ー
ン

８
：

膀
胱

カ
テ

ー
テ

ル

９
：

点
滴

１
０

：
そ

の
他

の

チ
ュ

ー
ブ

、
カ

テ
ー

テ

ル
類

１
１

：
チ

ュ
ー

ブ
、

カ

テ
ー

テ
ル

類
の

使
用

な

し

１
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

２
：

直
ち

に
生

命
に

か
か

わ
る

こ
と

は
な

い
が

、
す

ぐ
に

再
度

の
設

備
や

挿
入

が
必

要 ３
：

数
時

間
は

様
子

見
が

可
能

１
：

抗
精

神
病

薬
・

抗
う

つ
薬

２
：

抗
不

安
薬

・
睡

眠
薬

３
：

抗
て

ん
か

ん
薬

４
：

そ
の

他
の

中
枢

神
経

系
用

薬

５
：

麻
薬

お
よ

び
類

似
品

６
：

高
血

圧
・

糖
尿

病
薬

７
：

骨
粗

し
ょ

う
症

に
対

す
る

薬

８
：

６
剤

以
上

の
薬

の
服

用

１
：

せ
ん

妄
状

態
に

あ
る

２
：

点
滴

・
チ

ュ
ー

ブ
類

を
抜

去
し

よ
う

と

す
る

３
：

実
際

に
点

滴
・

チ
ュ

ー
ブ

類
を

抜
去

し

た
こ

と
が

あ
る

４
：

徘
徊

の
恐

れ
が

あ
る

５
：

ベ
ッ

ド
・

車
椅

子
等

か
ら

の
転

落
の

恐

れ
が

あ
る

６
：

か
き

む
し

り
・

自
傷

行
為

が
あ

る

７
：

弄
便

・
不

潔
行

為
が

あ
る

８
：

異
食

行
為

が
あ

る

９
：

椅
子

・
車

椅
子

か
ら

の
ず

り
落

ち
が

あ

る １
０

：
椅

子
・

車
椅

子
か

ら
不

意
に

立
ち

あ

が
ろ

う
と

す
る

１
１

：
立

ち
歩

く
と

転
倒

の
恐

れ
が

あ
る

１
２

：
実

際
に

転
倒

・
転

落
し

た
こ

と
が

あ

る １
３

：
脱

衣
や

お
む

つ
は

ず
し

を
し

よ
う

と

す
る

１
４

：
暴

力
行

為
が

あ
る

１
５

：
暴

言
が

あ
る

１
６

：
性

的
逸

脱
が

あ
る

１
７

：
睡

眠
障

害
や

不
穏

症
状

が
あ

る

１
８

：
看

護
や

介
護

に
対

し
て

抵
抗

す
る

１
９

：
自

殺
企

図
が

あ
る

２
０

：
本

人
・

家
族

か
ら

の
身

体
抑

制
の

要

請
が

あ
る

２
１

：
１

～
2
0
に

該
当

す
る

症
状

・
事

象
は

な
い

１
：

独
居

２
：

家
族

同
居

あ
り

（
日

中
独

居
）

３
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
で

き
な

い
）

４
：

家
族

同
居

あ
り

（
介

護
可

能
）

５
：

わ
か

ら
な

い

１
：

利
用

前
の

情
報

も
し

く
は

利
用

時
の

情
報

に
伴

い
判

断

２
：

利
用

後
概

ね
1

週
間

以
内

に
事

前
の

情
報

と
の

乖
離

が
あ

り
判

断

３
：

利
用

者
の

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

４
：

医
療

機
関

か
ら

退
院

後
、

状
態

変
化

に
伴

い
判

断

(1
3
)身

体
拘

束
等

の
実

施
状

況

※
調

査
日

に
お

け
る

①
～

⑰
の

利
用

者
の

抑
制

や
動

静
把

握
等

に
つ

い
て

、

実
施

し
て

い
る

時
間

を
選

択
肢

（
０

～
４

）
か

ら
選

ん
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

【
選

択
肢

】
 ０

：
実

施
な

し
、

１
：

２
時

間
未

満
実

施
、

２
：

２
～

６
時

間
実

施
、

３
：

６
～

２
４

時
間

実
施

、
４

：
２

４
時

間
実

施
を

継
続

① 徘 徊 し な い よ う に 、 車 椅 子 や 椅 子 、 ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

② 転 落 し な い よ う に ベ ッ ド に 体 幹 や 四 肢 を ひ も 等 で 縛 る

③ 自 分 で 降 り ら れ な い よ う に 、 ベ ッ ド を 柵 （ サ イ ド レ ー ル

　 ） や 壁 で 囲 む

④ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 四 肢

　 を ひ も 等 で 縛 る

⑤ 点 滴 ・ 経 管 栄 養 等 の チ ュ ー ブ 類 を 抜 か な い よ う に 、 又 は

　 皮 膚 を か き む し ら な い よ う に 手 指 の 機 能 を 制 限 す る ミ ト

　 ン 型 の 手 袋 等 を つ け る

⑰ テ レ ビ 監 視 モ ニ タ を 用 い て 、 徘 徊 や 転 落 を 察 知 す る

※
年

齢

を
実

数

で
入

力

し
て

く

だ
さ

い
。

１
：

男

２
：

女

※
西

暦
で

入
力

し
て

く
だ

さ

い
。

例
：

2
0
2
3
/1

0
/1

１
：

未
調

査

２
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３
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５
：
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６
：

Ⅲ
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７
：

Ⅲ
b

８
：

Ⅳ

９
：

M
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「介護施設・事業所等における高齢者虐待防止・身体拘束廃止の取組推進に向けた調査研究

事業」  

 

【事業検討委員会】 

委 員 長 美原 盤 公益財団法人脳血管研究所 美原記念病院 院長 

副委員長 進藤 晃 医療法人財団利定会 大久野病院 理事長 

委  員 江澤 和彦 倉敷スイートホスピタル 理事長 

委  員 木下 毅 医療法人愛の会 光風園病院 理事長 

委  員 田中 圭一 医療法人笠松会 有吉病院 理事長 

委  員 土屋 繁之 医療法人慈繁会 土屋病院 理事長 

委  員 仲井 培雄 医療法人社団和楽仁 芳珠記念病院 理事長  

委  員 中村 万理 医療法人財団正友会 中村記念病院 院長補佐 

委  員 本庄 弘次 医療法人弘生会 本庄内科病院 理事長・院長 

特別委員 栃本 一三郎 放送大学 客員教授 

特別委員 池上 直己 慶応大学 名誉教授 

外部委員 吉川 久美子 公益社団法人 日本看護協会 常任理事 

オブザーバー 吉川 悠貴 認知症介護研究・研修仙台センター 

乙幡 美佐江  厚生労働省老健局高齢者支援課 高齢者虐待防止対策専門官  

大西 一輝 厚生労働省老健局高齢者支援課高齢者虐待防止対策係 係員  

 

【業務一部委託先】  

株式会社川原経営総合センター 経営コンサルティング部門 

シニアコンサルタント 田中 律子 

コンサルタント 金沢 幸蔵 

コンサルタント 紺野 智子 

【事務局】 

公益社団法人全日本病院協会 企画業務課 久下 友和 

山崎 奈々 

飯村 栄美子 

 

【事業検討委員会開催日時】  

第１回 2024年 7月 8日（月） 14時 00分～16時 00分 

第 2回 2024年 9月 5日（木） 17時 00分～19時 00分 

第 3回 2024年 10月 7日（月） 17時 00分～19時 00分 

第 4回 2025年 2月 4日（火） 17時 00分～19時 00分 

第 5回 2025年 3月 25日（火） 18時 00分～20時 00分  
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不許複製 禁無断転載 

 

2024年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業） 

介護施設・事業所等における高齢者虐待防止・ 
身体拘束廃止の取組推進に向けた調査研究事業 

 

発行日 2025年 3月  

発行者 公益社団法人全日本病院協会  

住 所 〒101-0061  

東京都千代田区神田三崎町 1-4-17 東洋ビル 11階  

電話 03-5283-7441（代） 

 



（別添１） 

 

調査研究報告書のサマリーについて 

 

令和６年度老人保健健康増進等事業 
 

介護施設・事業所等における高齢者虐待防止・身体拘束廃止の取組推進に向けた調査研

究事業 
 

公益社団法人 全日本病院協会 
 

身体拘束の弊害などを説明し、なおも本人・家族が身体拘束を要請する場合に身体

拘束を行うと回答している事業所は、訪問看護、居宅介護支援、短期入所生活介護で

は約30～40％存在している。また、在宅系では、約40％が主たる介護者などからの意

向によると回答しており、その背景として虐待の定義を知らず転倒・転落など事故を

防ぐことが優先されてしまうことが理由として挙げられている。また、介護力のある

家族の方が要請する傾向が表れている。 

その他、身体拘束を実施している利用者の約40％は入所前の情報もしくは入所時の

情報に伴い身体拘束に至っており、入院中の情報が継続され特定施設入居者生活介護

、短期入所生活介護、訪問看護などで身体拘束の判断がなされる傾向がある。時には

退院時に医療機関から家族が申し送りを受け行っている場合もある。 

身体拘束を行わないことによる訴訟への不安は、事業種別により異なるものの、約

30～50％の事業所が抱いている。身体拘束の弊害が地域に浸透していないことがその

リスクを拡大する要因の一つともなり得る。 

訪問系では身体拘束ゼロ化に向けた取組は約20％が実施していない。また、“やむ

を得ない場合のみ許容されうる行為”としての認識が在宅系の方が高く、身体拘束ゼ

ロに向けた意識が弱い傾向があった。 

身体拘束を避けるために行うことがある工夫では、居住系では上位に場所の移動や

センサーの導入、床マットなどの利用、排せつリズムの把握があげられているが在宅

系では、同様に行えない環境がある。 

身体拘束及び虐待を防止するうえで不足していると考える社会資源は、在宅介護に

おける狭間サービスを埋める役割を担う見守りボランティアなど住民参加が求めら

れ、家族を含む住民や関係機関の身体拘束に関する弊害への理解が求められる。それ

とともに在宅でのサービス利用を控えることを防ぐためなど、金銭的な問題への相談

窓口の必要性があげられている。その他、介護者のためのメンタルケアが不足とされ

ている。 

身体拘束が高齢者の心身に与える影響は、施設であろうが、在宅であろうが同様に生

じ、高齢者自身の生きる意欲を極度に低下させる結果を招くことには、変わりはない。

養護者の心身のバランスが保てた状態で継続して在宅介護ができる環境を、介護事業者

は、協力して、個々の異なる家庭環境においても多様な可能性を模索しながら保持して

いけるよう、支援をすることが介護事業の専門職としてあるべき姿であると考え、周知

ツール「在宅介護生活を支える事業所のみなさまへ ～身体拘束廃止の実現のために」

を作成し、周知を図る。  




